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高校・大学卒就職内定率の低迷はつづく 

　
改
正
職
業
安
定
法
が
三
月
一
日
に
施
行
さ

れ
、
地
方
自
治
体
に
よ
る
無
料
職
業
紹
介
が

解
禁
に
な
っ
た
。
す
で
に
京
都
府
や
大
阪
府

和
泉
市
な
ど
複
数
の
自
治
体
が
サ
ー
ビ
ス
を

開
始
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
合
同
就
職
説
明

会
の
開
催
や
就
職
相
談
止
ま
り
だ
っ
た
自
治

体
の
就
労
支
援
事
業
が
、
職
業
あ
っ
せ
ん
ま

で
の
一
貫
し
た
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ

う
に
な
っ
た
。 

　
改
正
職
安
法
は
、
自
治
体
に
「
自
ら
の
施

策
に
関
す
る
業
務
に
付
帯
し
て
行
う
無
料
職 

業
紹
介
事
業
」
を
届
け
出
に
よ
り
認
め
た
。

事
業
を
開
始
し
た
自
治
体
は
、
全
国
に
六
一

〇
カ
所
あ
る
公
共
職
業
安
定
所
（
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
）
と
の
差
別
化
を
図
り
つ
つ
、
地
域
特

有
の
事
情
を
踏
ま
え
た
き
め
細
や
か
な
サ
ー

ビ
ス
に
よ
り
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
解
消
で

き
る
と
意
欲
的
だ
。 

  

京
都
府
／
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
が 

若
者
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
防
ぐ 

 

三
月
一
日
か
ら
若
年
者
を
対

象
に
無
料
職
業
紹
介
事
業
を
ス

タ
ー
ト
さ
せ
た
京
都
府
。
事
業

を
行
う
若
年
者
就
業
支
援
セ
ン

タ
ー
の
壁
に
は
、
求
人
票
の
貼

り
出
し
は
な
い
。
求
職
者
は
専

門
の
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
か
ら
カ
ウ

ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
、
そ
の
後

示
さ
れ
る
求
人
票
の
中
か
ら
応

募
先
を
選
ぶ
。
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

の
判
断
で
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

を
未
然
に
防
ぐ
仕
組
み
だ
。
求

職
者
が
認
識
す
る
ス
キ
ル
レ
ベ

ル
や
希
望
職
種
は
、
現
実
を
十

分
踏
ま
え
て
い
な
い
場
合
が
多

い
。
求
人
を
自
由
に
選
ば
せ
る

方
法
だ
と
、
逆
に
求
職
期
間
が

長
期
化
す
る
懸
念
も
高
ま
る
。 

 

京
都
府
の
失
業
率
は
六
％
で

、

全
国
平
均
を
上
回
り
、
京
都
、
大
阪
を
含
む

近
畿
地
域
の
一
五
〜
二
四
歳
の
失
業
率
は
一

一
・
九
％
（
昨
年
平
均
）
と
高
止
ま
り
が
続

く
。
と
は
い
え
、
若
年
者
向
け
求
人
は
決
し

て
少
な
く
な
い
た
め
、
同
府
は
「
マ
ッ
チ
ン

グ
だ
け
が
問
題
」（
和
久
輝
幸
・
京
都
府
府
民

労
働
部
雇
用
対
策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
企
画
主
任
）

と
の
見
地
か
ら
、
職
業
あ
っ
せ
ん
の
対
象
を

若
者
に
絞
っ
た
。 

 

こ
れ
ま
で
府
が
実
施
し
て
き
た
の
は
合
同

面
接
会
の
開
催
な
ど
就
職
支
援
は
「
周
辺
部

分
」（
和
久
主
任
）
に
限
ら
れ
、
利
用
者
か
ら

職
の
あ
っ
せ
ん
を
望
む
声
が
あ
っ
た
。
職
業

紹
介
は
「
従
来
の
事
業
の
延
長
線
上
」
（
同

氏
）
と
位
置
づ
け
て
お
り
、
現
在
、
地
元
企

業
な
ど
か
ら
約
一
〇
〇
件
の
求
人
が
集
ま
っ

て
い
る
。 

 

「
仕
事
の
探
し
方
が
わ
か
ら
な
い
」
、「
な

に
を
し
た
い
の
か
わ
か
ら
な
い
」
若
者
が
多

い
な
か
、
あ
ら
ゆ
る
求
職
者
が
来
る
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
で
時
間
を
か
け
た
個
別
対
応
は
難
し

い
。
昨
年
八
月
の
オ
ー
プ
ン
以
来
同
セ
ン
タ

ー
を
訪
れ
た
延
べ
二
七
〇
〇
人
の
う
ち
、
八

割
以
上
が
二
〇
歳
台
だ
っ
た
。
職
業
紹
介
が

本
格
始
動
す
る
今
年
度
、
府
は
六
〇
〇
人
の

内
定
を
目
指
す
。 

 

セ
ン
タ
ー
に
常
駐
す
る
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は

三
人
。
民
間
の
再
就
職
支
援
サ
ー
ビ
ス
会
社

か
ら
派
遣
さ
れ
た
専
門
家
だ
。
こ
れ
に
雇
用
・

能
力
開
発
機
構
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
四
人
と
府

の
職
員
一
人
を
加
え
た
計
八
人
体
制
で
相
談
、

求
人
開
拓
、
職
業
あ
っ
せ
ん
ま
で
行
っ
て
い

る
。 

 

同
セ
ン
タ
ー
は
四
月
か
ら
、
国
が
今
年
度 

設
置
す
る
若
者
向
け
の
総
合
的
な
就
職
支
援

セ
ン
タ
ー
「
ジ
ョ
ブ
・
カ
フ
ェ（
通
称
）」
に

衣
替
え
し
て
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
っ
た
。 

 

さ
ら
に
、
地
域
産
業
活
性
化
人
材
育
成
事

業
の
モ
デ
ル
地
域
と
し
て
府
の
企
画
案
が
通

れ
ば
、
求
人
開
拓
の
専
任
ス
タ
ッ
フ
を
追
加

配
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
ス
タ
ッ
フ

を
活
用
し
、
求
人
開
拓
面
も
増
強
さ
せ
る
方

針
だ
。 

   

大
阪
府
和
泉
市
／
一
般
求
職
者
は
ハ
ロ
ー 

　
ワ
ー
ク
へ
、就
労
困
難
者
は
市
が 

 

大
阪
府
南
部
に
位
置
す
る
人
口
一
八
万
人

の
和
泉
市
。
六
〇
〇
〇
ほ
ど
あ
る
事
業
所
の

ほ
と
ん
ど
が
中
小
零
細
企
業
だ
。
三
月
下
旬

に
都
市
産
業
部
労
働
政
策
課
を
訪
ね
る
と
「
和

泉
市
無
料
職
業
紹
介
セ
ン
タ
ー
」
の
真
新
し

い
表
札
が
事
務
キ
ャ
ビ
ネ
の
上
に
立
て
か
け

て
あ
っ
た
。
職
業
紹
介
の
責
任
者
と
な
っ
た

同
課
の
竹
田
竜
彦
課
長
は
、
市
に
よ
る
職
業

あ
っ
せ
ん
解
禁
を
「
待
ち
望
ん
で
お
っ
た
」

と
語
る
。 

 

同
市
は
三
月
二
日
か
ら
職
業
あ
っ
せ
ん
を

始
め
る
に
あ
た
り
、
対
象
を
二
つ
に
絞
り
こ

ん
だ
。
ひ
と
つ
め
は
「
就
労
困
難
者
」、
も
う

ひ
と
つ
は
、
市
南
西
部
に
あ
る
産
業
団
地
へ

の
企
業
誘
致
に
伴
う
就
労
希
望
者
だ
。
就
職

困
難
者
と
は
年
齢
、
障
害
、
家
族
構
成
、
出

身
地
な
ど
の
要
因
に
よ
っ
て
雇
用
・
就
労
を

阻
害
さ
れ
て
い
る
人
を
指
す
。
実
際
は
高
齢

者
、
障
害
者
、
母
子
家
庭
、
同
和
地
区
住
民

が
主
な
対
象
に
な
る
。
同
市
は
、
平
成
一
三
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ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
管
理
職
の
求
人
が
四
四
％
増
 

　
　
　
　
　
　
　
―
―
一
四
年
度
の
民
営
職
業
紹
介
―
―
 

年
に
独
自
に
作
成
し
た
就
労
支
援
計
画
で
決

め
た
こ
の
定
義
に
従
い
、
職
業
紹
介
事
業
で

も
就
労
が
困
難
な
要
因
を
限
定
せ
ず
に
広
く

支
援
す
る
姿
勢
を
貫
い
た
。
四
人
の
就
労
支

援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
、
各
求
職

者
に
あ
っ
た
支
援
メ
ニ
ュ
ー
を
選
ぶ
。 

 

同
市
の
就
労
支
援
は
、
就
労
の
阻
害
要
因

を
取
り
除
く
の
が
特
徴
だ
。
例
え
ば
、
子
ど

も
の
預
け
先
が
見
つ
か
ら
な
い
こ
と
が
就
労

を
阻
害
し
て
い
れ
ば
、
就
職
内
定
が
ほ
ぼ
確

実
と
な
っ
た
時
点
で
、
関
係
部
署
の
部
課
長

で
構
成
す
る
就
労
支
援
計
画
推
進
委
員
会
に

働
き
か
け
、
就
職
前
で
も
保
育
所
の
入
所
手

続
き
が
で
き
る
よ
う
と
り
は
か
る
。
障
害
者

の
ケ
ー
ス
で
は
、
企
業
が
求
め
る
ス
キ
ル
修

得
に
必
要
な
講
習
会
を
受
け
さ
せ
、
同
時
に
、

障
害
者
が
就
労
可
能
に
な
る
様
々
な
条
件
を

企
業
側
に
提
示
。
高
齢
者
向
け
に
は
職
業
意

識
転
換
講
習
会
を
開
催
し
、
経
歴
や
再
就
職

先
の
ス
テ
イ
タ
ス
へ
の
こ
だ
わ
り
を
捨
て
自

分
の
人
生
を
活
か
す
た
め
の
意
識
改
革
を
勧

め
る
。
ま
た
、
要
介
護
の
親
が
就
職
の
ネ
ッ 

ク
に
な
っ
て
い
れ
ば
、
介
護
保
険
や
老
人
障

害
福
祉
制
度
を
活
用
し
な
が
ら
「
就
労
の
た

め
の
ヘ
ル
パ
ー
確
保
」
の
方
法
に
つ
い
て
関

係
部
署
と
知
恵
を
絞
り
あ
う
。 

 

和
泉
市
内
に
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
な
い
。

そ
の
た
め
長
年
、
隣
の
泉
大
津
市
に
あ
る
職

安
か
ら
特
別
相
談
員
を
派
遣
し
て
も
ら
い
、

「
出
掛
け
る
職
安
」
と
し
て
市
内
四
カ
所
で

の
巡
回
相
談
を
実
施
し
て
き
た
。
職
業
あ
っ

せ
ん
が
可
能
な
の
は
、
そ
の
相
談
員
が
い
る

日
だ
け
だ
っ
た
。 

 
今
後
は
、
「
一
般
求
職
者
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
へ
、
就
労
困
難
者
は
市
が
」
と
の
振
り
分

け
で
、
求
職
者
へ
の
き
め
こ
ま
や
か
な
サ
ー

ビ
ス
を
目
指
す
。
平
成
一
六
年
度
は
求
職
者

を
六
〇
人
と
見
込
ん
で
い
る
。 

　
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
管
理
職
の
求
人
が
前
年

度
に
比
べ
て
四
四
・
五
％
増
え
、
約
五
九
万

人
と
な
っ
た
こ
と
が
、
厚
生
労
働
省
が
二
月

一
三
日
に
発
表
し
た
「
平
成
一
四
年
度
民
営

職
業
紹
介
事
業
報
告
」
で
明
ら
か
に
な
っ
た
。

求
職
件
数
、
就
職
件
数
も
約
四
割
増
え
る
な

ど
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
管
理
職
向
け
職
業
紹

介
の
動
き
が
活
発
化
し
て
い
る
。
事
務
職
で

の
増
加
の
背
景
に
は
、
紹
介
予
定
派
遣
の
浸

透
や
、
ア
ウ
ト
プ
レ
ー
ス
メ
ン
ト
の
活
用
が

あ
る
と
み
ら
れ
る
。 

 

調
査
は
、
職
業
紹
介
事
業
主
か
ら
年
度
ご

と
に
提
出
さ
れ
る
事
業
報
告
書
を
と
り
ま
と

め
た
も
の
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
企
業
な
ど
が

民
間
の
有
料
職
業
紹
介
事
業
所
に
対
し
新
規

に
申
し
込
ん
だ
常
用
求
人
数
は
六
五
万
七
二

四
八
人
で
、
前
年
度
に
比
べ
二
七
・
六
％
（
一

四
万
一
九
七
一
人
）
増
え
た
。
と
く
に
ホ
ワ

イ
ト
カ
ラ
ー
職
の
求
人
の
伸
び
が
大
き
く
、

管
理
職
が
四
四
・
五
％
、
専
門
・
技
術
職
が

三
五
・
八
％
、
事
務
職
が
二
〇
・
九
％
と
、

増
加
し
た
。
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
以
外
の
求
人

で
は
芸
能
家
が
一
九
七
・
六
％
、
販
売
職
が

六
一
・
二
％
そ
れ
ぞ
れ
増
え
た
一
方
、
運
輸
・

通
信
で
三
五
・
六
％
減
っ
て
い
る
。
無
料
職

業
紹
介
の
求
人
数
は
、
二
・
四
％
増
え
て
四

〇
万
九
九
六
八
人
。
た
だ
し
、
学
生
・
生
徒

の
求
人
は
一
万
六
八
五
六
人
減
り
、
前
年
度

比
で
四
一
・
一
％
ダ
ウ
ン
し
た
。 

   

求
職
件
数

も
伸
び
る 

 

求
職
件
数
も
伸
び
て
い
る
。
失
業
者
な
ど

に
よ
る
新
規
求
職
申
し
込
み
件
数
は
一
五
二

万
六
八
七
八
件
と
な
り
、
前
年
よ
り
二
七
万

一
二
四
四
件
、
率
で
二
一
・
六
％
増
。
う
ち

有
料
の
求
職
は
一
〇
三
万
九
九
五
一
件
で
、

前
年
に
比
べ
三
〇
・
五
％
増
え
て
い
る
。 

 

有
料
の
求
職
件
数
を
職
種
区
分
別
に
み
る

と
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
管
理
職
、
専
門
・

技
術
職
で
伸
び
が
目
立
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
三
六
・

九
％
、
三
六
・
〇
％
増
え
た
。
そ
の
他
の
職

業
で
は
、
前
年
比
一
一
七
・
二
％
増
の
モ
デ

ル
職
に
続
き
、
販
売
職
、
配
ぜ
ん
人
、
調
理

士
、
マ
ネ
キ
ン
で
三
割
前
後
増
加
し
て
い
る
。

減
少
し
た
の
は
三
職
種
だ
け
。
運
輸
・
通
信

業
が
一
二
・
〇
％
減
、
家
政
婦
と
芸
能
家
で

そ
れ
ぞ
れ
一
ケ
タ
台
の
減
少
だ
っ
た
。 

 

無
料
の
求
職
申
し
込
み
件
数
は
、
前
年
よ

り
六
・
一
％
増
え
て
四
八
万
六
九
二
七
人
。

対
象
者
の
内
訳
で
は
、
高
齢
者
が
三
二
・
〇

％
増
加
し
た
一
方
、
学
生
・
生
徒
は
六
一
二

〇
人
減
り
、
前
年
度
比
で
一
一
・
五
％
減
少

し
て
い
る
。 

 

就
職
面
で
も
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
が
伸
び

て
い
る
。
雇
用
期
間
が
四
カ
月
以
上
の
常
用

雇
用
へ
の
就
職
件
数
は
、
有
料
・
無
料
あ
わ

せ
て
二
六
万
二
〇
二
七
件
で
、
前
年
よ
り
六
・

六
％
増
。
う
ち
有
料
の
職
業
紹
介
に
よ
る
ホ

ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
へ
の
就
職
件
数
は
、
管
理

職
で
三
九
・
二
％
増
、
事
務
職
で
三
四
・
四

％
増
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、
専
門
・
技
術
職

で
は
六
・
五
％
減
少
し
て
い
る
。
無
料
の
就

職
件
数
は
高
齢
者
、
学
生
・
生
徒
と
も
に
前

年
よ
り
増
加
し
、
全
体
で
一
四
・
九
％
増
の

五
万
六
八
五
九
件
だ
っ
た
。 

 

   

紹
介
予
定
派
遣

と
再
就
職
支
援
が
貢
献 

 

ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
の
有
料
職
業
紹
介
が 

求
人
・
求
職
両
面
で
伸
び
て
い
る
こ
と
に
つ

い
て
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
民
間
需
給
調

整
課
で
は
、
「
事
務
職
で
の
増
加
は
紹
介
予

定
派
遣
が
、
管
理
職
で
の
増
加
は
ア
ウ
ト
プ

レ
ー
ス
メ
ン
ト
（
再
就
職
支
援
事
業
）
型
の

増
加
が
影
響
し
て
い
る
の
で
は
」
と
み
て
い

る
。
有
料
職
業
紹
介
事
業
は
従
来
、
家
政
婦

や
マ
ネ
キ
ン
が
多
か
っ
た
が
、
最
近
で
は
、

毎
月
一
〇
〇
件
程
度
の
許
可
申
請
の
う
ち
、

多
い
と
き
で
三
分
の
一
を
ア
ウ
ト
プ
レ
ー
ス

メ
ン
ト
型
が
占
め
る
。 

 

ま
た
、
若
年
者
の
求
人
・
求
職
の
減
少
は

、

必
ず
し
も
数
字
が
実
態
を
反
映
し
て
い
な
い

（
同
課
）
と
い
う
。
現
在
、
各
事
業
所
か
ら

の
報
告
を
集
計
す
る
際
は
「
学
生
・
生
徒
」

（
新
規
学
卒
者
）、「
高
齢
者
」（
四
五
歳
以
上
）、

「
そ
れ
以
外
」
の
三
区
分
で
し
か
デ
ー
タ
を

入
力
で
き
な
い
た
め
だ
。
し
か
し
、
最
近
の

無
料
紹
介
は
、
農
協
が
行
う
組
合
員
へ
の
紹

介
サ
ー
ビ
ス
や
医
師
会
に
よ
る
医
療
関
係
職

へ
の
紹
介
サ
ー
ビ
ス
な
ど
、
「
そ
の
他
」
に

分
類
さ
れ
て
し
ま
う
分
野
が
ふ
く
れ
あ
が
り
、

従
来
の
三
区
分
で
は
正
確
な
傾
向
が
つ
か
め

な
く
な
っ
て
い
る
。
厚
労
省
は
、
集
計
方
法

の
見
直
し
を
検
討
し
た
い
と
し
て
い
る
。 

 

民
営
職
業
紹
介
事
業
所
の
数
は
、
平
成
一

四
年
度
末
現
在
で
六
九
四
三
カ
所
と
な
り
、

前
年
度
末
よ
り
一
四
・
七
％
増
え
た
。
平
成

九
年
の
規
制
緩
和
に
よ
り
、
民
営
職
業
紹
介

事
業
所
で
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
種
の
取
り
扱

い
が
幅
広
く
自
由
化
さ
れ
て
以
来
、
事
業
所

の
数
は
増
え
続
け
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
高
畑
い
づ
み
） 
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「
中
小
共
闘
」
の
初
陣
、
妥
結
ミ
ニ
マ
ム
基
準
三
二
〇
〇
円
に
 

0
4
春
闘
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今
春
の
賃
上
げ
交
渉
の
最
大
の
特
徴
は
、

連
合
が
中
小
・
地
場
労
組
の
共
闘
を
闘
争
の

軸
に
据
え
て
取
り
組
ん
だ
こ
と
。
連
合
は
、

「
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
」
を
基
調
と
し
て
、
二

年
連
続
で
全
体
の
統
一
要
求
基
準
設
定
を
見

送
っ
た
が
、
初
め
て
中
小
労
組
に
向
け
た
統

一
要
求
基
準
と
な
る
「
五
二
〇
〇
円
」
を
掲

げ
、
大
手
金
属
の
集
中
回
答
日
（
三
月
一
七

日
）
に
続
く
三
月
二
二
〜
二
四
日
を
中
小
独

自
の
ヤ
マ
場
に
設
定
、
交
渉
の
前
倒
し
と
と

も
に
集
中
化
を
図
っ
た
。
こ
れ
は
、
大
手
労

組
の
要
求
が
軒
並
み
「
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
」

と
な
り
、
相
場
形
成
が
期
待
で
き
な
い
こ
と

か
ら
、
中
小
自
ら
の
相
場
づ
く
り
を
狙
っ
た

も
の
だ
。 

　
三
月
末
ま
で
に
、
三
〇
〇
人
未
満
の
八
九

七
組
合
（
約
一
〇
万
人
）
が
、
平
均
四
三
四

五
円
、
一
・
六
七
％
と
、
同
一
組
合
比
で
昨

年
実
績
を
三
一
〇
円
、
〇
・
一
〇
ポ
イ
ン
ト

上
回
る
回
答
を
引
き
出
し
て
解
決
。
連
合
は

四
月
二
日
の
中
小
労
働
委
員
会
で
、「
中
小
共

闘
の
取
り
組
み
が
機
能
し
、
規
模
間
の
格
差

拡
大
防
止
へ
の
取
り
組
み
に
な
っ
て
い
る
」

と
評
価
し
な
が
ら
、
四
月
五
〜
一
一
日
の
第

一
次
解
決
促
進
ゾ
ー
ン
に
交
渉
を
追
い
込
む

中
小
組
合
に
対
し
て
、
「
昨
年
実
績
三
〇
〇

円
以
上
の
上
積
み
、
ま
た
は
四
三
〇
〇
円
基

準
」
の
妥
結
基
準
を
指
示
し
た
。
さ
ら
に
四

月
一
六
日
に
は
、
平
均
三
九
六
七
円
の
妥
結

集
計
結
果
（
四
月
一
三
日
現
在
、
三
〇
〇
人

未
満
、
一
五
九
三
組
合
・
約
一
六
万
人
）
を

受
け
て
、
交
渉
が
四
月
下
旬
か
ら
五
月
以
降

に
ず
れ
込
む
労
組
に
向
け
、
妥
結
ミ
ニ
マ
ム

基
準
「
昨
年
実
績
二
〇
〇
円
以
上
の
上
積
み
、

ま
た
は
三
二
〇
〇
円
の
確
保
」
（
昨
年
三
〇

〇
〇
円
）
を
示
し
、
社
会
的
な
底
支
え
と
中

小
相
場
の
波
及
を
め
ざ
し
て
い
る
。 

　
景
気
回
復
の
反
映
と
い
え
る
面
も
あ
る
が
、

四
月
下
旬
に
入
っ
て
も
昨
年
実
績
を
二
〇
〇

円
程
度
上
回
る
回
答
水
準
を
保
っ
て
お
り
、

今
年
の
取
り
組
み
が
一
定
の
相
場
波
及
効
果

を
も
た
ら
し
た
と
い
え
そ
う
だ
。
連
合
（
中

小
労
働
委
員
会
）
は
、
四
月
中
旬
ま
で
の
交

渉
経
過
を
振
り
返
っ
て
、「
妥
結
基
準
が
機
能

し
た
。
近
年
続
い
て
い
た
妥
結
時
期
の
遅
れ

に
よ
る
大
幅
な
妥
結
額
の
減
少
を
防
い
だ
」

と
し
て
、
初
陣
と
な
っ
た
「
中
小
共
闘
」
に

合
格
点
を
与
え
て
い
る
。 

　
従
来
か
ら
形
は
存
在
し
た
中
小
共
闘
と
今

年
の
取
り
組
み
の
大
き
な
違
い
は
、
統
一
要

求
基
準
を
掲
げ
て
一
定
の
相
場
感
じ
ょ
う
成

が
で
き
た
こ
と
に
加
え
、
中
小
を
抱
え
る
産

別
の
共
闘
意
識
が
高
ま
り
、
闘
争
の
集
中
化

が
図
ら
れ
た
こ
と
だ
。
連
合
傘
下
の
約
半
数

近
い
三
〇
産
別
が
参
加
。
中
小
最
大
の
ヤ
マ

場
と
そ
れ
以
前
の
先
行
組
を
合
わ
せ
る
と
、

三
〇
〇
人
未
満
で
は
四
七
七
組
合
が
登
録
し
、

結
果
的
に
は
登
録
を
上
回
る
四
九
七
組
合
が

回
答
を
引
き
出
し
た
。
今
回
の
中
小
共
闘
の

大
き
な
推
進
力
と
な
っ
た
の
は
、
機
械
金
属

の
Ｊ
Ａ
Ｍ
や
繊
維
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
の
Ｕ

Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
。 

　
「
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
」
と
賃
金
制
度
が
未

整
備
な
中
小
に
向
け
た
「
平
均
賃
上
げ
五
二

〇
〇
円
」
の
二
本
建
て
で
要
求
を
か
か
げ
た

Ｊ
Ａ
Ｍ
（
小
出
幸
男
会
長
、
四
三
万
七
〇
〇

〇
人
）
は
、
三
月
二
九
日
ま
で
に
五
六
二
組

合
が
、
昨
年
同
期
を
一
〇
九
円
上
回
る
平
均

五
二
三
八
円
（
加
重
平
均
）
の
賃
上
げ
回
答

を
引
き
出
し
た
。
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
三

六
三
組
合
が
回
答
を
引
き
出
し
て
お
り
、
半

期
の
月
数
で
二
・
二
カ
月
（
加
重
平
均
）
と
、

こ
こ
三
年
間
で
の
最
高
額
を
記
録
し
て
い
る
。 

　
三
月
三
〇
日
の
地
方
委
員
長
・
書
記
長
会

議
で
は
、
四
月
九
日
ま
で
の
解
決
を
め
ざ
す

Ｊ
Ａ
Ｍ
妥
結
ミ
ニ
マ
ム
基
準
に
つ
い
て
、
賃

上
げ
は
三
月
末
ま
で
の
集
計
結
果
の
第
１
四

分
位
数
な
ど
を
参
考
に
三
二
〇
〇
円
と
し
た
。

一
時
金
は
「
昨
年
実
績
以
上
を
確
保
」
す
る

こ
と
と
し
た
。
賃
上
げ
に
関
し
て
は
、
比
較

的
好
調
に
回
答
水
準
が
回
復
基
調
に
あ
る
た

め
、
昨
年
を
二
〇
〇
円
上
回
る
基
準
設
定
と

な
っ
た
。 

　
回
答
が
妥
結
ミ
ニ
マ
ム
に
達
し
な
い
場
合

に
は
、
「
三
月
末
現
在
の
決
算
予
測
及
び
次

年
度
経
営
計
画
を
文
書
で
示
し
、
要
求
に
応

え
ら
れ
な
い
理
由
を
明
確
に
す
る
」
こ
と
を

経
営
側
に
求
め
る
。 

　
三
月
二
九
日
ま
で
の
交
渉
結
果
に
つ
い
て
、

Ｊ
Ａ
Ｍ
本
部
は
、
「
賃
上
げ
は
、
二
年
連
続

で
前
年
比
減
と
な
っ
て
い
た
が
、
反
転
す
る

動
き
が
中
小
、
と
く
に
一
〇
〇
人
未
満
の
単

組
を
中
心
に
顕
著
。
一
時
金
で
は
さ
ら
に
そ

の
動
き
が
全
体
で
拡
大
し
て
い
る
」
と
、
前

向
き
に
評
価
し
て
い
る
。 

　
橋
梁
な
ど
公
共
投
資
関
連
を
除
き
、
自
動

車
関
連
や
工
作
機
械
な
ど
の
業
況
は
堅
調
に

回
復
。
単
価
切
り
下
げ
で
利
益
の
で
に
く
い

状
況
に
あ
っ
て
も
、
職
場
の
仕
事
量
が
増
え

て
い
る
こ
と
な
ど
が
交
渉
の
好
材
料
と
な
っ

た
。 

　
連
合
の
中
小
最
大
の
ヤ
マ
場
に
向
け
て
、

三
〇
〇
人
未
満
で
一
三
五
組
合
を
エ
ン
ト
リ

ー
。
加
重
平
均
で
連
合
全
体
（
三
〇
〇
人
未

満
）
の
四
六
二
七
円
（
一
・
六
八
％
）
を
二

二
〇
円
（
〇
・
一
一
ポ
イ
ン
ト
）
上
回
り
、

水
準
引
き
上
げ
に
貢
献
し
て
い
る
。
時
系
列

で
回
答
水
準
の
変
化
を
追
っ
て
み
る
と
、
今

春
闘
で
は
過
去
二
年
間
（
〇
三
年
、
〇
二
年
）

と
比
べ
て
水
準
の
下
が
り
方
が
ゆ
る
や
か
に

な
っ
て
お
り
、
新
た
な
共
闘
軸
が
功
を
奏
し

た
格
好
だ
。 

　
民
間
最
大
組
織
で
、
繊
維
・
流
通
・
サ
ー

ビ
ス
業
な
ど
を
中
心
に
地
場
・
中
小
労
組
を

多
く
抱
え
る
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
（
高
木
剛

会
長
、
七
九
万
人
）
は
、
「
賃
金
カ
ー
ブ
維

持
プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ
」
を
統
一
要
求
基
準
と

し
な
が
ら
、
定
昇
な
ど
賃
金
制
度
が
未
整
備

な
中
小
労
組
向
け
に
「
五
二
〇
〇
円
ま
た
は

二
％
」
を
要
求
に
設
定
し
た
。 

　
統
一
闘
争
参
加
一
一
五
三
組
合
の
う
ち
、

四
月
一
二
日
現
在
で
約
四
割
が
解
決
し
、
平

均
の
わ
か
る
四
五
四
組
合
で
五
二
四
四
円
（
加

重
平
均
、
一
・
八
六
〇
％
）
の
回
答
を
引
き

出
し
て
い
る
。
昨
年
同
一
組
合
実
績
（
五
一

一
二
円
、
一
・
八
〇
〇
％
）
と
比
べ
る
と
、

額
で
一
三
二
円
、
率
で
〇
・
〇
六
ポ
イ
ン
ト

の
ア
ッ
プ
。
中
小
共
闘
に
参
加
し
た
三
〇
〇
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ス
タ
ー
ト
に
し
て
は
良
い
結
果
 

　
　
　
―
―
小
出
幸
男
・
Ｊ
Ａ
Ｍ
会
長
に
聞
く
 

ス
タ
ー
ト
に
し
て
は
良
い
結
果
 

　
　
　
―
―
小
出
幸
男
・
Ｊ
Ａ
Ｍ
会
長
に
聞
く
 

人
未
満
規
模
で
は
、
二
四
六
組
合
が
解
決
し

て
お
り
、
加
重
平
均
で
四
六
八
七
円
、
一
・

八
三
八
％
で
、
昨
年
同
一
組
合
実
績
の
四
四

〇
九
円
、
一
・
七
九
八
％
を
額
で
二
七
八
円
、

率
で
〇
・
〇
四
ポ
イ
ン
ト
上
回
る
結
果
と
な

っ
た
。 

　
中
小
共
闘
を
推
進
す
る
た
め
、
す
べ
て
の

加
盟
組
合
に
対
し
て
大
幅
な
交
渉
の
前
倒
し

を
指
示
。
回
答
指
定
日
を
金
属
大
手
と
同
じ

三
月
一
七
日
に
合
わ
せ
、
大
手
、
中
小
「
横

一
線
の
解
決
」
を
め
ざ
し
た
。 

　
連
合
中
小
の
ヤ
マ
場
を
う
け
て
三
月
二
五

日
に
開
い
た
記
者
会
見
で
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン

同
盟
の
落
合
清
四
書
記
長
は
、
「
相
場
波
及

が
な
い
と
こ
ろ
で
大
手
を
待
っ
て
い
て
も
ダ

メ
だ
と
い
う
判
断
だ
。
待
て
ば
待
つ
ほ
ど
事

態
は
悪
く
な
る
」
な
ど
と
、
大
幅
な
前
倒
し

に
よ
る
横
一
線
対
応
の
必
要
性
を
強
調
し
た
。 

　
パ
ー
ト
労
働
者
の
賃
上
げ
で
は
四
月
五
日

現
在
、
流
通
で
平
均
八
・
七
円
（
同
、
一
・

〇
四
％
）
、
フ
ー
ド
・
サ
ー
ビ
ス
で
平
均
一

四
・
九
円
（
同
一
・
六
五
％
）
な
ど
の
回
答

を
引
き
だ
し
て
い
る
。 

　
（
調
査
部
　
主
任
調
査
員
・
郡
司
正
人
） 

　
「
中
小
共
闘
」
の
推
進
役
を
果
た
し
た
小

出
幸
男
・
Ｊ
Ａ
Ｍ
会
長
（
連
合
中
小
労
働
委

員
会
委
員
長
）
に
、
取
り
組
み
の
評
価
や
今

後
の
課
題
な
ど
を
聞
い
た
。 

  

―
―
中
小
春
闘
を
前
面
に
掲
げ
、
三
月
末

現
在
で
、
昨
年
実
績
を
三
一
〇
円
上
回
る
（
三

〇
〇
人
未
満
）
結
果
を
引
き
出
し
た
。
ど
う

評
価
す
る
か
？ 

 

小
出
　
ス
タ
ー
ト
に
し
て
は
、
良
い
結
果

が
出
せ
た
と
思
う
。
運
良
く
景
気
も
プ
ラ
ス

傾
向
で
、
タ
イ
ミ
ン
グ
と
し
て
は
よ
か
っ
た
。

や
は
り
、
中
小
春
闘
を
前
面
に
立
て
た
意
味

合
い
は
大
き
か
っ
た
。
主
軸
と
な
る
Ｕ
Ｉ
ゼ

ン
セ
ン
同
盟
が
、
す
べ
て
の
組
合
の
回
答
指

定
日
を
前
倒
し
（
金
属
労
協
な
ど
大
手
の
ヤ

マ
場
と
同
じ
三
月
一
七
日
）
す
る
な
ど
意
図

的
に
動
い
て
く
れ
、
Ｊ
Ａ
Ｍ
は
、
従
来
か
ら

掲
げ
て
い
る
闘
争
日
程
の
前
倒
し
を
よ
り
押

し
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。
連
合
加
盟
の
約

半
数
に
あ
た
る
三
〇
産
別
が
こ
の
取
り
組
み

に
参
加
し
た
こ
と
は
、
あ
り
が
た
か
っ
た
し
、

成
果
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。 

　
昨
春
闘
で
は
、
Ｊ
Ａ
Ｍ
で
四
八
〇
組
合
が

賃
上
げ
ゼ
ロ
に
終
わ
り
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同

盟
で
も
ゼ
ロ
で
終
結
し
た
と
こ
ろ
が
少
な
く

な
か
っ
た
。
こ
の
現
実
を
な
ん
と
し
て
も
好

転
さ
せ
た
い
と
い
う
思
い
が
、
今
年
の
取
り

組
み
を
推
進
す
る
大
き
な
原
動
力
と
な
っ
た
。

Ｊ
Ａ
Ｍ
は
、
賃
上
げ
ゼ
ロ
組
を
半
減
で
き
そ

う
だ
。 

 

―
―
中
小
の
共
闘
強
化
に
は
、
地
域
の
体

制
づ
く
り
が
欠
か
せ
な
い
。
今
後
の
構
想
を

聞
か
せ
て
ほ
し
い
。 

 

小
出
　
今
年
は
、
単
な
る
ス
タ
ー
ト
に
過

ぎ
な
い
。
中
小
の
共
闘
態
勢
を
強
化
す
る
入

口
と
し
て
、
各
産
業
別
労
組
の
中
小
労
組
の

交
渉
結
果
を
集
め
て
共
闘
の
形
を
つ
く
っ
た
。

今
ま
で
、
大
手
企
業
労
組
の
動
向
な
ど
が
、

中
小
の
賃
金
の
決
定
要
因
と
な
っ
て
い
た
が
、

（
「
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
」
と
の
交
渉
結
果
が

多
い
こ
と
な
ど
か
ら
）
大
手
企
業
労
使
の
交

渉
の
及
ぼ
す
影
響
力
が
落
ち
た
こ
と
を
受
け

て
、
自
ら
中
小
向
け
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
設

け
よ
う
と
い
う
こ
と
だ
。 

　
当
然
、
中
小
・
地
場
の
共
闘
強
化
に
は
、

地
域
で
の
体
制
づ
く
り
が
欠
か
せ
な
い
が
、

そ
こ
ま
で
一
気
に
は
行
け
な
い
。
地
域
共
闘

と
い
っ
て
も
、
今
の
地
方
連
合
に
は
そ
ん
な

機
能
は
な
い
。
ま
ず
、
中
小
の
交
渉
を
軸
と

す
る
産
別
の
協
力
体
制
を
つ
く
り
上
げ
る
こ

と
が
先
決
だ
と
考
え
た
。
今
年
の
成
果
を
ど

う
地
方
の
運
動
に
波
及
さ
せ
て
い
く
か
が
、

来
春
の
課
題
だ
。
今
年
は
手
始
め
に
、
産
別

ご
と
に
上
げ
た
デ
ー
タ
を
地
域
ご
と
に
括
り

直
し
て
情
報
提
供
し
た
い
。
い
ず
れ
に
し
て

も
、
地
域
共
闘
づ
く
り
で
連
合
が
果
た
す
べ

き
役
割
は
、
情
報
開
示
を
進
め
る
こ
と
。
そ

の
提
供
・
伝
達
を
き
ち
ん
と
や
る
こ
と
が
第

一
だ
。
体
制
整
備
の
た
め
に
は
、
だ
い
た
い

三
年
は
か
か
る
だ
ろ
う
。
こ
の
試
み
が
成
功

し
た
か
ど
う
か
、
本
当
の
評
価
は
三
年
後
だ
。 

 

―
―
従
来
か
ら
連
合
は
、
中
小
重
視
の
方

針
を
表
明
し
て
き
た
が
、
従
来
と
の
違
い
は

何
か
？ 

　
小
出
　
こ
こ
数
年
連
合
は
、
中
小
共
闘
強

化
を
う
た
い
、
中
小
向
け
の
賃
上
げ
指
標
と

し
て
様
々
な
数
字
を
示
し
て
き
た
が
、
や
は

り
共
闘
体
制
づ
く
り
の
点
か
ら
見
れ
ば
（
複

数
の
指
標
で
は
な
く
）
、
一
つ
の
数
字
を
示

す
必
要
が
あ
っ
た
。
こ
の
統
一
要
求
を
軸
に

産
別
が
共
闘
体
制
を
つ
く
る
こ
と
が
重
要
だ
。

連
合
が
、
こ
こ
数
年
掲
げ
て
い
た
中
小
共
闘

の
強
化
策
は
、
産
別
共
闘
の
構
築
を
飛
び
越

し
て
、
一
足
飛
び
に
、
ま
ず
地
域
共
闘
が
先

に
あ
り
き
の
発
想
だ
っ
た
の
で
、
う
ま
く
機

能
し
な
か
っ
た
。
単
組
の
交
渉
に
影
響
力
を

行
使
す
る
た
め
に
は
、
や
は
り
産
別
の
共
闘

を
ど
う
つ
く
る
か
が
カ
ギ
を
握
る
。 

　
昨
年
の
夏
頃
か
ら
、
（
中
小
を
多
く
抱
え

る
）
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
、
Ｊ
Ａ
Ｍ
、
全
国

一
般
の
三
組
織
が
、
中
小
共
闘
の
あ
り
方
に

つ
い
て
議
論
を
は
じ
め
、
中
小
向
け
の
統
一

要
求
を
掲
げ
て
中
小
が
自
ら
相
場
を
形
成
す

る
考
え
を
、
連
合
の
中
小
労
働
政
策
委
員
会

の
場
で
具
体
化
し
た
。
連
合
評
価
委
員
会
が
、

中
小
に
対
す
る
取
り
組
み
を
強
調
し
て
い
た

こ
と
も
後
押
し
し
て
、
中
小
共
闘
を
連
合
の

春
闘
方
針
の
柱
と
し
て
押
し
出
す
こ
と
に
な

っ
た
。 

　
成
果
主
義
の
導
入
な
ど
に
よ
っ
て
、
大
手

企
業
の
職
場
で
は
、
統
一
的
な
闘
争
項
目
と

し
て
の
「
賃
金
」
へ
の
関
心
が
薄
れ
て
き
て

い
る
。
イ
ン
フ
レ
に
な
っ
た
ら
状
況
が
変
わ

る
か
も
し
れ
な
い
が
、
相
場
波
及
を
期
待
し

て
大
手
が
闘
争
を
組
む
こ
と
を
待
っ
て
い
て

も
ダ
メ
だ
ろ
う
。 

  

小
出
幸
男
　
（
こ
い
で
・
ゆ
き
お
） 

　
一
九
四
六
年
生
ま
れ
。
大
学
卒
業
後
、
七

〇
年
に
日
本
ビ
ク
タ
ー
入
社
。
ビ
ク
タ
ー
労

組
執
行
委
員
を
皮
切
り
に
、
書
記
長
、
委
員

長
、
ビ
ク
タ
ー
労
連
会
長
な
ど
を
歴
任
。
二

〇
〇
二
年
九
月
か
ら
現
職
。 
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変
わ
る
家
族
手
当
／
配
偶
者
よ
り
子
供
重
視
で
 

労
使
関
係
 

Business Labor Trend  2004.5

Ａタイプ＝被扶養者１人につき同額とする 
【日立製作所】 
扶養親族（配偶者、子供など）１人につき11,000円（４人まで） 
Ｂタイプ＝相対的に子供に厚い支給基準とする 
【三菱電機】 
子供１人につき14,000円、子供以外１人につき9,000円（子は
人数制限なし、子以外は３人まで） 
Ｃタイプ＝配偶者手当を廃止し、養育・育英型手当とする 
【富士電機グループ】 
「養育手当」に改定。子供１人につき10,000円・障害者１人に
つき10,000円（人数制限なし） 
【松下電器産業】 
「育英補助給付金制度」の新設。子供１人につき8,000円、そ
の他家族等8,000円（障害・病気や３歳未満の子の養育で労
働が困難な配偶者など）〔人数制限なし〕 
【ＮＥＣ】 
「ファミリーフレンドリー・ファンド制度」の新設。①本人または
配偶者の出産時に子１人につき55万円支給②子１人につき月
5,000円、配偶者を除くその他家族等5,000円（配偶者がいな
い第１子などをもつ被扶養者などは20,000円）〔人数制限なし〕 

電機各社の家族手当見直しのパターン 

出所：電機連合中央闘争委員会資料をもとに調査部で作成 

　
賃
金
制
度
の
改
定
に
あ
わ
せ
て
、
「
家
族

手
当
」
を
抜
本
的
に
見
直
す
企
業
が
増
え
て

い
る
。
個
人
の
実
力
や
成
果
を
重
視
す
る
新

し
い
制
度
に
、
扶
養
家
族
の
有
無
に
応
じ
て

支
給
す
る
手
当
が
そ
ぐ
わ
な
く
な
っ
た
こ
と

が
背
景
に
あ
る
。
支
給
基
準
を
変
更
す
る
ケ

ー
ス
で
は
、
少
子
化
対
策
を
意
識
し
て
子
供

へ
の
支
給
を
手
厚
く
す
る
企
業
が
多
い
。
な

か
に
は
配
偶
者
へ
の
支
給
を
廃
止
し
、
手
当

の
目
的
自
体
を
子
供
の
「
養
育
」
や
「
育
英
」

に
切
り
換
え
る
企
業
も
出
始
め
た
。 

 

　
　
　
　
◇
　
　
　
　
◆ 

 

主
要
企
業
が
次
々
と
家
族
手
当
の
廃
止
や

見
直
し
に
動
く
の
に
は
、
二
つ
の
大
き
な
理

由
が
あ
る
。
一
つ
は
、
賃
金
制
度
の
改
定
。

各
社
が
導
入
を
急
ぐ
「
能
力
・
成
果
主
義
賃

金
制
度
」
は
、
「
人
」
か
ら
「
仕
事
」
に
評

価
の
基
準
を
移
す
こ
と
が
ベ
ー
ス
に
あ
る
。

そ
の
た
め
、
扶
養
家
族
が
い
る
だ
け
で
賃
金

を
上
乗
せ
す
る
家
族
手
当
は
も
は
や
、
そ
ぐ

わ
な
く
な
っ
て
い
る
。 

 
ま
た
、
働
く
女
性
が
増
加
し
、
夫
が
「
一

家
の
大
黒
柱
」
と
の
前
提
が
崩
れ
て
い
る
こ

と
も
大
き
い
。
し
か
し
、
い
ま
実
際
に
家
族

手
当
を
受
け
取
っ
て
い
る
の
は
、
ほ
と
ん
ど

が
男
性
。
厚
生
労
働
省
の
平
成
一
一
年
賃
金

労
働
時
間
制
度
等
総
合
調
査
に
よ
れ
ば
、
「
家

族
・
扶
養
手
当
」
の
月
平
均
額
は
一
万
八
七

一
三
円
で
、
規
模

一
〇
〇
〇
人
以
上

の
大
企
業
と
な
る

と
、
そ
の
額
は
二

万
円
を
超
え
る
。

こ
れ
だ
け
の
収
入

差
が
家
族
構
成
の

違
い
だ
け
で
生
じ

れ
ば
、
成
果
主
義

で
は
な
お
さ
ら
、

女
性
を
中
心
に
不

公
平
感
が
増
す
こ

と
に
な
る
。 

 

家
族
手
当
を
す

で
に
廃
止
し
た
主

な
企
業
に
は
、
キ

ヤ
ノ
ン
（
二
〇
〇

二
年
四
月
）
や
武
田
薬
品
工
業
（
〇
三
年
六

月
）
な
ど
が
あ
る
。
こ
の
一
〜
二
年
の
間
に

賃
金
制
度
の
改
定
が
相
次
い
だ
電
機
メ
ー
カ

ー
で
み
る
と
、
松
下
電
器
産
業
、
日
立
製
作

所
、
Ｎ
Ｅ
Ｃ
、
三
菱
電
機
、
富
士
電
機
グ
ル

ー
プ
が
、
全
廃
は
し
な
か
っ
た
も
の
の
支
給

基
準
を
大
幅
に
見
直
し
た
。 

 

電
機
産
業
を
束
ね
る
産
業
別
労
組
の
電
機

連
合
に
よ
れ
ば
、
電
機
メ
ー
カ
ー
の
場
合
、

こ
れ
ま
で
は
家
族
手
当
の
支
給
基
準
が
ほ
ぼ

共
通
し
て
い
た
と
い
う
。
『
配
偶
者
』
『
子

供
』
な
ど
被
扶
養
者
に
よ
っ
て
支
給
額
に
格

差
を
つ
け
、
そ
の
額
を
配
偶
者
で
高
く
し
、

子
供
な
ど
で
低
く
す
る
の
が
典
型
的
な
ケ
ー

ス
だ
っ
た
。
し
か
し
、
新
た
な
支
給
基
準
で

は
、
被
扶
養
者
を
区
別
せ
ず
に
同
額
と
し
た

り
、
配
偶
者
手
当
を
廃
止
し
て
子
供
へ
の
支

給
を
厚
く
す
る
ケ
ー
ス
が
多
く
な
っ
て
い
る
。

電
機
連
合
は
最
近
、
電
機
メ
ー
カ
ー
を
例
に

と
り
、
家
族
手
当
の
見
直
し
の
パ
タ
ー
ン
を

三
つ
に
類
型
化
し
た
。
①
被
扶
養
者
な
ら
誰

で
も
一
人
あ
た
り
同
額
と
す
る
＝
Ａ
タ
イ
プ

②
被
扶
養
者
の
な
か
で
も
と
り
わ
け
子
供
に

厚
い
支
給
基
準
と
す
る
＝
Ｂ
タ
イ
プ
③
配
偶

者
手
当
を
廃
止
し
て
、
手
当
そ
の
も
の
を
「
養

育
・
育
英
型
」
に
改
変
さ
せ
て
し
ま
う
＝
Ｃ

タ
イ
プ
―
―
が
そ
の
三
パ
タ
ー
ン
だ
。 

   

日
立
は
Ａ
、三
菱
電
は
Ｂ
タ
イ
プ 

 

日
立
製
作
所
は
こ
の
四
月
か
ら
、
支
給
基

準
を
「
扶
養
親
族
な
ら
誰
で
も
一
人
あ
た
り

一
万
一
〇
〇
〇
円
」
（
四
人
目
ま
で
支
給
）

と
改
定
。
扶
養
家
族
の
種
類
で
区
別
せ
ず
に
、

一
定
額
と
す
る
方
法
を
採
用
し
た
。
電
機
連

合
で
い
う
Ａ
タ
イ
プ
だ
。
旧
制
度
の
家
族
手

当
は
「
扶
養
地
域
手
当
」
と
の
名
称
で
、
地

区
に
よ
っ
て
支
給
額
に
差
が
つ
け
ら
れ
て
い

た
。
も
っ
と
も
支
給
額
が
多
い
地
区
で
は
、

被
扶
養
者
の
一
人
目
が
「
配
偶
者
」
の
場
合

二
万
一
〇
〇
円
、
「
配
偶
者
以
外
」
の
場
合

一
万
九
三
〇
〇
円
で
、
二
人
目
、
三
人
目
ま

で
の
被
扶
養
者
は
一
人
あ
た
り
六
六
〇
〇
円

だ
っ
た
（
四
人
目
以
降
は
な
し
）
。 

 

三
菱
電
機
は
Ｂ
タ
イ
プ
で
見
直
し
た
。
四

月
か
ら
子
供
へ
の
支
給
を
一
万
四
〇
〇
〇
円

に
増
額
し
、
そ
の
人
数
制
限
を
撤
廃
。
一
方
、

子
供
以
外
の
被
扶
養
者
に
対
す
る
支
給
を
九

〇
〇
〇
円
に
減
額
し
た
。
旧
制
度
で
は
、
配

偶
者
に
約
二
万
円
、
子
供
の
第
一
・
二
子
に

約
八
〇
〇
〇
円
、
第
三
・
四
子
に
約
三
〇
〇

〇
円
を
支
給
し
て
お
り
、
第
五
子
以
降
に
つ

い
て
は
支
給
し
て
い
な
か
っ
た
。 

 

一
方
、
Ｃ
タ
イ
プ
に
該
当
す
る
の
が
松
下

電
器
、
富
士
電
機
グ
ル
ー
プ
、
Ｎ
Ｅ
Ｃ
の
三

社
。
松
下
電
器
は
四
月
か
ら
「
育
英
補
助
給

付
金
制
度
」
を
ス
タ
ー
ト
。
旧
制
度
で
は
配

偶
者
手
当
が
二
万
一
〇
〇
〇
円
で
、
子
供
へ

の
支
給
は
人
数
に
か
か
わ
ら
ず
一
律
六
〇
〇

〇
円
と
な
っ
て
い
た
が
、
新
制
度
で
は
、
配

偶
者
手
当
を
原
則
廃
止
。
障
害
・
病
気
を
抱

え
て
い
た
り
、
「
生
後
三
歳
未
満
の
子
供
の

養
育
」
の
た
め
に
働
く
こ
と
が
困
難
な
配
偶

者
な
ど
に
限
定
し
て
八
〇
〇
〇
円
を
支
給
す

る
内
容
に
改
め
た
。
子
供
へ
の
支
給
は
、
人

数
制
限
を
設
け
ず
一
人
あ
た
り
八
〇
〇
〇
円

と
、
支
給
内
容
を
拡
充
し
た
。 
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　我が国の有期労働契約法制については、２００３年６月２７日に成立した改正労働基準法により、（１）契約期間の上
限延長、（２）契約の締結、更新及び雇止めに関する基準の新設――が行われたところです（０４年１月１日施行）。改正
法は附則で、施行状況を踏まえつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることも規定しています。 
　本報告書は、今後の有期労働契約法制検討の参考にするため、整備された有期労働契約法制をもつドイツ及び
フランスの制度と実態を整理したものです。検討の際の論点として、（１）ドイツのように、有期労働契約に関す
る特別の立法が必要かどうか、（２）更新された期間を合わせた最長期間の設定や更新回数の制限が必要かどうか、
（３）有期労働契約が利用できる場合を規定すべきかどうか、（４）有期労働と試用との関係をどのように整理すべ
きか、（５）有期労働契約の様式をどうするか、（６）契約期間中の中途解約について、法律上の規定が必要かどう
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富
士
電
機
グ
ル
ー
プ
は
、
六
月
か
ら
導
入

す
る
新
賃
金
制
度
で
配
偶
者
手
当
を
廃
止
す

る
。
新
た
な
手
当
の
名
称
を
「
養
育
手
当
」

と
し
、
子
供
へ
の
支
給
を
旧
制
度
の
一
人
あ

た
り
五
〇
〇
〇
円
か
ら
一
万
円
へ
と
倍
増
さ

せ
る
予
定
だ
。 

   

Ｎ
Ｅ
Ｃ
は
出
産
す
る
と
５
５
万
円 

 

Ｃ
タ
イ
プ
の
な
か
で
も
、
Ｎ
Ｅ
Ｃ
の
見
直

し
が
特
徴
的
と
言
え
る
。
こ
の
七
月
か
ら
新

た
に
、
子
供
の
養
育
・
育
成
を
目
的
と
す
る

「
フ
ァ
ミ
リ
ー
フ
レ
ン
ド
リ
ー
・
フ
ァ
ン
ド

制
度
」
を
立
ち
上
げ
る
。 

 

同
制
度
で
は
、
管
理
職
・
組
合
員
を
問
わ

ず
、
社
員
本
人
ま
た
は
配
偶
者
が
出
産
す
る

と
、
子
供
一
人
あ
た
り
五
五
万
円
が
一
括
支

給
さ
れ
る
。
会
社
が
提
携
す
る
保
険
会
社
な

ど
の
「
子
供
育
成
保
険
」
に
加
入
す
れ
ば
、

さ
ら
に
五
万
円
が
追
加
支
給
さ
れ
る
。
一
括

支
給
の
方
が
、
幼
児
期
の
多
額
の
出
費
へ
の

対
応
や
将
来
の
教
育
資
金
へ
の
備
え
な
ど
、

子
育
て
に
関
す
る
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら

れ
る
面
が
あ
る
。 

 

こ
れ
ま
で
二
万
円
を
支
給
し
て
き
た
配
偶

者
手
当
は
、
今
年
の
一
〇
月
か
ら
三
年
か
け

て
段
階
的
に
額
を
縮
減
し
、
最
終
的
に
は
廃

止
す
る
。
た
だ
し
、
六
〇
歳
以
上
の
親
や
子

供
な
ど
、
配
偶
者
以
外
の
扶
養
家
族
が
い
る

組
合
員
に
対
し
て
は
、
生
活
支
援
の
側
面
か

ら
一
人
あ
た
り
月
五
〇
〇
〇
円
を
支
給
す
る

こ
と
に
し
た
。
子
供
に
対
す
る
支
給
は
、
従

来
（
四
〇
〇
〇
円
）
に
比
べ
一
〇
〇
〇
円
の

増
額
と
な
っ
た
。 

   

労
組

も
見
直
し
を
後
押
し 

 

電
機
各
社
の
場
合
は
、
実
は
労
働
組
合
が

見
直
し
を
後
押
し
し
た
側
面
も
あ
る
。
電
機

連
合
は
、
二
〇
〇
一
年
に
策
定
し
た
新
た
な

賃
金
制
度
立
案
の
モ
デ
ル
と
な
る
「
第
五
次

賃
金
政
策
」
の
な
か
で
、
手
当
に
つ
い
て
「
必

要
最
小
限
度
に
と
ど
め
賃
金
体
系
を
簡
素
化

す
る
」
と
の
方
針
を
す
で
に
打
ち
出
し
て
お

り
、
各
企
業
別
労
組
が
こ
の
方
針
に
従
っ
た

と
の
見
方
も
で
き
る
か
ら
だ
。 

 

第
五
次
賃
金
政
策
は
と
く
に
家
族
手
当
に

つ
い
て
、
現
行
の
配
偶
者
重
視
の
支
給
基
準

を
改
め
る
べ
き
だ
と
主
張
。
そ
の
う
え
で
、

見
直
し
の
方
向
と
し
て
、
子
供
に
対
す
る
手

当
の
ウ
エ
ー
ト
を
高
め
た
り
、
支
給
基
準
を

一
律
的
に
す
る
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。
今

回
、
各
社
が
行
っ
た
見
直
し
に
つ
い
て
電
機

連
合
で
は
、
「
基
本
的
に
第
五
次
賃
金
政
策

の
方
針
に
沿
っ
た
も
の
」
と
の
見
解
を
示
す
。

富
士
通
で
は
今
春
闘
で
、
組
合
側
か
ら
見
直

し
提
案
が
な
さ
れ
た
。 

 

一
方
、
男
女
共
同
参
画
の
視
点
か
ら
も
、

家
族
手
当
に
対
す
る
風
当
た
り
は
強
く
な
っ

て
い
る
。
昨
年
一
二
月
、
内
閣
官
房
長
官
を

議
長
と
す
る
男
女
共
同
参
画
会
議
の
「
影
響

調
査
専
門
調
査
委
員
会
」
は
、
「
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
の
選
択
と
税
制
・
社
会
保
障
制
度
・

雇
用
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
報
告
」
を
ま
と
め

た
。 
 

報
告
は
、
家
族
手
当
の
支
給
制
限
を
税
制

（
一
〇
三
万
円
）
に
合
わ
せ
て
い
る
企
業
が

八
割
あ
る
こ
と
を
引
き
合
い
に
出
し
、
家
族

手
当
も
「
就
業
調
整
を
引
き
起
こ
し
て
い
る

要
因
の
ひ
と
つ
で
あ
る
」
と
主
張
。
家
族
手

当
が
税
制
や
社
会
保
障
の
存
在
を
前
提
に
制

度
設
計
さ
れ
て
い
る
面
も
あ
る
た
め
、
家
族

手
当
の
見
直
し
を
促
す
た
め
に
も
「
税
制
、

社
会
保
障
制
度
の
見
直
し
が
必
要
だ
」
と
訴

え
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
荒
川
創
太
） 
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郵
政
労
使
関
係
を
モ
デ
ル
チ
ェ
ン
ジ
 

労
使
関
係
 

Business Labor Trend  2004.5

 

　
民
間
に
近
づ
く
公
社
の
新
制
度 

 

労
使
は
公
社
経
営
を
支
え
る
パ
ー
ト
ナ
ー

で
あ
り
、
運
命
共
同
体
―
―
。
二
年
間
の
経

営
計
画
と
な
る｢

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン｣
で
こ

う
宣
言
し
、
発
足
か
ら
一
年
経
っ
た
日
本
郵

政
公
社
。
四
月
か
ら
、
能
力
・
業
績
を
中
心

と
す
る
新
た
な
人
事
給
与
制
度
を
導
入
す
る

と
と
も
に
、
労
使
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・

ル
ー
ル
を
抜
本
改
正
し
た
。
ど
ち
ら
も
一
年

遅
れ
な
が
ら
、
国
営
時
代
か
ら
の
郵
政
労
使

関
係
に
独
特
な
制
度
や
慣
行
を
見
直
し
、
民

間
的
な
手
法
に
近
づ
け
る
も
の
。
郵
政
労
使

関
係
に
と
っ
て
は
歴
史
的
な
節
目
と
な
る
が
、

と
り
あ
え
ず
労
使
は
ス
ム
ー
ズ
に
舵
を
切
っ

た
よ
う
だ
。 

   

二
七
万
公
社
職
員
に
一
斉
適
用 

　
新
た
な
人
事
給
与
制
度
は
、
国
家
公
務
員

（
現
業
）
で
初
め
て
、
職
務
給
を
ベ
ー
ス
に

し
た
能
力
・
業
績
主
義
を
導
入
す
る
も
の
。

郵
政
職
場
の
い
わ
ゆ
る
正
職
員
（
本
務
者
）

に
つ
い
て
は
、
基
本
給
を
国
家
公
務
員
の
俸

給
表
を
も
と
に
し
た
一
〜
八
級
か
ら
一
〜
四

級
に
簡
素
化
し
、
定
昇
の
伸
び
を
抑
え
て
約

一
割
の
原
資
を
プ
ー
ル
。
人
事
評
価
を
年
一

回
実
施
し
て
、
そ
の
結
果
を
次
年
度
の
昇
給

（
基
礎
、
加
算
）
や
職
能
調
整
額
、
賞
与
や

昇
任
に
反
映
さ
せ
る
仕
組
み
だ
。 

 

郵
便
局
レ
ベ
ル
の
人
事
評
価
で
は
、
役
割

と
期
待
を
明
確
化
。｢

費
用
対
効
果｣

や｢

お

客
様
サ
ー
ビ
ス｣

な
ど
を
切
り
口
に
し
た
業

績
と
、｢

顧
客
志
向｣

な
ど
の
職
務
行
動
を
合

わ
せ
て
評
価
す
る
。
加
算
昇
給
は
、
そ
の
二

年
間
の
評
価
が
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
職
員
数
の

上
位
一
五
％
内
な
ら
、
四
号
ま
た
は
二
号
俸

加
算
す
る
も
の
。
一
方
、
一
定
水
準
を
三
年

連
続
で
下
回
っ
た
場
合
に
は
基
礎
給
の
ダ
ウ

ン
も
あ
り
得
る
。 

 
同
じ
く
二
年
間
の
評
価
を
反
映
す
る
職
能

調
整
額
は
、
職
務
行
動
に
よ
り
ウ
エ
ー
ト
を

置
き
、｢
熟
練｣
面
で
平
均
点
の
高
い
順
に
額

が
多
く
な
る
。
個
人
別
に
業
績
部
分
を
反
映

す
る
賞
与
は
、
四
段
階
評
価
の
上
下
で
最
大

〇
・
六
カ
月
の
差
が
つ
く
。
昇
任
に
つ
い
て

は
、
二
年
連
続
八
〇
点
以
上
で
志
願
制
に
基

づ
き
選
考
。
以
上
に
よ
り
、
成
績
優
秀
者
と

不
良
者
の
間
に
は
年
収
で
お
よ
そ
一
月
分
の

差
が
つ
く
見
込
み
だ
。 
 

郵
政
省
時
代
の
九
七
年
に
新
昇
格
制
を
導

入
し
、
職
能
制
に
転
じ
た
が
、｢

規
範
の
遵

守
や
職
場
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
な
ど
、
い
わ
ば

受
け
身
を
求
め
ら
れ
た
仕
事
に
対
す
る
評
価

は
、
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
。
結
局
、
年
功
運

用
に
と
ど
ま
っ
た
う
え
、
管
理
者
へ
の
不
信

も
生
ん
だ｣

（
全
逓
・
難
波
企
画
部
長
）。 

 

だ
が
、
新
た
な
人
事
給
与
制
度
は
、｢

公

平
、
透
明
、
客
観
、
納
得
性｣

を
追
求
す
る

も
の
。
難
波
氏
は
、｢

と
く
に
人
事
制
度
の

改
革
は
労
組
が
求
め
て
き
た
視
点
と
同
じ
で
、

画
期
的
な
も
の
が
で
き
た
。
労
使
関
係
も
新

た
な
時
代
に
す
す
む
下
地
が
整
っ
た｣

と
評

価
す
る
。 

   

事
後
対
処
方
式

の
本
格
導
入
へ 

　
二
三
年
ぶ
り
の
抜
本
改
正
と
な
る
、
労
使

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
ル
ー
ル
の
見
直

し
は
、
①
局
段
階
は
人
員
異
動
を
伴
わ
な
い

サ
ー
ビ
ス
施
策
に
限
り
、
す
べ
て
事
後
対
処

方
式
に
す
る
②
支
部
団
交
で
こ
れ
ま
で
二
カ

月
ご
と
に
結
ん
で
い
た
三
六
協
定
を
一
年
締

結
に
す
る
―
―
こ
と
な
ど
が
焦
点
。｢

国
の

予
算
、
定
員
枠
か
ら
独
立
し
、
経
営
の
自
由

度
が
高
ま
っ
て
、
新
し
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

し
や
す
く
な
っ
た
。
こ
れ
に
積
極
的
に
応
え

る
に
は
、
民
間
と
同
じ
く
ら
い
の
労
使
の
や

り
方
で
な
い
と
間
に
合
わ
な
い｣

（
全
郵
政
・

工
藤
組
織
部
長
）
―
―
と
の
危
機
感
が
あ
る
。 

 

事
後
対
処
方
式
で
は
事
前
の
意
思
疎
通
を

行
わ
ず
、
施
策
の
実
施
後
に
生
じ
た
問
題
を

労
組
が
提
起
し
、
労
使
双
方
が
必
要
と
判
断

し
た
場
合
に｢

局
労
使
委
員
会｣

を
開
く
。
Ａ

Ｔ
Ｍ
の
提
携
、
ワ
ン
コ
イ
ン
小
包
、
お
届
け

希
望
日
サ
ー
ビ
ス
―
―
と
、
公
社
に
な
っ
て

こ
れ
ま
で
導
入
し
た
施
策
は
枚
挙
に
暇
が
な

い
が
、
今
後
は｢

中
央
段
階
で
整
理
す
れ
ば

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
り
指
導
文
書
を
通
じ
て
即

日
、
単
局
ま
で
オ
ー
プ
ン
に
な
る｣

（
工
藤
氏
）。

中
央
で
提
案
を
受
け
て
地
方
本
部
、
支
部
、

局
に
下
ろ
し
、
意
見
集
約
し
て
交
渉
す
る
従

来
方
式
で
は
二
カ
月
は
か
か
っ
て
い
た
。 

 

事
後
対
処
方
式
は
九
九
年
に
す
で
に
導
入

さ
れ
て
い
た
も
の
の
、
実
施
に
至
ら
な
か
っ

た
経
緯
が
あ
る
。｢

事
前
協
議
な
く
し
て
新

施
策
は
う
ま
く
ゆ
か
な
い
と
、
使
用
側
が
踏

み
切
れ
な
か
っ
た｣

（
難
波
氏
）。
だ
が
、
経

営
母
体
は
郵
政
省
か
ら
、
総
務
省
下
の
公
社

に
移
っ
た
。
今
回
の
事
後
対
処
方
式
の
本
格

導
入
は
、｢

経
営
の
責
任
は
経
営
に
と
っ
て

も
ら
う｣

原
則
の
現
れ
と
い
う
。
だ
が
組
合

も
、
か
つ
て
の
管
理
者
の
資
質
責
任
論
を
振

り
か
ざ
し
た
ス
タ
ン
ス
と
は
明
ら
か
に
異
な

る
。｢

労
組
の
意
見
を
真
摯
に
聞
く
、
こ
れ

が
前
提
に
な
っ
て
い
る｣

（
難
波
氏
）。｢

労
使

が
共
有
す
べ
き｣

覚
書
に
は
、
労
組
は
本
筋

以
外
の
要
求
を
行
わ
ず
、
管
理
者
も
ま
た
問

題
解
決
に
向
け
た
努
力
を
怠
ら
な
い
こ
と
な

ど
が
盛
り
込
ま
れ
た
。 

 

と
は
い
え
三
六
協
定
の
団
交
に
関
し
て
は

、

管
理
職
の
態
度
を
理
由
に
判
を
つ
か
な
い
な

ど
、
対
立
的
な
旧
来
型
労
使
関
係
を
色
濃
く

残
し
て
き
た
支
部
も
あ
る
。
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
・
ル
ー
ル
の
見
直
し
で
、
年
六
回
の

う
ち
五
回
が
、
意
見
交
換
的
な｢

局
労
使
委

員
会｣

に
取
っ
て
換
わ
る
。｢

労
使
の
緊
張
感

が
削
が
れ
る｣

と
の
反
発
が
一
部
あ
っ
た
の

も
確
か
だ
。｢

だ
が
中
央
委
員
会
で
は
、
正

し
い
運
用
を
前
提
に
多
く
の
支
持
を
得
た
。

八
三
年
の
運
動
転
換
か
ら
の
積
み
重
ね
だ
が
、

公
社
に
な
り
古
い
労
使
関
係
に
し
が
み
つ
い

て
い
る
場
合
で
は
な
い
と
、
現
場
こ
そ
肌
で

感
じ
て
い
る
か
ら
だ｣

（
難
波
氏
）。 

 

郵
政
労
使
関
係
は
、
本
格
的
な
脱
皮
の
時

を
迎
え
て
い
る
よ
う
だ
。 

 

　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
渡
邊
木
綿
子
） 
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歳
以
降
の
賃
金
カ
ー
ブ
が
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ラ
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に
 

賃
金
構
造
 

Business Labor Trend  2004.5
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平成15年の男性一般労働者の年齢別賃金と対前年増減率 

  

平
均
賃
金

、初
の
二
年
連
続
減 

 

厚
生
労
働
省
が
三
月
一
八
日
に
発
表
し
た

二
○
○
三
年
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
（
全

国
調
査
）
に
よ
る
と
、
昨
年
六
月
時
点
の
一

般
労
働
者
の
男
女
を
あ
わ
せ
た
全
体
の
平
均

賃
金
（
所
定
内
給
与
、
平
均
四
〇
・
三
歳
）

は
、
対
前
年
比
○
・
二
％
減
の
三
○
万
二
一

○
○
円
と
な
り
、
統
計
を
取
り
始
め
た
一
九

七
六
年
以
来
初
め
て
二
年
連
続
の
減
少
と
な

っ
た
。
た
だ
し
、
景
気
の
持
ち
直
し
を
反
映

し
、
減
少
率
は
前
回
（
一
・
○
％
減
）
よ
り

鈍
化
し
た
。
調
査
は
有
効
回
答
を
得
た
従
業

員
一
○
人
以
上
の
全
国
約
四
万
二
○
○
○
事

業
所
の
集
計
結
果
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
。 

   

五
○
〜
五
四
歳
代
の
賃
金
、一・
七
％
減 

 

男
性
一
般
労
働
者
（
平
均
四
一
・
二
歳
）

の
賃
金
は
、
対
前
年
比
○
・
二
％
減
の
三
三

万
五
五
○
○
円
と
、
全
体
平
均
と
同
じ
く
二

年
連
続
の
減
少
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、
減
少

率
は
前
回
（
一
・
三
％
減
）
よ
り
縮
小
し
た
。

賃
金
の
ピ
ー
ク
は
、
四
五
〜
四
九
歳
台
と
五

○
〜
五
四
歳
台
の
二
つ
の
年
代
で
、
四
一
万

一
九
○
○
円
と
な
り
、
四
五
歳
以
降
の
賃
金

カ
ー
ブ
の
フ
ラ
ッ
ト
化
が
顕
著
に
な
っ
た
。

年
代
別
に
み
る
と
、
二
○
〜
二
四
歳
台
（
前

年
比
一
・
○
％
増
）
と
、
四
五
〜
四
九
歳
台

（
同
○
・
二
％
増
）
を
除
く
全
て
の
年
代
で

前
年
の
賃
金
を
下
回
っ
た
。
と
く
に
、
一
九

九
二
年
以
降
賃
金
が
最
も
高
か
っ
た
五
○
〜

五
四
歳
台
が
、
対
前
年
比
マ
イ
ナ
ス
一
・
七

％
と
、
全
年
代
で
減
少
率
が
最
も
大
き
く
な

っ
て
い
る
。 

 

男
女
、
世
代
を
つ
う
じ
た
賃
金
の
全
体
平

均
は
対
前
年
比
○
・
二
％
減
に
と
ど
ま
っ
て

お
り
、
人
件
費
の
か
さ
む
五
○
歳
〜
五
四
歳

の
男
性
労
働
者
を
中
心
に
賃
金
が
削
減
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。 
 

こ
う
し
た
賃
金
動
向
に
関
し
て
、
当
機
構

の
本
川
明
情
報
解
析
部
長
は
「
男
性
労
働
者

の
勤
続
年
数
は
、
こ
の
一
○
年
間
で
一
年
以

上
伸
び
て
お
り
、
こ
れ
は
労
働
者
構
成
の
高

齢
化
や
六
○
歳
台
前
半
層
の
勤
続
年
数
の
伸

び
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
一
方
、
学
歴
別
の

賃
金
カ
ー
ブ
は
、
こ
の
一
○
年
間
一
貫
し
て

フ
ラ
ッ
ト
化
の
傾
向
を
辿
っ
て
い
る
。
高
齢

化
や
六
○
歳
以
上
の
継
続
雇
用
拡
大
に
並
行

し
て
行
わ
れ
て
き
た
賃
金
制
度
の
見
直
し
が
、

統
計
数
値
に
表
れ
た
も
の
と
解
さ
れ
る
」
と

分
析
し
て
い
る
。 

   

均
等
法
第
一
世
代

の
女
性
賃
金
は
増
加 

 
女
性
の
一
般
労
働
者
（
平
均
三
八
・
一
歳
）

は
、
対
前
年
比
○
・
三
％
増
の
二
二
万
四
二

○
○
円
で
、
比
較
可
能
な
一
九
七
六
年
以
降
、

前
年
を
毎
年
上
回
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
対

前
年
増
加
率
は
過
去
最
低
と
な
っ
た
。
賃
金

の
ピ
ー
ク
は
、
三
五
〜
三
九
歳
台
で
、
二
四

万
八
八
○
○
円
。
年
代
別
に
み
る
と
、
三
九

歳
以
下
の
年
代
は
前
年
の
賃
金
を
下
回
っ
た
。

と
く
に
一
八
〜
一
九
歳
台
は
、
二
○
○
二
年

の
対
前
年
比
プ
ラ
ス
○
・
八
％
か
ら
今
回
は

マ
イ
ナ
ス
二
・
一
％
と
大
き
く
後
退
し
た
。

逆
に
、
均
等
法
第
一
世
代
に
当
た
る
四
○
〜

四
四
歳
台
（
対
前
年
比
○
・
六
％
増
）
と
、

そ
れ
よ
り
上
の
年
代
は
前
年
よ
り
賃
金
が
増

加
し
て
い
る
。
と
く
に
六
○
〜
六
四
歳
台
は
、

二
○
○
二
年
の
マ
イ
ナ
ス
二
・
六
％
か
ら
今

回
は
プ
ラ
ス
二
・
五
％
と
大
幅
増
に
転
じ
た
。 

   

男
性

パ
ー
ト
、四
人
に
一
人
は
六
○
歳
以
上 

　
男
性
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
一
時
間
当

た
り
の
賃
金
は
、
対
前
年
比
一
・
二
％
増
の

一
○
○
三
円
で
、
前
年
の
マ
イ
ナ
ス
三
・
七

％
か
ら
増
加
に
転
じ
、
千
円
台
を
回
復
し
た
。

賃
金
の
ピ
ー
ク
は
、
五
○
〜
五
四
歳
台
で
、

一
一
四
七
円
。
産
業
別
に
み
る
と
、
製
造
業

と
サ
ー
ビ
ス
業
で
一
時
間
当
た
り
の
賃
金
が

一
○
○
○
円
を
こ
え
て
い
る
。 

 

年
代
別
の
構
成
比
率
は
、
二
○
〜
二
四
歳

台
が
二
六
・
五
％
と
最
も
高
く
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
六
○
〜
六
四
歳
台
は
前
年
よ
り
一
・

四
ポ
イ
ン
ト
増
加
の
一
二
・
七
％
、
六
五
歳

以
上
も
前
年
よ
り
一
・
三
ポ
イ
ン
ト
増
加
の

一
二
・
二
％
と
な
っ
た
。
こ
の
結
果
、
六
○

歳
以
上
が
全
体
の
二
四
・
九
％
に
な
り
、
男

性
パ
ー
ト
の
四
人
に
一
人
が
六
○
歳
以
上
と

な
っ
た
。 

 

　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
遠
藤
　
彰
） 
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社
会
経
済
生
産
性

本
部
は
こ
の
ほ
ど
、

二
〇
〇
三
年
度
「
能

力
・
仕
事
別
賃
金
実

態
調
査
」
結
果
概
要

を
ま
と
め
た
。
調
査

は
人
事
処
遇
シ
ス
テ

ム
の
個
別
化
が
進
む

状
況
の
中
、
従
来
の

年
功
基
準
で
あ
る
年

齢
・
勤
続
・
性
・
学

歴
な
ど
に
代
わ
る
新

た
な
賃
金
情
報
を
整

備
す
る
こ
と
が
目
的
。

現
在
、
仕
事
関
連
基

準
の
賃
金
相
場
を
正

確
に
測
定
で
き
る
賃

金
体
系
・
制
度
が
乏

し
い
と
し
て
、
能
力

基
準
と
仕
事（
職
種
）

基
準
の
二
つ
に
つ
い

て
、
新
し
い
調
査
方

法
を
開
発
し
た
。
同

本
部
賛
助
会
員
の
七

一
九
九
企
業
・
団
体

を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー

ト
形
式
で
実
施
。
職

能
資
格
制
度
（
も
し

く
は
類
似
の
資
格
等

級
制
度
）
を
基
礎
に
、

ま
ず
能
力
（
資
格
等

級
）
基
準
の
賃
金
相
場
を
把
握
し
、
次
に
職

種
別
賃
金
相
場
を
間
接
的
に
導
き
出
し
て
い

る
。 

 

回
答
し
た
の
は
、
建
設
業
や
製
造
業
な
ど

一
八
業
種
五
五
六
社
。
各
社
が
設
定
し
て
い

る
社
員
の
資
格
等
級
は
平
均
九
・
四
等
級
（
企

業
規
模
平
均
九
七
七
・
九
人
）
だ
っ
た
。
企

業
規
模
別
で
は
、
「
一
〇
〇
人
未
満
」
が
八
・

四
等
級
で
区
分
し
て
い
る
の
に
対
し
、
「
一

〇
〇
〇
人
以
上
」
の
大
企
業
は
一
〇
・
七
等

級
。
企
業
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
、
多
く

の
等
級
数
を
設
定
し
て
い
る
。
業
種
別
の
等

級
数
は
、
「
金
融
・
保
険
業
」
が
一
四
・
六

等
級
で
最
も
多
く
、
次
い
で
「
電
気
・
ガ
ス
・

水
道
・
熱
供
給
業
」
一
一
・
八
等
級
、
「
繊

維
製
品
」
一
一
・
三
等
級
、
「
化
学
・
医
薬

品
」
一
一
・
二
等
級
の
順
と
な
っ
て
い
る
。 
   

課
長

と
係
長
の
昇
格
格
差
は
約
九
万
円 

 

調
査
は
能
力
（
資
格
等
級
）
基
準
の
賃
金

相
場
に
つ
い
て
、
資
格
等
級
区
分
を
一
〇
等

級
と
仮
定
し
、
三
等
級
（
大
卒
初
任
ク
ラ
ス
）

か
ら
一
〇
等
級
（
部
長
相
当
ク
ラ
ス
）
ま
で

八
ラ
ン
ク
の
実
在
者
の
所
定
内
賃
金
を
尋
ね

て
い
る
（
図
表
１
）。 

 

そ
れ
に
よ
る
と
、
所
定
内
賃
金
の
平
均
額

は
ス
タ
ー
ト
時
の
「
一
般
職
（
大
卒
新
人
ク

ラ
ス
）
」
が
二
〇
・
一
万
円
。
そ
の
後
、
「
係

長
・
主
任
相
当
Ⅰ
」
で
三
四
・
六
万
円
に
な

り
、
「
課
長
相
当
」
四
三
・
五
万
円
、
「
次

長
相
当
」
五
〇
・
三
万
円
、
「
部
長
相
当
」

五
六
・
五
万
円
に
上
が
っ
て
い
く
。
昇
格
格

差
は
、
係
長
ク
ラ
ス
か
ら
課
長
ク
ラ
ス
へ
の

昇
格
時
が
九
万
円
で
ト
ッ
プ
だ
が
、
全
体
的

に
み
れ
ば
上
位
レ
ベ
ル
の
資
格
等
級
に
昇
格

す
る
ほ
ど
昇
給
額
が
大
き
く
な
る
傾
向
が
あ

る
。
賃
金
レ
ン
ジ
（
最
高
額
と
最
低
額
の
差
）

が
大
き
い
の
は
ベ
テ
ラ
ン
一
般
社
員
の
「
一

般
職
Ⅰ
」
一
二
・
三
万
円
と
「
部
長
相
当
」

一
二
・
五
万
円
。
大
卒
初
任
給
で
も
約
五
万

円
の
開
き
が
生
じ
て
い
る
。 

 

　 
 

ベ
テ
ラ
ン
営
業
マ
ン
と
店
長
補
佐
が
同
水
準 

 

次
に
、
主
な
仕
事
（
職
種
）
基
準
の
賃
金

相
場
を
、
資
格
等
級
一
〇
等
級
に
お
け
る
当

該
ラ
ン
ク
と
「
能
力
（
資
格
等
級
）
基
準
の

賃
金
相
場
」
と
組
み
合
わ
せ
て
み
る
と
、
営

業
・
販
売
関
連
職
種
（
所
定
内
賃
金
の
平
均

値
）
は
、「
営
業
職
Ⅱ（
資
格
等
級
六
・
二
等

級
相
当
）」
三
一
・
二
万
円
、
「
営
業
職
Ⅰ

（
同
六
・
六
等
級
）」
三
二
・
九
万
円
、
「
セ

ー
ル
ス
リ
ー
ダ
ー（
同
六
・
七
等
級
）」
三
三
・

三
万
円
、
「
セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
Ⅲ（
同

七
・
五
等
級
）」
三
九
・
一
万
円
、「
セ
ー
ル

10等級 

９等級 

８等級 

７等級 

部長相当 

次長相当 

課長相当 

係長・主任相当Ⅰ（課長手前の職務従事者） 

６等級 

５等級 

４等級 

３等級 

係長・主任相当Ⅱ 

一般職Ⅰ（係長・主任手前の職務従事者） 

一般職Ⅱ（一般職ⅢとⅠの中間） 

一般職Ⅲ（大卒初任） 
※８等級以上の社内ランクは管理職に相当する。 

職種別の資格等級ランク 

図表1 　資格等級別の所定内賃金（単位：千円） 
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賃金相場は企業規模の格差が大きい 

ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
Ⅱ（
同
八
・
三
等
級
）」
四

五
・
五
万
円
、
「
セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

Ⅰ（
同
九
・
四
等
級
）」
五
二
・
八
万
円
と
な

る
。
営
業
の
ベ
テ
ラ
ン
と
店
長
補
佐
が
ほ
ぼ

同
程
度
の
賃
金
水
準
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が

分
か
る
。 

　
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
Ｓ
Ｅ
）
関
連
職

種
は
、「
オ
ペ
レ
ー
タ
ー（
同
四
・
八
等
級
）」

の
二
五
万
円
か
ら
始
ま
っ
て
、
「
プ
ロ
グ
ラ

マ
ー（
五
・
四
等
級
）」
二
七
・
五
万
円
、
「
ア

シ
ス
タ
ン
ト
レ
ベ
ル
の
Ｓ
Ｅ（
五
・
七
等
級
）」

二
八
・
九
万
円
、
「
Ｓ
Ｅ（
同
六
・
五
等
級
）」

三
二
・
五
万
円
、「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
リ
ー
ダ

ー（
七
・
九
等
級
）」
四
二
・
六
万
円
、「
シ
ス

テ
ム
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
・
シ
ス
テ
ム
ア
ナ
リ

ス
ト（
同
八
・
三
等
級
）」
四
五
・
五
万
円
と

な
っ
て
い
く
。
い
わ
ゆ
る
一
人
前
Ｓ
Ｅ
を
軸

に
、
「
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
」
「
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
」

と
い
っ
た
低
賃
金
水
準
グ
ル
ー
プ
と
、
「
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
リ
ー
ダ
ー
」
「
Ｓ
Ｅ
・
シ
ス
テ

ム
ア
ナ
リ
ス
ト
」
な
ど
の
高
水
準
グ
ル
ー
プ

に
二
極
化
す
る
特
徴
が
見
ら
れ
る
。 

　
事
務
企
画
関
連
職
種
は
、
事
務
系
が
「
事

務
系
ア
シ
ス
タ
ン
ト（
同
三
・
九
級
）」
二
二
・

三
万
円
か
ら
「
事
務
職（
同
五
・
三
等
級
）」

二
七
万
円
、「
事
務
職
リ
ー
ダ
ー（
七
・
八
等

級
）」
四
一
・
七
万
円
。
一
方
、
企
画
職
は

「
経
営
企
画
職
ア
シ
ス
タ
ン
ト（
六
・
一
等

級
）」
三
〇
・
七
万
円
、「
経
営
企
画
職（
七
・

六
等
級
）」
四
〇
万
円
、「
経
営
企
画
職
リ
ー

ダ
ー（
九
・
四
等
級
）」
五
二
・
八
万
円
と
上

が
っ
て
い
く
。
事
務
職
リ
ー
ダ
ー
は
経
営
企

画
職
よ
り
や
や
高
め
の
賃
金
水
準
を
設
定
さ

れ
て
い
る
。 

   

地
域
間
格
差

は
管
理
職
層
で
一
〇
万
円
超 

　
調
査
は
さ
ら
に
全
国
を
八
地
域
に
分
け
て
、

部
長
や
課
長
な
ど
能
力
別
の
賃
金
実
態
も
調

べ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
部
長
ク
ラ
ス
の
平

均
賃
金
は
、
最
も
高
い
関
西
地
域
（
六
三
万

八
八
〇
〇
円
）
と
最
下
位
の
四
国
地
域
（
五

〇
万
七
七
〇
〇
円
）
に
、
一
三
万
一
一
〇
〇

円
の
開
き
が
あ
る
。
課
長
ク
ラ
ス
も
ト
ッ
プ

の
関
西
（
四
八
万
九
一
〇
〇
円
）
と
最
も
低

い
四
国
（
三
八
万
五
四
〇
〇
円
）
の
間
に
は

一
〇
万
円
以
上
の
格
差
が
あ
っ
た
。
大
卒
新

人
ク
ラ
ス
で
も
、
一
番
高
い
関
東
甲
信
越
地

域
（
二
二
万
七
〇
〇
〇
円
）
に
比
べ
、
一
番

低
い
東
北
地
域
（
一
八
万
八
二
〇
〇
円
）
は
、

約
四
万
円
も
安
か
っ
た
。 

 

部
長
ク
ラ
ス
か
ら
大
卒
新
入
社
員
ク
ラ
ス

ま
で
の
全
職
種
の
平
均
賃
金
は
、
八
ラ
ン
ク

す
べ
て
で
関
西
と
関
東
甲
信
越
の
い
ず
れ
か

が
ト
ッ
プ
と
二
番
手
で
、
三
番
目
に
高
い
地

域
は
全
部
中
部
地
方
だ
っ
た
。
企
業
規
模
が

比
較
的
大
き
い
こ
と
も
あ
り
、
三
大
都
市
圏

が
ト
ッ
プ
ス
リ
ー
を
占
め
た
格
好
だ
。
逆
に

全
体
的
に
低
か
っ
た
の
は
四
国
で
、
部
長
な

ど
四
ラ
ン
ク
で
最
下
位
。
東
北
地
域
は
次
長
、

係
長
・
主
任
Ⅰ
、
一
般
職
Ⅱ
で
三
大
都
市
圏

に
次
ぐ
四
番
目
に
高
い
平
均
賃
金
を
記
録
す

る
半
面
、
一
般
職
Ⅰ
で
七
位
、
初
任
給
で
最

下
位
な
ど
浮
き
沈
み
が
激
し
い
。 

　
社
会
経
済
生
産
性
本
部
の
加
藤
孝
・
雇
用

シ
ス
テ
ム
研
究
セ
ン
タ
ー
主
任
研
究
員
は
今

回
の
結
果
に
つ
い
て
、
「
職
種
や
地
域
な
ど

の
賃
金
相
場
は
職
務
や
職
種
の
差
で
は
な
く
、

企
業
規
模
の
格
差
が
大
き
い
こ
と
が
分
か
る
。

同
一
職
務
・
職
種
で
の
労
働
移
動
は
、
中
小

か
ら
大
手
へ
の
移
動
で
あ
れ
ば
賃
金
ア
ッ
プ

に
な
る
か
も
知
れ
な
い
が
、
実
態
は
逆
の
ケ

ー
ス
が
多
い
の
で
は
な
い
か
」
と
分
析
。
「
健

全
な
労
働
移
動
の
促
進
の
た
め
に
も
、
今
後
、

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
や
六
〇
歳
以
降
の
再

雇
用
の
拡
大
に
つ
い
て
も
職
種
別
の
賃
率
概

念
の
確
立
が
急
が
れ
る
」
な
ど
と
指
摘
し
て

い
る
。 

　
　
　
　
　
　 

（
調
査
部
　
新
井
栄
三
） 

仕事（職種）基準の賃金相場 （単位：千円） 

営業・販売関連 

ＳＥ関連 

事務関連 

企画関連 

９等級クラス ８等級クラス ７等級クラス ５・６等級クラス ５等級未満 

職種 

職種 

職種 

職種 

システムエンジニア 

経営企画職リーダー 経営企画職 

事務職リーダー 

プログラマー オペレーター 

所定内賃金 
（該当資格等級ランク） 

所定内賃金 
（該当資格等級ランク） 

所定内賃金 
（該当資格等級ランク） 

所定内賃金 
（該当資格等級ランク） 

セールスマネージャーⅠ 
（大規模店長） 

セールスマネージャーⅡ 
（中規模店長） 

システムコンサルタント・ 
システムアナリスト 

プロジェクトリーダー・ 
システム運用管理者 

アシスタントレベルの 
システムエンジニア 

セールスマネージャーⅢ 
（小規模店長） 

営業職Ⅰ 
（新規開拓を含む営業） 

営業職Ⅱ 
（ルートセールス等の営業） 

セールスリーダー 
（セールスマネージャーのアシスタント） 

５２７．９ 
（９．４等級） 

５２７．8 
（９．４等級） 

455.3 
（8.3等級） 

399.5 
（7.6等級） 

経営企画職アシスタント 

307.4 
（6.1等級） 

417.3 
（7.8等級） 

事務職 

270.1 
（5.3等級） 

事務職アシスタント 

223.1 
（3.9等級） 

390.7 
（7.5等級） 

455.3 
（8.3等級） 

426.1 
（7.9等級） 

324.7 
（6.5等級） 

289.0 
（5.7等級） 

274.9 
（5.4等級） 

250.0 
（4.8等級） 

333.3 
（6.7等級） 

329.0 
（6.6等級） 

311.7 
（6.2等級） 

※この表は編集部で作成 
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Business Labor Trend  2004.5

　
厚
生
労
働
省
は
三
月
二
九
日
、｢

〇
三
年

版
働
く
女
性
の
実
情｣
（
女
性
労
働
白
書
）

を
発
表
し
た
。
一
九
八
五
年
に
男
女
雇
用
機

会
均
等
法
が
成
立
し
て
約
二
〇
年
。
女
性
の

就
業
意
欲
は
高
ま
り
、
出
産
・
子
育
て
に
伴

い
低
下
す
る
労
働
力
率
の
Ｍ
字
型
カ
ー
ブ
も

ボ
ト
ム
が
浅
く
な
っ
て
、
二
〇
一
七
年
に
は

Ｍ
字
も
解
消
す
る
勢
い
だ
。
だ
が
依
然
、
諸

外
国
の
い
わ
ゆ
る
逆
Ｕ
字
型
と
は
異
な
っ
て

お
り
、
出
産
・
子
育
て
期
も
潜
在
就
業
ニ
ー

ズ
は
高
い
。
こ
れ
が
満
た
さ
れ
、
仮
に
ボ
ト

ム
が
な
く
な
っ
た
と
し
て
試
算
す
る
と
、
〇

三
年
時
点
で
一
一
二
万
人
の
働
き
手
が
生
ま

れ
る
。
少
子
高
齢
化
が
す
す
む
な
か
で
女
性

の
労
働
力
を
い
っ
そ
う
引
き
出
す
た
め
、
男

性
を
含
め
た
働
き
方
の
見
直
し
や
フ
ル
タ
イ

ム
と
パ
ー
ト
の
均
衡
処
遇
と
い
っ
た
、
対
策

の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。 

   

高

ま
る
女
性
の
就
業
意
欲 

　
女
性
の
年
齢
階
級
別
労
働
力
率
を
プ
ロ
ッ

ト
す
る
と
、
出
産
・
育
児
に
手
が
か
か
る
三

〇
〜
三
四
歳
を
ボ
ト
ム
に
、
二
五
〜
二
九
歳

と
四
五
〜
四
九
歳
を
左
右
の
ピ
ー
ク
と
す
る

Ｍ
字
型
カ
ー
ブ
を
描
く
。
だ
が
、
ボ
ト
ム
は

七
五
年
（
四
三
・
九
％
）
か
ら
年
々
浅
く
な

っ
て
お
り
、
ピ
ー
ク
の
一
つ
は
〇
二
年
に
二

〇
〜
二
四
歳
か
ら
現
在
の
二
五
〜
二
九
歳
に

シ
フ
ト
し
て
、
Ｍ
字
型
は
な
だ
ら
か
に
な
る

傾
向
に
あ
る
。
ボ
ト
ム
は
昨
年
、
六
〇
・
三

％
と
初
め
て
六
割
を
超
え
、
今
年
も
同
率
だ

っ
た
。
ピ
ー
ク
は
二
五
〜
二
九
歳
が
昨
年
比

一
・
六
増
の
七
三
・
四
％
、
四
五
〜
四
九
歳

が
〇
・
一
増
の
七
二
・
五
％
に
な
っ
た
。 

　
均
等
法
前
一
〇
年
世
代
（
七
六
年
に
一
八

〜
二
二
歳
）
、
均
等
法
世
代
（
八
六
年
に
同
）
、

均
等
法
後
一
〇
年
世
代
（
九
六
年
に
同
）
で

年
齢
階
級
別
有
業
率
の
推
移
を
み
る
と
、
ボ

ト
ム
の
ほ
か
に
、
ピ
ー
ク
の
一
つ
で
あ
る
「
二

五
〜
二
九
歳
層
」
で
四
九
・
九
％
↓
六
二
・

一
％
↓
六
八
・
七
％
と
上
昇
が
目
立
つ
。
有

業
者
に｢

無
業
者
の
う
ち
の
就
業
希
望
者｣

を

合
わ
せ
た
、
潜
在
的
な
有
業
率
も
同
様
の
傾

向
で
、
七
九
・
八
％
↓
八
五
・
二
％
↓
八
八
・

六
％
と
着
実
に
ア
ッ
プ
し
て
い
る
。 

　
一
方
、
男
性
で
は
有
業
率
・
潜
在
的
有
業

率
と
も
ほ
と
ん
ど
の
年
齢
で
低
下
し
て
お
り
、

女
性
と
は
対
照
的
だ
。
と
く
に
二
五
〜
二
九

歳
層
で
、
八
七
年
か
ら
〇
二
年
ま
で
の
潜
在

的
有
業
率
の
変
化
を
み
る
と
、
女
性
が
七
ポ

イ
ン
ト
ア
ッ
プ
し
た
の
に
対
し
、
男
性
は
一

ポ
イ
ン
ト
ダ
ウ
ン
。
二
五
〜
三
四
歳
の
若
い

年
代
層
で
、
男
性
の
就
業
意
欲
が
や
や
低
下

し
つ
つ
あ
る
一
方
、
女
性
の
就
業
意
欲
は
顕

著
に
高
ま
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
女
性
新
入

社
員
に
ど
の
ポ
ス
ト
ま
で
昇
進
し
た
い
か
聞

い
た
調
査
で
は
、
均
等
法
施
行
後
一
〇
年
め

で
、
施
行
当
時
に
ト
ッ
プ
だ
っ
た
「
役
職
に

は
つ
き
た
く
な
い
」（
一
三
・
八
％
）
を
「
課

長
以
上
ま
で
昇
進
し
た
い
」（
一
五
・
九
％
）

が
逆
転
し
た
。
女
性
の
就
業
意
欲
は
質
的
な

面
で
も
高
ま
っ
て
き
た
。 

   

大
卒

の
職
務
分
離
は
縮
小 

　
女
性
の
就
業
意
欲
の
高
ま
り
に
は
、
と
く

に
高
学
歴
女
性
で
就
職
先
の
男
女
差
が
縮
小

し
て
き
た
と
い
う
、
社
会
的
な
追
い
風
も
あ

る
。
分
離
指
数
（
＝
男
女
の
分
布
を
一
致
さ

せ
る
に
は
ど
の
程
度
の
労
働
者
が
職
を
変
え

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
の
百
分
率
）
の
変
化

を
み
る
と
、
新
規
大
卒
で
は
産
業
別
、
職
業

別
と
も
縮
小
し
て
い
る
。
産
業
別
で
は
、
均

等
法
前
二
〇
年
世
代
で
五
五
・
四
だ
っ
た
の

が
、
均
等
法
後
一
〇
年
世
代
で
は
一
八
・
九

に
減
少
。
職
業
別
に
は
、
同
三
五
・
一
か
ら

一
五
・
三
に
減
っ
た
。 

　
反
面
、
新
規
高
卒
に
つ
い
て
は
、
産
業
別

で
同
二
九
・
九
か
ら
三
二
・
八
へ
、
職
業
別

に
は
同
四
四
・
三
か
ら
四
六
・
三
へ
と
む
し

ろ
拡
大
傾
向
に
あ
る
。
厚
生
労
働
省
担
当
課

は
「
低
迷
す
る
製
造
業
、
省
力
化
が
す
す
む

金
融
保
険
業
な
ど
が
、
高
卒
女
子
の
採
用
を

手
控
え
る
一
方
、
と
く
に
サ
ー
ビ
ス
業
へ
の

就
職
が
均
等
法
前
二
〇
年
世
代
の
二
二
・
二

％
か
ら
〇
二
年
に
は
三
七
・
三
％
ま
で
急
速

に
伸
び
、
こ
の
間
、
同
業
種
は
四
・
四
ポ
イ

ン
ト
の
上
昇
に
と
ど
ま
っ
た
男
子
と
の
差
が

顕
著
に
な
っ
た
」
と
分
析
し
て
い
る
。 

   

パ
ー
ト
入
職
す
す
む
高
卒 

　
均
等
法
以
降
、
女
性
を
取
り
巻
く
雇
用
環

境
は
劇
的
に
変
わ
っ
た
が
、
若
い
世
代
で
も

良
い
こ
と
ば
か
り
で
は
な
い
。
一
つ
は
、
パ

ー
ト
と
し
て
入
職
す
る
高
卒
女
子
の
急
増
だ
。

均
等
法
前
一
〇
年
世
代
（
七
六
年
）
、
均
等

法
世
代
（
八
六
年
）
、
均
等
法
後
一
〇
年
世

代
（
九
六
年
）
、
〇
二
年
の
間
の
推
移
を
み

る
と
、
二
・
〇
％
↓
六
・
六
％
↓
一
七
・
六

％
↓
三
八
・
六
％
と
増
勢
傾
向
が
顕
著
だ
。

卸
売
・
小
売
業
、
飲
食
店
へ
の
入
職
の
伸
び

が
主
因
だ
が
、
直
近
の
高
卒
男
子
（
〇
二
年

＝
二
八
・
三
％
）
に
比
べ
一
〇
・
三
ポ
イ
ン

ト
も
高
い
。 

 

女
性
パ
ー
ト
労
働
者
の
賃
金
（
時
給
換
算

八
九
三
円
）
は
、
女
性
一
般
労
働
者
（
同
一

52.7
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72.5
68.1

39.4

13.0
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仕
事
を
も
つ
女
性
の
お
よ
そ
六
割
が
、
第

一
子
の
出
生
を
機
に
離
職
し
て
い
る
こ
と
が
、

厚
生
労
働
省
の
「
出
生
前
後
の
就
業
変
化
に

関
す
る
統
計
」
で
わ
か
っ
た
。
そ
の
後
、
再

就
職
し
た
場
合
で
も
、
常
勤
か
ら
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
に
変
わ
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
出

産
・
育
児
が
依
然
、
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
継
続

に
障
害
と
な
っ
て
い
る
実
態
が
浮
か
び
あ
が

っ
た
。 

　
そ
れ
に
よ
る
と
、
第
一
子
の
出
産
一
年
前

に
職
に
就
い
て
い
た
女
性
（
七
三
・
三
％
）

の
う
ち
、
約
半
数
（
五
二
・
五
％
）
が
出
産

前
に
離
職
。
出
産
後
半
年
・
一
年
半
で
離
職

し
た
り
、
一
時
的
に
離
職
し
た
女
性
も
そ
れ

ぞ
れ
一
割
前
後
お
り
、
四
人
に
三
人
が
子
の

出
生
を
機
に
離
職
し
て
い
る
。 

 

産
休
や
育
休
を
取
る
な
ど
し
て
継
続
し
た

の
は
、
二
三
％
に
と
ど
ま
っ
た
。 

　
一
方
、
第
二
子
以
降
の
出
産
の
一
年
前
に

有
職
だ
っ
た
女
性
（
三
五
・
七
％
）
に
つ
い

て
は
、
出
産
前
〜
出
産
一
年
半
後
の
離
職
が

二
六
％
ま
で
減
少
し
て
い
る
。
第
一
子
に
比

べ
、
出
産
前
の
離
職
（
二
〇
・
七
％
）
が
大

き
く
減
る
た
め
だ
。 

 
第
二
子
以
降
の
場
合
、
四
割
超
（
四
三
・

七
％
）
が
出
産
後
も
仕
事
を
続
け
、
四
人
に

一
人
（
二
五
・
五
％
）
が
い
っ
た
ん
離
職
す

る
も
の
の
、
復
職
あ
る
い
は
再
就
職
し
て
い

る
。 

   

継
続
の
秘
訣
は
周
囲
の
フ
ォ
ロ
ー 

 

出
産
し
て
も
就
業
を
継
続
し
た
女
性
を
取

り
巻
く
環
境
を
み
る
と
、
祖
父
母
と
同
居
す

る
三
世
代
世
帯
の
割
合
が
高
い
。
出
産
一
年

半
後
の
平
日
日
中
の
世
話
の
依
存
度
は
、
保

育
士
が
五
六
％
、
祖
父
母
が
二
二
・
五
％
に

も
の
ぼ
る
。 

 

ま
た
、
就
業
継
続
型
の
女
性
の
夫
は
、
家

の
中
で
の
子
の
遊
び
相
手
（
五
四
％
）
や
入

浴
（
四
三
・
八
％
）
、
屋
外
へ
遊
び
に
連
れ

て
い
く
（
三
二
・
五
％
）
な
ど
、
育
児
に
積

極
的
に
参
加
し
て
い
る
姿
も
見
て
取
れ
る
。

さ
ら
に
同
夫
は
、
ゴ
ミ
出
し
（
四
一
％
）
や

食
事
の
後
片
づ
け
（
一
一
・
四
％
）
、
洗
濯

（
一
〇
％
）
―
―
な
ど
、
離
職
型
女
性
の
夫

よ
り
家
事
に
も
協
力
的
な
姿
勢
を
示
し
て
い

る
。 

   

パ
ー
ト
・
バ
イ
ト
多
い
再
就
職
組 

　
一
方
、
出
産
一
年
前
に
職
に
就
い
て
い
た

女
性
の
出
産
一
年
半
後
の
就
業
形
態
を
み
る

と
、
常
勤
が
五
四
・
〇
％
、
パ
ー
ト
・
ア
ル

バ
イ
ト
が
二
七
・
五
％
な
ど
。
常
勤
の
八
割

以
上
が｢

就
業
継
続
型｣

女
性
で
、
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
は
「
一
時
離
職
型
」
が
五
割
、

出
産
前
は
無
職
で
出
産
後
「
就
業
開
始
型
」

が
三
割
と
な
っ
て
い
る
。 

 

一
時
離
職
型
に
つ
い
て
詳
し
く
み
る
と
、

出
産
一
年
半
後
に
は
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

が
半
数
超
（
五
六
・
一
％
）
を
占
め
、
常
勤

か
ら
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
に
変
わ
っ
た
割

合
は
六
割
弱
に
も
の
ぼ
る
。 

　
調
査
は
「
二
〇
〇
〇
年
度
人
口
動
態
職
業
・

産
業
別
統
計
」
と
「
二
一
世
紀
出
生
児
縦
断

調
査
」
に
共
通
し
、
〇
一
年
一
月
一
〇
〜
一

七
日
の
間
に
出
産
し
た
女
性
二
万
一
八
七
九

人
を
対
象
に
、
厚
労
省
が
初
め
て
分
析
し
た

も
の
。 

第
一
子
出
生
を
機
に
六
割
離
職
 

　
　
　
　
　
　
―
―
厚
労
省
出
生
前
後
統
計
か
ら
 

女性の就業継続は子育て環境に左右されやすい 

三
五
九
円
）
の
六
五
・
七
％
で
、
格
差
は
五

年
ぶ
り
に
縮
小
し
た
と
は
い
え
依
然
、
開
き

が
あ
る
。
「
フ
ル
タ
イ
ム
に
比
べ
パ
ー
ト
労

働
者
の
処
遇
は
一
般
的
に
は
低
く
、
教
育
訓

練
も
体
系
立
て
て
行
わ
れ
る
こ
と
は
少
な
い
。

職
務
遂
行
能
力
の
基
礎
固
め
が
必
要
な
時
期

だ
け
に
、
そ
の
後
の
キ
ャ
リ
ア
の
制
約
と
な

り
、
新
た
な
男
女
格
差
に
つ
な
が
る
の
で
は

と
懸
念
さ
れ
る
」（
同
省
）。 

   

核
家
族

で
支
援
得
に
く
く 

 

二
つ
め
は
若
い
世
代
ほ
ど
、
親
の
支
援
を

期
待
し
に
く
い
環
境
で
、
就
業
継
続
を
図
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
点
だ
。
妻
が
フ

ル
タ
イ
ム
の
「
夫
婦
と
子
と
親
世
帯
」
は
、

均
等
法
前
一
〇
年
世
代（
四
二
・
六
％
）↓
均

等
法
世
代（
二
七
・
三
％
）↓
均
等
法
後
一
〇

年
世
代（
一
八
・
七
％
）と
年
を
追
う
ご
と
に

減
少
。
一
方
の
「
夫
婦
と
子
世
帯
」
は
、
同

五
七
・
四
％
↓
七
二
・
七
％
↓
八
一
・
三
％

と
急
増
し
た
。 

 

育
児
環
境
の
整
備
は
す
す
ん
だ
が
、
保
育

施
設
へ
の
入
所
の
遅
れ
や
子
の
急
病
な
ど
、

い
ざ
と
い
う
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
が
充
分
と

は
言
い
難
い
。
育
児
を
理
由
と
す
る
転
職
率

は
、
八
二
年
の
四
・
九
％
か
ら
〇
二
年
の
一

〇
・
三
％
に
増
え
、
若
い
世
代
ほ
ど
転
職
に

よ
り
両
立
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
姿
も
垣
間

見
え
る
。
だ
が
、
転
職
後
の
雇
用
形
態
は
、

若
い
世
代
ほ
ど
パ
ー
ト
比
率
が
高
い
の
も
現

実
。
女
性
の
就
業
継
続
に
向
け
て
、
男
性
を

含
め
た
働
き
方
の
見
直
し
が
必
要
だ
。 

   

Ｍ
字
解
消
で
一
一
二
万
人 

　
女
性
の
就
業
希
望
は
出
産
・
子
育
て
期
も

高
い
こ
と
か
ら
、
仮
に
Ｍ
字
型
カ
ー
ブ
の
ピ

ー
ク
と
ピ
ー
ク
を
結
ん
だ
労
働
力
率
が
実
現

し
た
と
し
て
試
算
す
る
と
、
女
性
全
体
の
労

働
力
率
は
、
現
在
の
四
八
・
三
％
か
ら
バ
ブ

ル
期
並
み
の
五
〇
・
三
％
に
上
昇
。
〇
三
年

時
点
で
一
一
二
万
人
の
働
き
手
が
生
ま
れ
て

い
た
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
同
じ
く
Ｍ
字
型

カ
ー
ブ
の
解
消
で
見
込
ま
れ
る
労
働
力
率
を

算
出
し
、
女
性
一
五
歳
以
上
人
口
に
対
す
る

比
率
の
推
移
を

み
る
と
、
七
五

年
の
六
・
一
％

を
ピ
ー
ク
に
直

線
的
に
低
下
。

こ
の
傾
向
が
続

け
ば
、
二
〇
一

七
年
に
は
Ｍ
字

型
は
解
消
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
。 

（
調
査
部 

渡
邊
木
綿
子
） 
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労働者の早期引退が失業水準に影響を及ぼしている 

  

二
〇
〇
三
年
の
被
用
者
数
は 

一
〇
年
ぶ
り
に
減
少 

 

労
働
省
が
二
月
一
三
日
に
発
表
し

た
統
計
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
三
年
の

フ
ラ
ン
ス
経
済
は
製
造
業
の
落
ち
込

み
が
大
き
く
、
お
よ
そ
三
万
人
の
雇

用
を
失
っ
た
。
賃
金
労
働
者
数
が
前

年
を
下
回
る
の
は
一
〇
年
ぶ
り
に
な

る
。
第
三
次
産
業
と
建
設
業
は
雇
用

を
増
や
し
た
も
の
の
、
製
造
業
の
減

少
分
を
補
う
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。 

　
民
間
部
門
の
賃
金
労
働
者
は
二
〇

〇
三
年
の
第
４
四
半
期
に
〇
・
一
％

増
加
し
た
（
プ
ラ
ス
八
二
〇
〇
人
）

が
、
年
間
で
は
〇
・
二
％
減
少
し
た

（
マ
イ
ナ
ス
二
万
九
五
〇
〇
人
）
。

こ
の
減
少
は
そ
の
全
部
が
製
造
業
に

よ
る
も
の
だ
。
製
造
業
は
二
〇
〇
一

年
半
ば
か
ら
中
断
す
る
こ
と
な
く
、

減
少
傾
向
が
続
い
て
い
る
。 

 

す
な
わ
ち
、
製
造
業
で
は
第
４
四

半
期
に
二
万
二
七
〇
〇
人
の
雇
用
が

喪
失
し
（
マ
イ
ナ
ス
〇
・
六
％
）
、

年
間
で
は
九
万
八
六
〇
〇
人
の
減
少

と
な
っ
た
（
マ
イ
ナ
ス
二
・
四
％
）
。

こ
れ
は
国
立
統
計
経
済
研
究
所
（
Ｉ

Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）
が
労
働
省
の
調
査
に
基

づ
い
て
行
っ
た
推
計
で
あ
る
。
こ
の

傾
向
は
雇
用
創
出
数
が
六
〇
〇
〇
人

程
度
に
停
滞
し
た
二
〇
〇
二
年
（
二

〇
〇
一
年
の
雇
用
創
出
数
は
二
二
万

六
〇
〇
〇
人
だ
っ
た
の
で
大
幅
に
前

年
割
れ
）
に
す
で
に
始
ま
っ
て
い
た
。

 

第
三
次
産
業
（
プ
ラ
ス
五
万
一
三

〇
〇
人
、
プ
ラ
ス
〇
・
五
％
）
と
建

設
業
（
プ
ラ
ス
一
万
七
八
〇
〇
人
、

プ
ラ
ス
一
・
四
％
）
で
は
と
も
に
雇

用
が
増
大
し
た
が
、
ト
ー
タ
ル
す
る

と
二
〇
〇
三
年
は
雇
用
に
と
っ
て
厳

し
い
年
だ
っ
た
と
言
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
失
業
率
が
六
％
も
上
昇
し
、

失
業
者
が
一
四
万
人
増
加
し
た
か
ら

で
あ
る
。 

  

失
業
の
背
景
に 

労
働
市
場
か
ら
の
早
期
引
退 

 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
人
口
の
推
移
と

女
性
の
労
働
意
欲
が
後
押
し
し
、
フ

ラ
ン
ス
の
労
働
人
口
は
長
期
に
わ
た

っ
て
増
加
し
続
け
て
き
た
。
Ｉ
Ｎ
Ｓ

Ｅ
Ｅ
に
よ
る
と
、
一
九
九
八
年
か
ら

〇
二
年
に
は
、
毎
年
二
七
万
人
の
新

規
労
働
者
が
労
働
市
場
へ
参
入
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
こ
の
増
加
傾
向
は
二
〇

〇
三
〜
〇
七
年
に
減
速
化
し
、
労
働

人
口
は
も
は
や
年
平
均
で
七
万
人
程

度
し
か
増
え
て
い
な
い
。
失
業
水
準

に
直
接
的
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
の
持

続
的
な
減
速
化
は
、
と
り
わ
け
人
口

の
老
齢
化
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い

が
、
「
高
齢
」
労
働
者
の
早
す
ぎ
る

引
退
と
若
年
労
働
者
の
遅
い
労
働
市

場
参
入
と
い
う
フ
ラ
ン
ス
の
特
殊
な

豪
州
・
ネ
ッ
ト
求
人
数
は
過
去
最
高 

　
三
月
の
新
聞
求
人
広
告
数
が
一
年

五
カ
月
ぶ
り
の
高
水
準
に
達
し
た
こ

と
が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
ニ
ュ
ー

ジ
ー
ラ
ン
ド
（
Ａ
Ｎ
Ｚ
）
銀
行
の
調

べ
で
分
か
っ
た
。
五
日
付
地
元
各
紙

（
電
子
版
）
が
伝
え
た
。  

 

国
内
の
求
人
広
告
は
、
今
年
に
入

っ
て
三
カ
月
連
続
増
加
。
三
月
は
前

月
比
〇
・
三
％
増
、
前
年
同
月
比
六
・

四
％
増
の
週
平
均
二
万
二
一
九
六
件

だ
っ
た
。 

 

ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
上
の
求
人
件
数
は
、
前
月

比
五
・
七
％
増
、
前
年
同
月
比
三
七
・

三
％
増
の
九
万
四
七
五
九
件
に
増
加

し
た
。
Ａ
Ｎ
Ｚ
銀
が
一
九
九
九
年
七

月
に
ネ
ッ
ト
求
人
広
告
の
調
査
を
開

始
し
て
以
来
、
最
高
の
件
数
だ
。 

 

新
聞
と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
合
わ

せ
る
と
、
三
月
の
求
人
数
は
前
月
比

四
・
六
％
増
、
前
年
同
月
比
二
九
・

五
％
増
の
一
一
万
六
九
五
五
件
。
同

行
の
ア
ナ
リ
ス
ト
で
あ
る
エ
ス
レ
ー

ク
氏
は
、
向
こ
う
数
カ
月
間
は
一
カ

月
に
約
一
万
五
〇
〇
〇
人
の
割
合
で
、

雇
用
は
拡
大
す
る
と
予
測
す
る
。 

 

一
方
、
オ
リ
ビ
エ
・
リ
ク
ル
ー
ト

メ
ン
ト
・
グ
ル
ー
プ
の
調
べ
で
も
、

ネ
ッ
ト
求
人
広
告
が
三
年
ぶ
り
の
高

水
準
に
達
し
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な

っ
た
。 

 

三
月
の
求
人
数
は
前
月
比
二
・
三

五
％
増
の
一
一
万
八
九
二
二
人
。
特

に
大
卒
者
の
求
人
が
多
く
、
前
年
同

月
比
で
一
二
六
％
も
増
加
し
た
。 

 

（
提
供
　
エ
ヌ
・
エ
ヌ
・
エ
ー
） 
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労
働
事
情
に
も
原
因
が
あ
る
。
ま
た

二
〇
〇
四
年
に
は
、
別
の
フ
ァ
ク
タ

ー
が
こ
の
動
き
を
加
速
さ
せ
る
可
能

性
が
あ
る
。
若
い
年
齢
（
一
四
〜
一

六
歳
）
で
働
き
始
め
た
民
間
部
門
労

働
者
の
早
期
引
退
で
あ
る
。
約
一
〇

万
人
が
退
職
年
金
受
給
権
を
活
用
し

て
退
職
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
し

て
、
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
に
よ
れ
ば
、
労
働

人
口
の
減
少
は
自
動
的
に
、
失
業
の

安
定
化
に
寄
与
す
る
こ
と
に
な
る
。 

  

二
〇
〇
四
年
は 

失
業
改
善
の
見
通
し
も 

 

だ
が
、
二
〇
〇
三
年
第
４
四
半
期

の
数
字
は
、
製
造
業
の
低
落
傾
向
に

変
化
は
な
い
も
の
の
、
他
は
明
る
さ

が
見
え
始
め
て
い
る
。
ま
た
、
月
額

基
本
賃
金
の
上
昇
率
が
イ
ン
フ
レ
率

を
大
幅
に
上
回
っ
た
こ
と
も
労
働
者

に
と
っ
て
は
良
い
ニ
ュ
ー
ス
だ
っ
た

と
い
え
る
だ
ろ
う
。
そ
れ
に
と
も
な

い
、
二
〇
〇
三
年
の
購
買
力
は
前
年

を
〇
・
八
ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
た
。 

 

Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
に
よ
れ
ば
、
今
後
数

カ
月
は
雇
用
の
改
善
が
み
ら
れ
る
は

ず
だ
と
い
う
。
一
二
月
の
景
気
短
観

で
は
「
景
気
の
回
復
に
よ
っ
て
労
働

需
要
が
高
ま
り
、
雇
用
も
上
昇
に
転

じ
る
に
違
い
な
い
」
と
記
さ
れ
て
い

る
。
最
新
の
予
測
に
よ
る
と
、
二
〇

〇
四
年
上
半
期
に
は
三
万
五
〇
〇
〇

人
の
雇
用
増
が
見
込
ま
れ
る
と
い
う

（
プ
ラ
ス
〇
・
二
％
）
。
今
後
、
政

府
が
最
優
先
課
題
と
し
て
取
り
上
げ

て
い
る
雇
用
対
策
の
効
果
が
現
れ
始

め
、
製
造
業
の
落
ち
込
み
に
歯
止
め

が
か
か
れ
ば
、
一
段
と
見
通
し
は
明

る
く
な
る
。
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
に
よ
れ
ば
、

ま
ず
六
月
ご
ろ
に
、
失
業
が
二
〇
〇

三
年
一
二
月
の
水
準
に
落
ち
着
く
と

い
う
。 

　
政
府
は
景
気
の
回
復
を
あ
て
に
し

て
い
る
。
二
〇
〇
四
年
の
予
測
経
済

成
長
率
は
、
政
府
に
よ
れ
ば
一
・
七

％
、
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
は
二
％
だ
。
経
済

が
も
は
や
雇
用
を
破
壊
し
な
い
と
い

う
経
済
成
長
率
の
分
岐
点
は
古
く
か

ら
、
専
門
家
た
ち
に
よ
っ
て
、
二
・

二
五
％
と
二
・
五
％
の
間
に
位
置
づ

け
ら
れ
て
い
る
が
、
政
府
は
こ
の
分

岐
点
が
一
％
と
一
・
五
％
の
間
に
あ

る
に
違
い
な
い
と
見
て
い
る
。
た
だ

し
、
社
会
問
題
相
筋
は
、
「
一
・
五

％
未
満
の
成
長
率
だ
と
、
失
業
を
減

ら
す
こ
と
は
な
い
」
と
微
妙
な
言
い

回
し
を
使
う
。 

　
若
年
者
雇
用
制
度
の
漸
次
的
廃
止

に
よ
っ
て
縮
小
さ
れ
て
い
る
が
、
失

業
の
社
会
的
対
策
も
改
善
へ
向
け
て

の
足
が
か
り
と
し
て
は
重
要
だ
。
政

府
は
非
営
利
部
門
で
一
八
万
五
〇
〇

〇
件
の
連
帯
雇
用
契
約
（
注
１
）
を
、

営
利
部
門
で
一
一
万
件
の
雇
用
提
案

契
約
（
注
２
）
を
用
意
す
る
と
発
表

し
た
。 

 

新
た
な
失
業
保
険
制
度
で 

二
三
万
人
の
失
業
手
当
打
ち
切
り 

　
本
年
一
月
一
日
か
ら
は
新
し
い
失

業
保
険
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
制
度
改
革
で
は
従
来
の
手
厚
い

失
業
・
生
活
保
障
的
な
雇
用
政
策
か

ら
、
Ｅ
Ｕ
の
雇
用
戦
略
に
沿
っ
た
再

就
職
促
進
型
の
雇
用
政
策
へ
と
転
換

が
図
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ

に
よ
り
数
十
万
人
が
不
利
益
を
被
る

こ
と
に
な
る
と
い
う
。
一
月
だ
け
で
、

そ
れ
ま
で
地
域
商
工
業
雇
用
協
会
（
Ａ

Ｓ
Ｓ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
）
か
ら
補
償
を
受
け

て
い
た
二
三
万
三
〇
〇
人
が
失
業
手

当
を
打
ち
切
ら
れ
た
。
三
万
六
三
〇

〇
人
は
国
が
運
営
し
て
い
る
連
帯
制

度
の
枠
組
み
の
中
で
何
ら
か
の
手
当

を
手
に
し
た
も
の
の
、
ほ
と
ん
ど
の

場
合
支
給
額
は
減
少
し
た
。 

　
二
三
万
三
〇
〇
人
と
い
う
抹
消
者

数
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
現
実
が
隠
さ

れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
本
来
の
受

給
権
が
終
了
し
た
場
合
も
あ
る
だ
ろ

う
し
、
特
定
連
帯
手
当
（
Ａ
Ｓ
Ｓ
）

の
「
大
改
革
」
に
よ
る
場
合
も
あ
る

だ
ろ
う
。
さ
ら
に
、
職
業
訓
練
へ
の

参
加
や
雇
用
復
帰
に
よ
る
能
動
的
な

抹
消
も
考
え
ら
れ
る
か
ら
だ
。
全
国

商
工
業
雇
用
協
会
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
）

は
早
急
に
、
「
権
利
の
変
更
」
（
補

償
期
間
の
短
縮
）
の
た
め
に
抹
消
さ

れ
た
失
業
者
の
正
確
な
数
を
把
握
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
こ

の
労
使
同
数
機
関
は
、
一
月
の
抹
消

者
二
三
万
三
〇
〇
人
の
ほ
と
ん
ど
が
、

規
則
の
変
更
（
二
〇
〇
二
年
一
二
月

二
〇
日
の
暫
定
協
定
に
基
づ
い
て
使

用
者
側
と
三
つ
の
労
働
団
体
（
民
主

労
働
同
盟
＝
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
、
キ
リ
ス
ト

教
労
働
者
同
盟
＝
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ｃ
、
管
理

職
総
同
盟
＝
Ｃ
Ｇ
Ｃ
）
が
決
定
し
た
）

に
よ
る
も
の
だ
と
認
め
て
い
る
。 

　
大
き
な
話
題
に
な
っ
た
二
〇
〇
三

年
五
月
二
八
日
の
覚
書
の
中
で
、
Ｕ

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
の
統
計
専
門
家
た
ち
は
、

権
利
の
変
更
に
よ
っ
て
締
め
出
さ
れ

る
手
当
受
給
者
数
を
六
一
万
三
九
〇

〇
人
と
推
計
し
て
い
た
。
こ
の
と
き
、

一
月
一
日
時
点
の
抹
消
者
数
が
一
八

万
人
、
一
月
全
体
で
は
二
六
万
五
九

〇
〇
人
と
見
積
も
ら
れ
て
い
た
の
で
、

二
三
万
人
は
予
測
の
範
囲
内
と
い
う

こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
か
。 

　
状
況
の
深
刻
さ
を
前
に
、
失
業
対

策
行
動
委
員
会
（
Ａ
Ｃ
）
、
雇
用
情

報
連
帯
協
会
（
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｉ
Ｓ
）
、
失

業
者
・
不
安
定
雇
用
者
国
民
運
動
（
Ｍ

Ｎ
Ｃ
Ｐ
）
、
そ
し
て
失
業
者
Ｃ
Ｇ
Ｔ

（
労
働
総
同
盟
）
の
失
業
団
体
は
、

「
補
償
期
間
は
雇
用
復
帰
援
助
制
度

（
Ｐ
Ａ
Ｒ
Ｅ
）
の
枠
組
み
の
中
で
契

約
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
も
の
で
あ

り
、
一
方
的
な
規
則
の
変
更
は
人
道

的
に
も
許
さ
れ
る
べ
き
で
な
い
」
と

し
、
「
契
約
の
破
棄
」
を
根
拠
に
、

三
六
の
裁
判
所
で
Ａ
Ｓ
Ｓ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ

を
提
訴
し
て
い
る
。 

 

Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
な
ど
、
二
〇
〇
二
年
一

二
月
の
協
約
に
署
名
し
た
労
働
団
体

は
当
時
、
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
を
破
産
か

ら
救
う
必
要
が
あ
る
と
し
て
、
自
ら

の
調
印
を
正
当
化
し
て
い
た
。
雇
用

情
勢
が
悪
化
し
た
二
〇
〇
一
年
半
ば

過
ぎ
か
ら
、
保
険
料
収
入
が
減
少
す

る
一
方
で
、
失
業
者
の
増
大
の
た
め

に
支
出
は
急
増
し
、
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ

の
財
務
状
況
は
こ
の
と
こ
ろ
一
段
と

厳
し
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、

二
〇
〇
三
年
の
一
一
月
半
ば
時
点
で
、

Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
の
累
積
赤
字
は
四
三

億
ユ
ー
ロ
に
達
し
た
が
、
二
〇
〇
四

年
も
収
支
の
改
善
は
期
待
で
き
そ
う

に
な
い
（
予
測
で
は
一
二
億
ユ
ー
ロ

の
赤
字
）
。
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
は
期
日

を
迎
え
た
支
払
い
を
済
ま
せ
る
た
め 

英
国
・
フ
レ
ッ
ク
ス
導
入
一
年
、
男

性
の
利
用
少
な
く 

 

小
さ
い
子
供
や
障
害
児
を
持
つ
親

が
フ
レ
ッ
ク
ス
勤
務
や
在
宅
勤
務
を

請
求
す
る
権
利
が
認
め
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
、
四
月
六
日
で
丸
一
年
が

た
つ
。
貿
易
産
業
省
が
五
日
公
表
し

た
調
査
で
、
女
性
は
積
極
的
に
活
用

し
て
い
る
も
の
の
、
男
性
で
願
い
出

る
人
は
少
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な

っ
た
。  

 

調
査
は
子
供
の
い
る
三
五
〇
〇
人

が
対
象
と
な
っ
た
。
有
資
格
者
の
父

親
の
う
ち
、
実
際
に
申
請
し
た
の
は

わ
ず
か
一
割
に
と
ど
ま
る
。
女
性
の

四
人
に
一
人
と
比
べ
は
る
か
に
少
な

い
。
男
性
を
思
い
と
ど
ま
ら
せ
る
原

因
は
「
昇
進
の
チ
ャ
ン
ス
を
逃
す
な

ど
キ
ャ
リ
ア
に
響
く
と
い
う
不
安
」

（
パ
ト
リ
シ
ア
・
ヒ
ュ
ー
イ
ッ
ト
貿

易
産
業
相
）
と
い
う
。 

 

フ
レ
ッ
ク
ス
勤
務
を
要
求
で
き
る

の
は
六
歳
未
満
の
子
供
か
一
八
歳
未

満
の
障
害
児
を
抱
え
て
い
る
従
業
員
。

申
請
ま
で
に
最
低
で
も
二
六
週
間
働

い
て
い
る
こ
と
が
条
件
だ
。 

 

有
給
の
産
休
期
間
は
そ
の
職
場
で

一
年
間
働
い
て
い
る
人
を
対
象
に
、

出
産
前
が
二
六
週
間
に
延
長
さ
れ
た
。

産
後
は
従
来
と
変
わ
ら
ず
無
給
で
、

二
九
週
間
か
ら
二
六
週
間
に
短
縮
さ

れ
て
い
る
。 

 

産
休
自
体
は
す
べ
て
の
女
性
従
業

員
に
認
め
ら
れ
て
お
り
、
期
間
中
の

法
定
最
低
賃
金
は
週
七
五
ポ
ン
ド
か

ら
一
〇
〇
ポ
ン
ド
に
引
き
上
げ
ら
れ

て
い
る
。 

 

（
提
供
　
エ
ヌ
・
エ
ヌ
・
エ
ー
） 



ハイライト 

Ｅ Ｕ 

高
齢
者
の
雇
用
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Ｅ
Ｕ
の
高
齢
者
雇
用
率
は
過
去
数

年
で
改
善
が
み
ら
れ
る
も
の
の
、
雇

用
戦
略
で
目
標
と
す
る
雇
用
率
五
〇

％
（
二
〇
一
〇
年
時
点
）
に
は
ま
だ

約
一
〇
％
の
乖
離
が
あ
る
―
―
Ｅ
Ｕ

委
員
会
は
三
月
三
日
に
発
表
し
た
高

齢
者
雇
用
に
関
す
る
レ
ポ
ー
ト
で
、

雇
用
政
策
の
柱
の
一
つ
で
あ
る
「
活

力
あ
る
高
齢
化
政
策
」
の
重
要
性
を

強
調
し
た
。
と
く
に
、
欧
州
で
こ
れ

ま
で
み
ら
れ
た
労
働
市
場
か
ら
の
早

期
引
退
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
は

「
例
外
的
な
ケ
ー
ス
」
と
し
、
高
齢

者
が
長
期
的
、
安
定
的
に
雇
用
を
継

続
で
き
る
環
境
づ
く
り
を
訴
え
て
い

る
。 

 

Ｅ
Ｕ
は
二
〇
〇
〇
年
に
開
か
れ
た

リ
ス
ボ
ン
欧
州
理
事
会
で
雇
用
戦
略

の
枠
組
を
決
め
、
そ
の
後
ス
ト
ッ
ク

ホ
ル
ム
理
事
会
（
〇
一
年
）
、
バ
ル

セ
ロ
ナ
理
事
会
（
〇
二
年
）
で
具
体

的
な
目
標
値
を
定
め
て
い
る
。
「
リ

ス
ボ
ン
戦
略
」
で
は
二
〇
一
〇
年
ま

で
に
欧
州
全
体
の
雇
用
率
を
七
〇
％

に
高
め
る
基
本
目
標
を
掲
げ
、
高
齢

者
に
関
し
て
は
、
続
く
ス
ト
ッ
ク
ホ

ル
ム
理
事
会
で
、
二
〇
一
〇
年
ま
で

に
五
五
〜
六
四
歳
の
世
代
を
対
象
に

雇
用
率
を
五
〇
％
に
引
き
上
げ
る
と

し
た
。 

 

Ｅ
Ｕ
一
五
カ
国
の
高
齢
者
層
（
五

五
〜
六
四
歳
）
の
〇
二
年
時
点
で
の

雇
用
率
は
四
〇
・
一
％
（
男
性
五
〇
・

一
％
、
女
性
三
〇
・
五
％
）
で
、
二

〇
一
〇
年
の
到
達
目
標
と
は
約
一
〇

ポ
イ
ン
ト
の
開
き
が
あ
る
。
一
九
九

八
年
時
点
か
ら
は
三
・
五
ポ
イ
ン
ト

上
昇
（
男
性
二
・
八
％
、
女
性
四
・

二
％
）
し
て
お
り
、
一
定
の
改
善
は

み
ら
れ
る
が
、
二
〇
一
〇
年
に
目
標

を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
よ
り
上
昇

率
を
上
げ
る
必
要
が
あ
る
。
〇
一
年

か
ら
の
一
年
間
で
は
、
こ
の
層
の
雇

用
率
は
一
・
三
％
増
え
て
い
る
。 

に
、
過
去
五
年
間
に
四
〇
億
ユ
ー
ロ

を
借
り
入
れ
て
い
る
。 

　
ほ
か
に
も
深
刻
な
問
題
が
な
い
わ

け
で
は
な
い
。
補
償
期
間
の
短
縮
は

基
本
的
に
五
〇
歳
未
満
が
対
象
だ
が
、

社
会
的
に
最
も
弱
い
立
場
の
人
た
ち

に
不
利
益
が
及
ぶ
こ
と
は
間
違
い
な

い
か
ら
だ
。
不
安
定
な
雇
用
契
約
の

労
働
者
に
よ
る
失
業
保
険
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
難
し
く
な
っ
た
こ
と
も
問
題

だ
。
ま
た
、
補
償
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
た
と
し
て
も
、
た
い
て
い
は
、

期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
で
働

い
て
い
た
労
働
者
よ
り
も
わ
ず
か
な

額
の
手
当
し
か
手
に
で
き
な
い
。
そ

し
て
、
規
則
の
変
更
に
よ
り
、
補
償

期
間
は
七
カ
月
か
ら
八
カ
月
も
短
縮

さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
マ
イ
ナ
ス
面

を
意
識
し
、
調
印
団
体
は
こ
の
失
業

補
償
分
野
で
高
齢
労
働
者
を
守
る
こ

と
に
成
功
し
た
と
抗
弁
に
努
め
て
い

る
が
、
い
さ
さ
か
居
心
地
の
悪
さ
を

隠
せ
な
い
よ
う
に
見
え
る
。 

 

い
ず
れ
に
せ
よ
、
最
も
重
要
な
の

は
「
労
働
の
有
効
利
用
」
で
あ
る
。

政
府
は
失
業
保
険
制
度
改
革
の
ほ
か

に
も
職
業
訓
練
改
革
、
企
業
設
立
の

支
援
、
公
共
雇
用
サ
ー
ビ
ス
改
革
等

の
措
置
を
講
じ
て
お
り
、
そ
の
効
果

が
期
待
さ
れ
て
い
る
。 

  〈
注
１
〉
連
帯
雇
用
契
約（
Ｃ
Ｅ
Ｓ
）

＝
仕
事
を
見
つ
け
る
の
が
著
し
く
困

難
な
人
た
ち
が
、
公
共
企
業
体
や
公

共
団
体
に
お
い
て
多
く
の
人
た
ち
の

要
求
に
応
え
る
活
動
に
パ
ー
ト
タ
イ

ム
で
従
事
で
き
る
よ
う
に
す
る
制
度
。

職
業
能
力
資
格
が
低
い
一
八
〜
二
〇

歳
の
若
年
者
、
過
去
一
八
カ
月
間
に

一
二
カ
月
以
上
失
業
し
て
い
た
五
〇

歳
以
上
の
者
、
五
〇
歳
以
上
の
失
業

者
、
社
会
復
帰
最
低
所
得
（
Ｒ
Ｍ
Ｉ
）

受
給
者
な
ど
を
対
象
に
し
て
い
る
。

Ｃ
Ｅ
Ｓ
は
期
間
の
定
め
の
あ
る
パ
ー

ト
タ
イ
ム
契
約
で
、
通
常
の
場
合
三

〜
一
二
カ
月
の
契
約
に
な
る
。
週
あ

た
り
の
労
働
時
間
は
通
常
、
二
〇
時

間
。
労
働
者
は
実
労
働
時
間
に
つ
い

て
最
低
賃
金
率
に
等
し
い
賃
金
を
受

け
取
る
。
国
は
使
用
者
の
社
会
保
険

料
を
減
免
す
る
ほ
か
、
賃
金
の
一
部

を
助
成
す
る
。 

〈
注
２
〉
雇
用
提
案
契
約（
Ｃ
Ｉ
Ｅ
）

＝
仕
事
を
見
つ
け
る
の
が
著
し
く
困

難
な
人
た
ち
を
民
間
の
企
業
が
採
用

し
や
す
く
す
る
た
め
に
、
国
が
助
成

す
る
制
度
。
対
象
者
は
、
社
会
復
帰

最
低
所
得
（
Ｒ
Ｍ
Ｉ
）
受
給
者
、
連

帯
雇
用
手
当
（
Ａ
Ｓ
Ｓ
）
受
給
者
、

単
身
父
母
手
当
（
Ａ
Ｐ
Ｉ
）
受
給
者
、

五
〇
歳
以
上
の
失
業
者
、
障
害
者
、

長
期
失
業
者
な
ど
。
民
間
の
企
業
が

こ
の
制
度
の
下
で
、
期
限
の
定
め
の

あ
る
雇
用
契
約
も
し
く
は
期
限
の
定

め
の
な
い
雇
用
契
約
を
締
結
し
た
場

合
、
そ
の
労
働
者
が
他
の
従
業
員
と

同
じ
条
件
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
条
件
に
、
そ
の
労
働
者
の
状
況
に

応
じ
て
国
が
補
助
金
を
支
給
す
る
（
例

え
ば
、
過
去
一
八
カ
月
間
に
一
二
カ

月
以
上
失
業
し
て
い
た
五
〇
歳
以
上

の
者
の
場
合
、
月
額
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
） 

〈
参
考
〉Le M

onde 

　
　
　
　
　
　 

（
国
際
研
究
部
） 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
・
約
半
数
の
企
業
が

採
用
計
画
、
民
間
調
査 

 

今
年
の
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
企
業
の
賃

上
げ
率
は
平
均
三
％
と
低
い
見
通
し

だ
が
、
従
業
員
の
増
員
を
計
画
し
て

い
る
企
業
は
四
三
％
に
上
る
こ
と
が
、

香
港
の
Ｈ
Ｒ
ビ
ジ
ネ
ス
・
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
ズ
が
実
施
し
た
調
査
か
ら
分

か
っ
た
。
三
月
二
五
日
付
ビ
ジ
ネ
ス
・

タ
イ
ム
ズ
が
報
じ
た
。  

 

調
査
対
象
は
、
イ
ン
ド
を
含
む
ア

ジ
ア
太
平
洋
地
域
一
四
カ
国
・
地
域

の
一
〇
四
社
。
雇
用
拡
大
を
計
画
し

て
い
る
企
業
が
五
〇
％
以
上
の
国
・

地
域
は
、
中
国
（
七
一
％
）
、
イ
ン

ド
（
五
七
％
）
、
ベ
ト
ナ
ム
（
五
〇

％
）
で
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
四
位
。 

 

一
方
で
、
従
業
員
削
減
を
計
画
し

て
い
る
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
企
業
の
割
合

は
九
％
と
、
域
内
で
最
も
高
か
っ
た
。 

 

賃
上
げ
が
予
想
さ
れ
る
の
は
一
〇

カ
国
・
地
域
で
、
残
り
の
四
カ
国
・

地
域
は
横
ば
い
を
予
想
。
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
の
予
想
賃
上
げ
幅
は
香
港
（
一
・

八
％
）
、
日
本
（
二
％
）
に
次
ぐ
低

さ
だ
っ
た
。
こ
れ
ら
三
カ
国
・
地
域

は
賃
金
水
準
が
他
と
比
べ
高
い
と
の

事
情
も
あ
る
。
予
想
賃
上
げ
率
首
位

は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
一
二
％
。 

 

日
本
で
は
、
雇
用
拡
大
を
計
画
し

て
い
る
企
業
は
三
〇
％
、
賃
金
凍
結

を
計
画
は
八
％
だ
っ
た
。 

 

（
提
供
　
エ
ヌ
・
エ
ヌ
・
エ
ー
） 
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海外労働事情 

Business Labor Trend  2004.5

EU各国は、高齢者の雇用政策に力を入れている 

欧州各国における高齢者層（55～64歳）の雇用率 

国　名 

雇用率（2002） 

ベルギー 

26.6 

3.7

デンマーク 

57.9 

5.9

ドイツ 

38.6 

0.9

ギリシァ 

39.7 

0.7

スペイン 

39.7 

4.6

フランス 

34.8 

6.5

アイルランド 

48.1 

6.4

イタリア 

28.9 

1.2雇用率の上昇値 
（1998-2002） 

国　名 

雇用率（2002） 

ルクセンブルク 

28.3 

3.2

オランダ 

42.3 

8.4

オーストリア 

30.0 

1.6

ポルトガル 

50.9 

0.9

フィンランド 

47.8 

11.6

スゥエーデン 

68.0  

5.0 

英国 

53.5 

4.5雇用率の上昇値 
（1998-2002） 

（単位：％） 

 

こ
の
ほ
か
バ
ル
セ
ロ
ナ
理
事
会
で

は
、
二
〇
一
〇
年
ま
で
に
退
職
平
均

年
齢
を
現
在
よ
り
五
歳
引
き
上
げ
る

目
標
も
打
ち
出
し
て
い
る
。
〇
二
年

現
在
の
平
均
退
職
年
齢
は
、
Ｅ
Ｕ
一

五
カ
国
平
均
で
六
〇
・
八
歳
（
男
性

六
一
歳
、
女
性
六
〇
・
五
歳
）
。
前

年
（
平
均
六
〇
・
四
歳
）
と
比
べ
る

と
、
〇
・
四
歳
上
昇
し
て
い
る
。 

 

Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、
今
後
の
雇
用
率

ア
ッ
プ
の
具
体
策
と
し
て
、
①
適
切

な
財
政
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
②
職
業

教
育
の
継
続
的
な
提
供
③
職
場
の
健

康
と
安
全
維
持
④
職
場
組
織
の
柔
軟

な
構
成
⑤
仕
事
の
質
の
向
上
―
―
な

ど
を
あ
げ
て
い
る
。
石
油
危
機
以
降
、

最
近
に
至
る
ま
で
失
業
対
策
と
し
て

も
用
い
ら
れ
て
き
た
早
期
退
職
制
度

（
高
年
齢
層
に
対
し
、
年
金
の
早
期

支
給
制
度
な
ど
に
よ
り
労
働
市
場
退

出
を
促
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
生
じ
た

雇
用
の
場
を
失
業
者
や
若
年
層
な
ど

に
提
供
す
る
考
え
方
を
も
つ
）
に
つ

い
て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
の
報
告
は
、
「
企

業
、
労
働
者
や
労
働
組
合
に
と
っ
て
、

雇
用
削
減
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を

和
ら
げ
る
た
め
に
は
、
こ
の
モ
デ
ル

は
魅
力
的
な
解
決
法
だ
っ
た
か
も
知

れ
な
い
」
と
し
つ
つ
、
「
そ
の
結
果

は
早
す
ぎ
る
、
そ
し
て
後
戻
り
で
き

な
い
人
的
資
源
と
成
長
力
の
喪
失
だ

っ
た
」
と
指
摘
。
全
体
の
雇
用
率
を

上
げ
る
と
い
う
基
本
戦
略
に
沿
っ
て
、

早
期
退
職
政
策
に
否
定
的
な
立
場
を

示
し
て
い
る
。 

 

国
に
よ
っ
て
高
齢
者
層
の
労
働
力

化
の
進
み
具
合
に
差
が
あ
る
よ
う
に
、

各
国
で
取
ら
れ
て
い
る
施
策
も
さ
ま

ざ
ま
だ
。
高
い
雇
用
率
を
示
し
て
い

る
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、
「
継
続
的

職
業
教
育
の
た
め
の
個
人
口
座
の
導

入
を
労
働
協
約
で
取
り
決
め
て
い
る
」

と
さ
れ
、
同
様
に
雇
用
率
の
高
い
デ

ン
マ
ー
ク
で
も
、
地
方
自
治
体
レ
ベ

ル
の
政
策
的
な
取
り
決
め
が
「
高
齢

者
が
適
切
な
継
続
的
職
業
教
育
と
段

階
的
な
労
働
時
間
短
縮
に
よ
っ
て
職

業
生
活
を
続
け
る
」
た
め
に
機
能
し

て
い
る
と
い
う
。 

 

ま
た
、
過
去
数
年
で
高
齢
者
の
雇

用
率
を
大
幅
に
引
き
上
げ
た
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
で
は
、
職
業
能
力
の
向
上
と

職
場
環
境
の
改
善
を
図
る
こ
と
を
柱

と
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
政
府
と
労
使

で
実
施
し
た
と
さ
れ
、
同
様
に
雇
用

率
改
善
の
進
ん
だ
オ
ラ
ン
ダ
で
も
、

高
齢
者
の
職
業
能
力
向
上
の
取
り
組

み
を
定
め
た
労
働
協
約
が
全
体
の
三

五
％
に
の
ぼ
る
と
さ
れ
る
。
報
告
は

こ
の
よ
う
に
、
政
労
使
の
取
り
組
み

や
、
職
業
教
育
や
職
場
環
境
な
ど
の

面
で
の
政
策
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を

う
か
が
わ
せ
て
い
る
。 

（
国
際
研
究
部
主
任
調
査
員
・ 

吉
田
和
央
） 

中
国
・
給
与
水
準
は
下
落
傾
向
、
平

均
年
収
三
万
五
〇
〇
〇
元 

 

人
材
仲
介
・
職
業
斡
旋
（
あ
っ
せ

ん
）
サ
ー
ビ
ス
の
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
中

華
英
才
網
は
先
ご
ろ
、
昨
年
下
半
期

（
七
〜
一
二
月
）
に
調
べ
た
全
国
の

労
働
者
給
与
に
つ
い
て
ま
と
め
た
。

同
期
の
調
査
で
は
、
平
均
年
収
は
三

万
五
三
三
三
元
で
前
年
同
期
比
一
四
・

七
％
減
少
。
中
華
英
才
網
は
「
給
与

水
準
は
全
体
的
に
見
て
減
少
期
に
入

っ
て
い
る
」
と
し
、
労
働
者
に
過
度

な
給
与
を
求
め
ず
、
仕
事
の
適
合
性

な
ど
を
優
先
し
て
求
職
す
る
よ
う
ア

ド
バ
イ
ス
し
て
い
る
。  

 

三
月
二
四
日
付
中
国
新
聞
社
電
に

よ
る
と
、
今
回
の
調
査
は
ハ
イ
テ
ク

産
業
や
医
薬
、
不
動
産
、
物
流
、
政

府
機
関
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
業
種
に

つ
い
て
、
複
数
地
域
で
さ
ま
ざ
ま
な

学
歴
の
労
働
者
を
対
象
に
実
施
さ
れ

た
。
サ
ン
プ
ル
数
は
明
ら
か
に
な
っ

て
い
な
い
。 

 

業
種
別
に
見
る
と
、
通
信
の
年
収

が
四
万
九
〇
〇
二
元
で
ト
ッ
プ
だ
っ

た
。
次
い
で
医
療
設
備
の
四
万
六
五

六
六
元
、
金
融
の
四
万
三
〇
九
一
元

と
続
い
た
。
情
報
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）
関

連
で
給
与
減
少
が
目
立
ち
、
前
回
調

査
で
五
位
だ
っ
た
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

は
年
収
三
万
八
七
二
三
元
（
前
回
調

査
比
約
七
〇
〇
〇
元
減
少
）
で
九
位
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
電
子
商
取
引
は

一
三
位
と
な
り
年
収
は
前
回
比
で
約

五
〇
〇
〇
元
下
が
っ
た
。
公
務
員
は

二
万
四
九
五
九
元
で
、
ラ
ン
ク
の
順

位
は
低
い
も
の
の
、
安
定
感
は
高
い
。 

 

（
提
供
　
エ
ヌ
・
エ
ヌ
・
エ
ー
） 
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最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2004.5

◆平成16年3月高校・中学新卒者の就職内定状況等（１月末）　　3月12日（厚生労働省） 

　・高校新卒者の求人倍率は1.10倍で前年同期を0.04ポイント上回る。就職内定者数は14万5000人で同1.8％増。

就職内定率は76.7％で同2.3ポイント上回る。 

　・中学新卒者の求人倍率は0.57倍で前年同期を0.03ポイント下回る。 

◆平成15年度大学等卒業予定者就職内定状況等調査（2月１日）　　3月12日（厚生労働省・文部科学省） 

 ・大学卒業予定者の内定率は82.1％で前年同期を1.4ポイント下回る。 

◆賃金構造基本統計調査（平成15年）　　3月18日（厚生労働省） 

　・所定内給与額（一般労働者）は、男女計で302,100円（前年比0.2％減）と、2年連続で減少した。男女別にみると、

男性は335,500円（同0.2％減）、女性は224,200円（同0.3％増）。 

　・パートタイム労働者の1時間あたり賃金は、男性で1,003円（前年比1.2％増）、女性は893円（同0.2％増）ととも

に増加。  

◆民間主要企業年末一時金妥結状況（平成15年）　　3月18日（厚生労働省） 

　・妥結額は、対前年比1.97％増の77万1540円と2年ぶりに増加。 

◆企業活動基本調査速報（平成15年）　　3月30日（経済産業省） 

　・平成14年度における一企業当たりの常時従業者数は、前年度に比べ、正社員で2.8％減、パートタイム従業者は4.8

％増。また、派遣従業者は26.8％の増加。 

◆企業短期経済観測調査（短観）（３月）　　4月1日（木）（日本銀行） 

　・全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は製造業で12と3期連続でプラス、非製造業では5となった。 

　・雇用判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は大企業全産業で8と前期に比べ2ポイントのマイナス。 

　（※調査対象は2003年12月から新しい基準） 

最 近 の 統 計 調 査 より  

3月11日～4月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

毎月勤労統計調査～平成15年年末賞与  　　　　　　　　　　　　　3月31日（厚生労働省） 

～平均支給額7年連続の減少～ 
　平成15年の年末賞与は、428,475円、前年比1.3％減となった。主な産業についてみると、製造業1.0％増、卸売・

小売、飲食店2.3％減、サービス業2.3％減となり、製造業での増加が目立っている。 

年末賞与の増減率は、昨年の5.4%減から減少幅は縮小したものの7年連続の減少となった。 

 

情報解析部 

千円 
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最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2004.5

主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 

10,783 

10,836 

10,886 

10,927 

10,962 

10,933 

10,952 

10,947 

10,960 

10,971 

10,968 

10,968 

10,975 

10,979 

10,982 

10,967 

10,983 

10,976 

 

5,331 

5,356 

5,369 

5,331 

5,335 

5,262 

5,296 

5,312 
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829 

835 

861 
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1,012 

789 

792 

811 

803 

795 
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1,002 

1,083 

834 

807 
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340 
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359 

356 
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341 
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341 

325 
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335 

 

107.3 

103.8 

109.2 

109.6 

88.9 

90.2 

87.5 

87.0 

92.9 

92.3 

96.1 

92.7 

91.0 

87.5 

77.6 

76.5 

73.8 

- 

 

2,529,993 

2,506,804 

2,597,580 

2,768,427 

2,596,839 

2,578,948 

2,710,557 

2,925,681 

2,850,509 

2,745,950 

2,671,591 

2,518,749 

2,519,722 

2,513,230 

2,333,073 

2,224,136 

2,323,671 

2,350,837 
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6.6 

-6.2 

-5.4 

-4.3 
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-3.9 

-5.1 

-6.5 

-6.2 
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-9.6 

-8.8 

 

5.0 

-3.3 

5.2 

0.3 

-18.8 

-18.1 

-16.4 

-18.5 

-19.3 

-17.2 

-18.3 

-20.0 

-18.4 

-20.8 

-22.3 

-20.9 

-22.2 

- 

 

6,462 

6,446 

6,412 

6,330 

6,316 

6,193 

6,266 

6,306 

6,360 

6,411 

6,381 

6,361 

6,346 

6,337 

6,323 

6,307 

6,221 

6,209 

 

6,779 

6,766 

6,752 

6,689 

6,666 

6,542 

6,649 

6,691 

6,735 

6,771 

6,722 

6,693 

6,692 

6,680 

6,654 

6,607 

6,545 

6,539 

 

労働力 
人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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新規求人数 月間有効求人数 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2ヶ月前からの3ヶ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：就業者数（年）及び雇用者数（四半期）である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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所得と賃金 今月のキーワード解説 

（前情報解析課長　井嶋俊幸） 

　労働問題として「賃金」について取り上げられることがありますが、生活実感としては、「所得」の方
がなじみが深いかもしれません。統計では、所得と賃金がどのように扱われているか見てみましょう。 
　所得とは、一般に、事業や労働あるいは資産の運用によって得た収入から、それを得るのに要した経費
を差し引いた残りを言います。 
　所得を把握している統計としては、総務省「家計調査」や厚生労働省「国民生活基礎調査」などがあり
ますが、家計調査の「可処分所得」は「実収入」から税金や社会保険料などの「非消費支出」を引いたも
のです。一方、国民生活基礎調査の「所得」は税金、社会保険料など含んだものとなっており、「家計調
査」の「実収入」に近いものです。 
　これに対して、賃金とは、労働者が労働の対価として受け取る報酬であり、税込みの金額で表されるこ
とが多くなっています。 
　賃金は所得の一部分ですが、統計での表章のされかたに若干違いがあります。すなわち、所得は世帯単
位で表章されますが、賃金は個人単位で表章されます。自営業などでは、夫と妻の所得を区分して把握し
たり、家族それぞれの個人別の賃金として捉えることができないことが多くあります。このようなことか
ら所得は世帯単位で把握されます。一方、賃金は、個人ごとの賃金が記録されている賃金台帳などを基に
個人単位で把握されます。 
　代表的な賃金調査としては、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、「賃金構造基本統計調査」や国税庁「民
間給与実態統計調査」などがあります。 
　雇用者であっても、他に事業を行っていたり、資産からの収入を得ている人もいますので、雇用者に限
定したとしても、所得統計の結果と賃金統計の結果は必ずしも一致するものではありません。2003年の家
計調査によれば、勤労者世帯の月間実収入は478,096円なのに対して、勤め先収入（ほぼ賃金とみられる）
はその94.3％に当たる450,956円となっています。 
　では、所得統計で所得の内訳として把握される賃金と賃金統計で把握される賃金は同じ傾向なのでしょ
うか。できるだけ定義・属性を合わせて比べてみましょう。まず所得統計として家計調査の農林漁家世帯
を除く勤労者世帯の勤め先収入をとりあげます。家計調査では勤め先収入の他に有業人員を調べています。
勤労者世帯とは世帯主が勤労者である世帯なので必ずしも世帯員全員が勤めている者とは限りませんが、
ここでは、勤め先収入を有業人員で割って一人平均の勤め先収入を計算します。これに対応する賃金とし
て毎月勤労統計調査の現金給与総額をとりあげて、両者の増減率をグラフにしてみました。2000年の現金
給与総額が増加しているのに対し、勤め先収入が減少するなど若干の乖離が見られますが、おおよそ同じ
ような動きをしていることがわかります。 

資料：総務省統計局「家計調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
 

現金給与総額 

5.0 
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-4.0

％ 
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勤め先収入／有業人員 

（参考） 

家計調査における所得の分類 

　　　　　　　　　　　　　　　　　勤め先収入 
　　　　　　　　　　　経常収入 
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業・内職収入 
　　　　　　実収入　　　　 
収入総額　　　　　　　　　　　　　農林漁業収入 
　　　　　　　　　　　特別収入 
　　　　　　　　　　　　　　　　　他の経常収入 
　　　　　　実収入以外の収入 
 
　　　　　　繰入金 
 
毎月勤労統計調査における賃金の分類 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定内給与 
　　　　　　　　きまって支給する給与 
現金給与総額　　　　　　　　　　　　　　所定外給与 
　　　　　　　　特別に支給する給与 
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教育から職業へ 
―欧米諸国の若年就業支援策 

　
学
校
を
離
れ
て
か
ら
就
職
で
き
ず
支
援
を
求

め
て
い
る
の
は
誰
な
の
か
、
そ
の
人
た
ち
を
支

援
す
る
う
え
で
有
効
な
政
策
と
は
―
―
。
労
働

政
策
研
究
・
研
修
機
構
は
二
月
一
九
日
、
労
働

政
策
フ
ォ
ー
ラ
ム
「
教
育
か
ら
職
業
へ
―
―
欧

米
諸
国
の
若
年
就
業
支
援
政
策
の
展
開
」
を
開

催
し
た
。
「
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
」
を
修
了
し

て
も
就
職
で
き
な
い
若
者
が
問
題
に
な
っ
て
い

る
ド
イ
ツ
。
九
〇
年
代
に
入
り
体
系
的
な
支
援

に
取
り
組
み
は
じ
め
た
ア
メ
リ
カ
。
両
国
の
施

策
の
背
景
に
あ
る
社
会
事
情
や
実
績
、
課
題
に

つ
い
て
、
ド
イ
ツ
は
坂
野
慎
二
・
国
立
教
育
政

策
研
究
所
総
括
研
究
官
、
ア
メ
リ
カ
は
藤
田
晃

之
・
筑
波
大
学
助
教
授
か
ら
報
告
を
聞
き
、
日

本
の
政
策
へ
の
示
唆
を
考
え
た
。
小
杉
礼
子
・

当
機
構
副
統
括
研
究
員
が
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

を
務
め
た
。 

 

独
／
青
少
年
失
業
対
策
の
現
状
と
課
題 

 

資
格
社
会
と
い
わ
れ
る
ド
イ
ツ
。
小
学
校
に

あ
た
る
四
年
間
の
基
礎
学
校
を
修
了
す
る
と
、

①
ハ
ウ
プ
ト
シ
ュ
ー
レ
（
主
幹
学
校
）
②
実
科

学
校
③
ギ
ム
ナ
ジ
ウ
ム
―
―
の
三
つ
に
進
路
が

分
か
れ
る
。
こ
の
う
ち
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
（
学

校
と
企
業
に
お
け
る
職
業
教
育
訓
練
）
へ
進
む

の
は
、
主
に
①
②
の
コ
ー
ス
を
修
了
し
た
生
徒

と
制
度
上
は
説
明
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
実

際
の
進
路
は
流
動
的
で
、
学
校
と
資
格
が
必
ず

し
も
対
応
し
て
い
な
い
。
例
え
ば
、
ハ
ウ
プ
ト

シ
ュ
ー
レ
を
修
了
し
て
大
学
入
学
資
格
を
取
得

し
た
者
で
も
、
二
割
が
大
学
に
行
か
ず
デ
ュ
ア

ル
シ
ス
テ
ム
へ
と
コ
ー
ス
変
更
し
て
い
る
。
ま

た
、
ド
イ
ツ
で
は
卒
業
時
点
で
の
出
口
評
価
が

基
本
で
、
一
割
が
修
了
レ
ベ
ル
に
達
し
て
い
な

い
と
し
て
「
修
了
証
な
し
」
で
卒
業
し
て
い
る
。 

   

実
習
先
探

し
は
生
徒
自
身
で 

 

普
通
教
育
学
校
で
は
、
ハ
ウ
プ
ト
シ
ュ
ー
レ

を
中
心
に
職
業
準
備
と
し
て
労
働
科
と
い
う
時

間
を
設
け
て
い
る
。
一
九
六
九
年
、
連
邦
政
府

が
学
校
か
ら
職
業
へ
の
円
滑
な
移
行
を
目
的
に

導
入
し
た
職
業
指
導
の
時
間
だ
。
最
終
学
年
に

週
二
〜
三
時
間
と
、
日
本
の
「
総
合
的
な
学
習

の
時
間
」
に
比
べ
る
と
時
間
数
は
か
な
り
多
い
。 

 

職
場
訪
問
や
企
業
実
習
も
卒
業
の
前
の
年
に

二
〜
三
週
間
実
施
す
る
。
学
校
で
は
抱
え
込
ま

ず
、
労
働
局
の
職
業
情
報
セ
ン
タ
ー
（
通
称
Ｂ

Ｉ
Ｚ
）
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
特

徴
的
な
の
は
、
実
習
企
業
を
生
徒
自
身
が
探
す

点
。
ま
ず
、
同
セ
ン
タ
ー
の
職
員
が
学
校
に
二

度
出
向
き
、
職
業
紹
介
な
ど
を
通
じ
て
生
徒
と

顔
つ
な
ぎ
を
し
て
お
く
。
そ
の
後
、
実
習
先
探
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し
の
時
期
が
来
る
と
、
生
徒
は
セ
ン
タ
ー
を
訪

ね
て
す
で
に
顔
見
知
り
に
な
っ
て
い
る
職
員
に

相
談
す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。 

   

デ
ュ
ア
ル
訓
練
先
が
将
来
を
左
右 

 
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
に
進
む
と
、
職
業
学
校

と
企
業
の
二
つ
の
職
業
教
育
訓
練
を
受
け
る
。

実
は
こ
の
第
一
労
働
市
場
で
訓
練
先
を
う
ま
く

見
つ
け
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
が
生
徒
の

将
来
を
大
き
く
左
右
す
る
。
大
企
業
は
訓
練
生

受
け
入
れ
段
階
で
か
な
り
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

を
し
て
お
り
、
訓
練
修
了
後
に
そ
の
ま
ま
雇
用

さ
れ
る
割
合
も
八
割
と
高
い
。
一
方
、
中
小
企

業
は
大
企
業
で
訓
練
を
受
け
た
若
者
を
引
き
抜

く
傾
向
が
あ
り
、
定
着
率
は
五
割
を
切
る
。
ま

た
、
希
望
す
る
企
業
や
職
種
に
訓
練
席
が
見
つ

か
ら
な
か
っ
た
た
め
に
興
味
が
持
て
ず
続
か
な

い
こ
と
も
あ
る
。
訓
練
を
途
中
で
や
め
る
の
は

四
人
に
一
人
に
の
ぼ
る
。 

 

近
年
、
訓
練
開
始
年
齢
が
上
昇
傾
向
に
あ
り

、

七
〇
年
代
に
は
一
六
歳
だ
っ
た
も
の
が
〇
一
年

に
は
一
九
歳
に
。
ギ
ム
ナ
ジ
ウ
ム
か
ら
コ
ー
ス

変
更
を
経
て
入
学
す
る
者
や
訓
練
の
途
中
で
挫

折
し
、
ま
た
受
け
直
す
者
な
ど
が
い
る
か
ら
だ
。 

 

訓
練
費
用
は
、
職
業
教
育
に
つ
い
て
は
学
校

が
、
職
業
訓
練
に
つ
い
て
は
企
業
持
ち
だ
。
企

業
は
訓
練
規
則
に
従
っ
て
き
ち
ん
と
技
能
を
教

え
て
い
か
な
い
と
負
担
が
増
え
る
。
そ
の
た
め

か
、
訓
練
修
了
時
点
の
試
験
で
訓
練
生
の
九
割

近
く
が
合
格
し
て
い
る
。 
 

訓
練
席
を
提
供
す
る
企
業
は
、
五
〇
〇
人
以

上
規
模
で
八
割
だ
が
、
手
工
業
な
ど
の
小
規
模

企
業
で
は
二
社
に
一
社
と
、
規
模
に
よ
っ
て
偏

り
が
あ
る
。
現
シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
政
権
は
こ
れ
を

不
公
平
と
し
、
全
企
業
に
強
制
す
る
法
案
を
い

ま
準
備
中
だ
。
こ
れ
に
対
し
商
工
会
議
所
な
ど

が
反
対
し
て
い
る
。 

   

緊
急
対
策

で
国
が
訓
練
ポ
ス
ト
を
つ
く
る 

 

雇
用
状
況
は
、
東
西
統
一
後
の
い
わ
ゆ
る
東

ブ
ー
ム
を
経
て
九
〇
年
代
後
半
、
と
く
に
旧
東

独
で
悪
化
し
た
。
九
八
年
、
政
権
交
代
で
与
党

と
な
っ
た
社
会
民
主
党
は
、
〇
三
年
ま
で
の
時

限
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
青
少
年
失
業
削
減
の
た
め
の

緊
急
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
通
称
Ｊ
Ｕ
Ｍ
Ｐ
）
」
を
打

ち
出
し
た
。
学
校
修
了
資
格
を
持
た
な
い
者
、

旧
東
独
で
訓
練
席
を
見
つ
け
ら
れ
な
い
者
な
ど

を
対
象
と
し
た
。
そ
れ
ま
で
の
失
業
者
対
策
と

違
う
点
は
、
①
国
が
訓
練
ポ
ス
ト
を
つ
く
る
②

訓
練
席
が
少
な
い
旧
東
独
で
、
経
済
的
な
理
由

で
職
業
訓
練
に
進
む
資
格
保
有
者
を
支
援
す
る

―
―
の
二
点
だ
。
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
は

今
後
、
費
用
対
効
果
な
ど
評
価
指
標
の
開
発
が

課
題
と
な
る
だ
ろ
う
。 

   
デ
ュ
ア
ル
が
構
造
改
革
の
ネ
ッ
ク
に 

 

近
年
、
製
造
業
の
国
ド
イ
ツ
で
も
大
卒
者
が

増
え
、
訓
練
を
経
て
マ
イ
ス
タ
ー
に
な
る
価
値

や
将
来
展
望
は
揺
ら
い
で
い
る
。
ま
た
、
国
に

よ
る
需
給
調
整
に
限
界
が
見
え
て
い
る
点
も
議

論
す
る
必
要
が
あ
る
。
九
〇
年
代
の
よ
う
に
不

況
に
な
る
と
、
訓
練
席
は
市
場
原
理
に
従
っ
て

減
少
す
る
か
ら
だ
。
そ
の
ほ
か
、
デ
ュ
ア
ル
シ

ス
テ
ム
の
職
種
が
三
七
〇
に
及
ぶ
な
ど
、
細
分

化
さ
れ
た
労
働
市
場
は
構
造
改
革
の
ネ
ッ
ク
に

な
る
。
Ｅ
Ｕ
統
合
に
よ
る
労
働
者
の
移
動
が
激

化
す
る
な
か
、
硬
直
化
し
た
労
働
市
場
は
不
利

に
な
る
の
で
は
と
い
う
議
論
が
出
て
き
て
い
る
。 

  

  

米
／
学
校
の
内
と
外
で
起
き
て
い
る
こ
と 

 

移
行
期
の
「
不
安
定
度
」
が
、
高
校
中
退
者

か
ど
う
か
、
あ
る
い
は
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
か
ど
う

か
に
よ
っ
て
大
き
く
差
が
開
い
て
い
る
の
が
ア

メ
リ
カ
の
特
徴
だ
。
高
校
中
退
者
は
転
職
回
数

が
多
く
、
一
八
歳
か
ら
二
四
歳
ま
で
の
男
性
の

平
均
転
職
が
五
回
の
と
こ
ろ
中
退
者
は
八
回
に

の
ぼ
る
。
ま
た
、
中
退
者
の
転
職
回
数
を
人
種

別
に
み
る
と
、
白
人
が
八
・
一
回
に
対
し
て
ヒ

ス
パ
ニ
ッ
ク
系
は
七
・
四
回
、
黒
人
は
六
・
〇

回
と
い
う
調
査
が
あ
り
、
中
退
し
た
マ
イ
ノ
リ

テ
ィ
集
団
は
不
安
定
な
就
労
機
会
す
ら
得
に
く

い
と
い
う
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
の
よ
う
な
事
情

か
ら
、
ア
メ
リ
カ
の
若
年
者
就
業
施
策
は
社
会

的
に
不
利
な
立
場
に
置
か
れ
た
若
者
に
対
す
る

支
援
が
中
核
に
な
っ
て
い
る
。 

 

連
邦
政
策
の
法
的
基
盤
の
変
化
に
は
、
大
き

く
二
つ
の
流
れ
が
あ
る
。
八
四
年
に
成
立
し
九

〇
、
九
八
年
に
改
正
さ
れ
た
職
業
教
育
法
「
パ

ー
キ
ン
ス
法
」
と
、
九
四
〜
二
〇
〇
一
年
の
時

限
立
法
「
学
校
か
ら
職
業
へ
の
移
行
機
会
法
　

（School-to-W
ork O

pportunity Act

）」
だ
。 

 

小
・
中
・
高
校
は
一
貫
教
育
の
た
め
、
高
校

は
総
合
制
高
校
（
コ
ン
プ
リ
ヘ
ン
シ
ブ
ハ
イ
ス

ク
ー
ル
）
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
い
わ
ゆ
る

職
業
高
校
（
ボ
ケ
ー
シ
ョ
ナ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
）

は
全
米
で
二
五
〇
校
と
き
わ
め
て
少
な
い
。 

   

科
目
選
択

シ
ス
テ
ム
が
教
育
を
奪
う 

 

様
々
な
興
味
・
関
心
、
能
力
を
持
っ
た
子
ど

も
が
集
ま
る
総
合
制
高
校
に
は
、
多
様
な
選
択

科
目
の
一
環
と
し
て
職
業
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が

用
意
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
科
目
選
択
を
繰

り
返
す
う
ち
に
進
路
が
区
分
さ
れ
て
い
く
重
層 
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的
な
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
が
非
顕
在
的
に

働
い
て
い
る
。
こ
の
た
め
大
学
進
学
に
直
結
し

な
い
科
目
を
選
択
し
始
め
る
と
、
あ
と
で
進
学

に
シ
フ
ト
し
た
く
て
も
科
目
選
択
が
難
し
く
な

り
、
結
局
「
教
育
を
奪
わ
れ
た
者
た
ち（edu-

cational have-nots

）」を
生
む
と
い
う
弊
害
が

発
生
し
た
。
八
四
年
パ
ー
キ
ン
ス
法
に
よ
り
キ

ャ
リ
ア
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
重
要
性
が
再
認
識
さ
れ
、

重
層
的
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の
弊
害
を
回

避
す
る
た
め
正
規
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
核
に
計
画

的
な
進
路
指
導
の
推
進
が
う
た
わ
れ
た
。 

 

高
校
で
の
具
体
的
な
職
業
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
ひ
と
つ
に
、
テ
ッ
ク
プ
レ
ッ
プ（Tech Prep

）

制
度
が
あ
る
。
移
行
期
の
支
援
期
間
を
高
校
卒

業
ま
で
と
せ
ず
、
次
に
進
学
し
た
教
育
機
関
で

の
二
年
間
も
あ
わ
せ
た
四
年
間
を
一
貫
教
育
と

し
て
有
機
的
に
接
続
さ
せ
、
ほ
お
っ
て
お
け
ば

大
学
に
は
行
け
な
い
、
あ
る
い
は
行
か
な
い
子

ど
も
た
ち
の
学
習
意
欲
を
刺
激
す
る
こ
と
で
、

そ
の
先
に
つ
づ
く
学
習
に
つ
な
げ
て
い
こ
う
と

い
う
も
の
だ
。 

 

二
〇
世
紀
半
ば
以
降
、
定
着
し
て
い
る
の
が

ジ
ョ
ブ
シ
ャ
ド
ウ
と
い
う
、
中
学
校
の
後
半
あ

る
い
は
高
校
の
早
い
時
期
に
実
施
さ
れ
る
キ
ャ

リ
ア
探
索
活
動
だ
。
ひ
と
り
の
職
業
人
を
一
、

二
日
間
観
察
す
る
と
い
う
体
験
学
習
に
よ
っ
て

職
業
人
の
「
働
き
様
」
に
触
れ
、
自
ら
の
関
心

や
興
味
を
再
吟
味
す
る
き
っ
か
け
を
提
供
す
る
。

そ
の
他
、
全
米
で
一
一
〇
〇
カ
所
ほ
ど
あ
る
地

域
職
業
教
育
セ
ン
タ
ー
で
は
、
総
合
制
高
校
で

は
指
導
が
難
し
い
技
能
訓
練
科
目
な
ど
を
集
約

し
、
開
設
し
て
い
る
。
必
要
な
科
目
を
同
一
学

校
区
内
の
複
数
の
高
校
や
セ
ン
タ
ー
で
学
べ
る

よ
う
時
間
割
を
学
区
単
位
で
組
ん
で
あ
る
。 

 

   

中
退
者

に
学
校
か
ら
ア
プ
ロ
ー
チ 

 

高
校
中
退
者
へ
の
就
職
支
援
に
は
ど
ん
な
も

の
が
あ
る
か
。
卒
業
資
格
取
得
制
度
と
し
て
は
、

一
六
歳
以
上
の
高
校
中
退
者
を
対
象
と
す
る
Ｇ

Ｅ
Ｄ
（
一
般
教
育
発
達
テ
ス
ト
）
、
二
一
歳
以

上
の
高
校
中
退
者
を
対
象
と
す
る
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｐ
（
全

米
外
部
卒
業
証
明
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
の
二
つ
が
あ

げ
ら
れ
る
。
ま
た
、
学
校
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ

と
し
て
Ｊ
Ａ
Ｇ
（Job for Am

erica's G
radu-

ates

）
が
非
常
に
効
果
を
あ
げ
て
い
る
。
非
営

利
法
人
の
認
定
を
受
け
た
専
門
家
が
校
内
に
常

駐
し
、
在
学
生
へ
の
中
退
予
防
や
就
職
支
援
を

し
な
が
ら
中
退
者
に
ア
プ
ロ
ー
チ
し
、
高
卒
資

格
の
取
得
や
就
業
継
続
を
支
援
す
る
プ
ロ
グ
ラ

ム
だ
。
中
退
者
に
学
校
が
ま
だ
見
捨
て
て
い
な

い
こ
と
を
認
識
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
。 

 

そ
の
他
、
九
四
年
に
創
設
さ
れ
た
連
邦
労
働

省
直
轄
の
寄
宿
制
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
ジ
ョ
ブ
・

コ
ア
も
実
績
を
あ
げ
て
い
る
。
全
米
で
一
一
八

カ
所
に
セ
ン
タ
ー
が
あ
り
、
現
在
、
年
間
七
万

人
に
の
ぼ
る
一
八
歳
前
後
の
若
者
が
住
居
・
家

庭
環
境
か
ら
離
れ
、
平
均
七
カ
月
間
の
職
業
訓

練
を
受
け
て
い
る
。
入
寮
費
を
含
む
経
費
は
連

邦
予
算
で
ま
か
な
わ
れ
、
参
加
者
に
は
小
遣
い

ま
で
支
給
さ
れ
る
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
に
よ
っ

て
技
能
の
習
得
や
高
校
資
格
取
得
だ
け
で
な
く

経
済
的
安
定
も
得
ら
れ
る
と
い
う
も
の
だ
。 

   

就
業
支
援

に
基
礎
学
力
向
上
も
要
求 

 

落
ち
こ
ぼ
れ
て
し
ま
っ
た
生
徒
に
も
、
就
職

に
当
た
っ
て
、
か
つ
て
な
い
ほ
ど
に
高
レ
ベ
ル

の
読
解
力
や
数
学
的
知
識
・
技
能
、
問
題
解
決

能
力
な
ど
の
基
礎
学
力
が
求
め
ら
れ
る
時
代
に

な
っ
た
。
〇
四
年
の
「
一
人
も
落
ち
こ
ぼ
さ
な

い
（N

o C
hild Left B

ehind

）
法
」
の
よ
う

に
、
で
き
る
者
と
で
き
な
い
者
と
の
ギ
ャ
ッ
プ

解
消
を
目
的
と
し
た
現
在
の
教
育
法
は
、
職
業

教
育
に
基
礎
学
力
の
向
上
も
要
求
し
は
じ
め
て

い
る
。
現
在
の
学
力
向
上
主
義
が
続
く
か
ど
う

か
予
測
は
難
し
い
が
、
職
業
機
能
の
み
に
焦
点

を
あ
て
た
ア
メ
リ
カ
の
若
年
就
業
支
援
は
大
き

な
転
換
期
を
迎
え
て
い
る
と
い
え
る
。 

 

◆
　
　
　
◆
　
　
　
◆
　
　
　
◆ 

  

ま
と
め
／
継
続
性
持
つ
総
合
的
施
策
が
必
要 

 

学
校
に
行
っ
て
い
な
い
、
仕
事
も
家
事
も
し

て
い
な
い
、
つ
ま
り
何
も
し
て
い
な
い
若
者
の

割
合
は
、
学
校
を
出
て
一
年
目
に
あ
た
る
一
九

歳
と
二
三
歳
で
二
つ
の
山
を
つ
く
る
。
新
規
学

卒
者
を
一
括
採
用
す
る
日
本
の
移
行
プ
ロ
セ
ス

が
崩
壊
し
た
い
ま
、
移
行
シ
ス
テ
ム
の
大
改
革

が
必
要
だ
と
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
小
杉
礼

子
・
当
機
構
副
統
括
研
究
員
は
ま
と
め
た
。 

 

学
卒
後
の
採
用
か
ら
も
れ
な
い
よ
う
若
者
の

力
を
つ
け
る
た
め
に
キ
ャ
リ
ア
教
育
は
重
要
だ
。

移
行
が
困
難
な
層
に
関
し
て
は
、
ま
ず
失
業
の

危
機
に
瀕
し
て
い
て
最
も
支
援
を
求
め
て
い
る

の
は
誰
な
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
。
そ
の
上
で

日
本
社
会
の
将
来
像
、
教
育
の
あ
り
方
な
ど
を

踏
ま
え
、
必
要
な
人
に
届
き
う
る
、
総
合
的
か

つ
継
続
性
を
持
っ
た
対
策
を
講
じ
る
べ
き
だ
と

指
摘
し
た
。 
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東
京
経
営
者
協
会
が
昭
和
四
八
年
（
一
九
七

三
年
）か
ら
実
施
し
て
い
る
「
経
営
労
務
相
談

室
」。
現
在
、
毎
週
火
・
木
曜
日
は
、
経
営
法

曹
会
議
に
所
属
す
る
弁
護
士
が
交
代
で
会
員
企

業
の
人
事
労
務
問
題
等
の
相
談
に
応
じ
て
い
る
。

同
会
議
の
常
任
幹
事
と
事
務
局
次
長
を
務
め
る

加
茂
善
仁
弁
護
士
は
、
一
二
年
前
か
ら
こ
の
活

動
に
携
わ
っ
て
い
る
。 

 
「
相
談
者
に
と
っ
て
都
合
の
悪
い
話
も
あ
る

。

話
し
や
す
い
雰
囲
気
づ
く
り
を
し
て
、
本
音
の

部
分
を
引
き
出
し
た
う
え
で
処
方
箋
を
書
く
の

が
コ
ツ
で
す
」 

 

最
近
の
内
容
は
、
「
ご
時
世
を
反
映
し
て
か

、

リ
ス
ト
ラ
や
解
雇
が
ら
み
が
多
い
」。
事
業
を

縮
小
・
ス
リ
ム
化
す
る
際
の
整
理
解
雇
の
手
順

を
聞
い
て
く
る
ス
ト
レ
ー
ト
な
質
問
や
、
即
戦

力
と
し
て
中
途
採
用
し
た
中
高
年
管
理
職
が
、

期
待
通
り
の
成
果
を
上
げ
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら

く
る
契
約
打
切
の
可
否
な
ど
、
解
雇
を
め
ぐ
る

様
々
な
悩
み
を
打
ち
明
け
て
く
る
。
こ
う
し
た

相
談
に
対
し
、
「
解
雇
回
避
の
努
力
義
務
を
怠

っ
て
い
な
い
か
の
確
認
か
ら
始
め
て
、
極
力
、

解
雇
は
回
避
す
る
こ
と
を
基
本
に
」
ア
ド
バ
イ

ス
す
る
。 

 

近
頃
、
特
に
増
え
て
い
る
の
が
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
問
題
。
「
体
調
を
崩
し
て
休
職
し
、
休
職

期
間
満
了
を
間
近
に
控
え
た
人
が
『
軽
作
業
な

ら
ば
復
職
・
勤
務
可
』
と
の
主
治
医
の
診
断
書

を
持
っ
て
く
る
ケ
ー
ス
が
目
立
つ
が
、
こ
の
診

断
書
の
読
み
方
が
非
常
に
難
し
い
」
と
眉
を
曇

ら
せ
る
。 

 

精
神
科
の
医
師
は
、
職
業
生
活
の
中
で
リ
ハ

ビ
リ
を
兼
ね
て
治
し
て
い
く
と
の
観
点
か
ら
、

会
社
が
あ
る
程
度
面
倒
を
見
る
こ
と
を
前
提
に

診
断
書
を
書
く
。
な
か
に
は
、
期
間
満
了
に
伴

う
退
職
を
避
け
た
い
本
人
の
希
望
で
、
こ
う
し

た
処
置
を
施
し
て
い
る
可
能
性
も
否
定
で
き
な

い
だ
ろ
う
。
と
は
い
え
、
今
は
企
業
も
人
員
削

減
を
進
め
、
ぎ
り
ぎ
り
の
状
態
で
事
業
運
営
し

て
い
る
。
特
定
社
員
の
短
時
間
勤
務
が
長
引
け

ば
、
社
内
全
体
の
モ
ラ
ー
ル
低
下
に
つ
な
が
り

か
ね
な
い
し
、
復
職
し
た
人
が
事
故
を
起
こ
せ

ば
「
安
全
配
慮
義
務
違
反
」
に
問
わ
れ
る
と
の

不
安
も
頭
を
よ
ぎ
る
。 

 

あ
る
金
融
系
の
会
社
か
ら
、
債
務
者
と
の
折

衝
を
担
当
す
る
中
堅
社
員
の
心
因
性
疾
患
に
伴

う
復
職
の
相
談
を
受
け
た
。
仕
事
の
内
容
な
ど

を
聞
く
う
ち
に
「
思
い
切
っ
て
仕
事
を
変
え
、

転
身
を
図
っ
た
方
が
本
人
に
と
っ
て
よ
い
結
果

が
で
る
の
で
は
な
い
か
？
」
と
強
く
感
じ
た
。

心
因
性
の
病
気
は
環
境
や
ス
ト
レ
ス
が
大
き
な

要
因
と
さ
れ
る
。
復
職
が
危
惧
さ
れ
る
人
は
、

こ
の
よ
う
な
働
き
盛
り
が
多
い
。
仕
事
の
ス
ト

レ
ス
の
影
響
が
い
か
に
大
き
い
か
を
物
語
っ
て

い
る
。 

 

こ
ん
な
と
き
は
「
ま
ず
医
者
に
会
っ
て
、
治

癒
の
状
況
等
、
診
断
書
の
中
味
を
確
認
す
る
べ

き
だ
」
と
助
言
す
る
。
そ
の
上
で
、
復
職
さ
せ

る
際
に
は
、
「
通
常
勤
務
を
前
提
に
決
め
て
い

る
賃
金
等
の
条
件
を
、
リ
ハ
ビ
リ
期
間
中
に
ど

う
す
る
か
。
期
間
と
処
遇
、
考
課
上
の
反
映
な

ど
の
対
応
を
個
別
で
行
う
か
、
会
社
内
で
制
度

化
し
た
ら
い
い
」
。
こ
う
し
た
取
り
決
め
を
本

人
納
得
の
上
で
す
す
め
る
よ
う
、
念
押
し
し
て

い
る
。 

 

年
功
中
心
の
人
事
処
遇
制
度
を
成
果
主
義
的

な
制
度
に
見
直
す
動
き
が
進
み
つ
つ
あ
る
。
会

社
分
割
な
ど
企
業
の
組
織
再
編
に
伴
う
処
遇
変

更
の
相
談
が
く
る
の
も
最
近
の
傾
向
だ
。
「
会

社
分
割
は
、
従
来
の
人
件
費
構
造
で
は
会
社
が

も
た
な
い
か
ら
実
施
す
る
。
現
実
問
題
と
し
て
、

事
前
に
成
果
・
能
力
を
重
視
し
た
人
事
処
遇
に

合
わ
せ
る
よ
う
な
手
続
き
を
労
使
双
方
で
と
っ

て
お
く
」
な
ど
実
務
的
な
助
言
を
す
る
。
雇
用

を
き
ち
ん
と
確
保
す
る
代
わ
り
、
労
働
条
件
に

つ
い
て
は
、
年
功
型
を
成
果
主
義
的
な
も
の
に

変
え
て
い
く
。
頑
張
っ
た
人
に
報
い
る
処
遇
が

で
き
る
な
ら
、
組
合
の
理
解
も
得
ら
れ
る
と
の

発
想
だ
。 

 

「
法
の
理
念
を
大
切
に
し
つ
つ
、
現
実
的
に

労
使
が
納
得
し
、
同
意
す
る
よ
う
な
解
決
策
を

見
つ
け
て
、
ア
ド
バ
イ
ス
し
て
い
き
た
い
」
と

考
え
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
新
井
栄
三
） 
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各
地
の
学
窓
か
ら
 

地
労
委
現
場
か
ら
 

労
組
法
改
正
案
を
み
る
 

野
田
　
進
　
 

（
九
州
大
学
大
学
院
法
学
研
究
院
教
授
） 

福　岡 

Business Labor Trend  2004.5

　
労
働
委
員
会
の
改
革
を
骨
子
と
す
る
労
働

組
合
法
の
改
正
法
案
が
、
三
月
一
〇
日
付
で

発
表
さ
れ
た
。
不
当
労
働
行
為
の
審
査
期
間

の
長
期
化
が
著
し
い
こ
と
、
行
政
訴
訟
で
労

委
命
令
に
対
す
る
取
消
率
が
高
い
こ
と
等
が

「
問
題
」
で
あ
り
、
審
査
の
迅
速
化
お
よ
び

的
確
化
の
必
要
が
あ
る
と
し
て
、
審
査
手
続

き
お
よ
び
審
査
体
制
の
整
備
を
目
的
と
し
て

行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
改
正
点
の
概
要
は
、

①
労
働
委
員
会
は
審
査
開
始
前
に
審
査
計
画

を
作
成
す
る
こ
と
②
証
人
の
出
頭
や
物
件
の

提
出
命
令
等
に
よ
り
迅
速
・
的
確
な
事
実
認

定
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
③
一
部
公
益

委
員
に
よ
る
合
議
体
に
よ
る
審
査
が
で
き
る

よ
う
に
す
る
こ
と
④
都
道
府
県
労
働
委
員
会

（
地
方
労
働
委
員
会
よ
り
名
称
変
更
）
の
委

員
定
数
に
つ
き
条
例
に
よ
る
増
減
が
で
き
る

よ
う
に
す
る
こ
と
⑤
和
解
を
促
進
し
、
和
解

調
書
に
債
務
名
義
と
し
て
の
効
力
を
認
め
る

こ
と
―
―
な
ど
で
あ
る
。 

　
司
法
制
度
改
革
の
動
き
（
労
働
審
判
制
度

の
推
移
）
を
に
ら
み
な
が
ら
、
数
年
間
全
国

の
労
働
委
員
会
を
あ
げ
て
論
議
さ
れ
た
も
の

が
集
大
成
さ
れ
た
わ
け
で
あ
る
が
、
そ
の
割

に
は
、
小
規
模
の
改
革
案
に
と
ど
ま
っ
た
と

い
う
印
象
を
免
れ
な
い
。
と
く
に
、
全
国
の

公
労
使
の
委
員
を
巻
き
込
ん
で
各
立
場
か
ら

大
論
争
し
た
観
の
あ
る
、
不
当
労
働
行
為
審

査
の
審
級
省
略
問
題
に
つ
い
て
、
法
案
で
は

ま
っ
た
く
着
手
さ
れ
な
い
の
は
意
外
で
あ
る
。 

　
私
は
、
福
岡
県
地
方
労
働
委
員
会
に
お
い

て
、
一
九
八
四
年
八
月
か
ら
五
期
一
〇
年
に

わ
た
り
公
益
委
員
に
就
任
し
、
昨
年
任
務
を

終
え
た
。
福
岡
県
地
労
委
は
、
委
員
数
の
規

模
（
各
側
九
名
）
や
事
件
数
（
最
近
五
年
の

新
規
申
立
件
数
は
平
均
で
九
・
六
件
）
に
お

い
て
、
ほ
ぼ
中
堅
の
委
員
会
で
あ
る
。
私
個

人
と
し
て
は
、
一
〇
年
間
で
一
三
件
（
係
属

一
件
を
含
む
）
の
審
査
事
件
を
担
当
し
、
一

二
件
の
終
結
区
分
は
、
命
令
四
件
、
無
関
与

和
解
二
件
、
関
与
和
解
四
件
、
取
下
二
件
で

あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
平
均
処
理
日
数
は
、
四

七
六
・
二
日
で
あ
り
（
命
令
・
決
定
の
事
件

だ
け
で
は
平
均
五
七
四
・
五
日
）
、
あ
る
大

規
模
の
難
事
件
を
担
当
し
た
分
だ
け
、
福
岡

県
地
労
委
の
平
均
処
理
日
数
よ
り
長
い
が
、

全
国
平
均
か
ら
す
れ
ば
迅
速
な
方
だ
と
思
っ

て
い
る
（
な
お
、
調
整
事
件
を
一
〇
年
間
で

二
八
件
担
当
し
て
い
る
）
。 

　
さ
て
、
今
回
の
労
組
法
改
正
案
だ
が
、
以

上
の
福
岡
地
労
委
で
の
委
員
経
験
か
ら
す
れ

ば
、
審
査
期
間
が
長
期
化
し
て
「
問
題
」
で

あ
る
と
す
る
認
識
に
は
、
や
や
違
和
感
を
感

じ
る
。
不
当
労
働
行
為
事
件
の
実
態
は
実
に

多
様
で
あ
る
。
団
交
拒
否
事
件
の
よ
う
な
ケ

ー
ス
は
、
迅
速
な
処
理
こ
そ
が
重
要
で
、
和

解
・
取
下
げ
に
導
く
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

他
方
、
使
用
者
が
少
数
組
合
と
敵
対
し
た
こ

と
に
よ
る
不
利
益
取
扱
い
事
件
な
ど
で
は
、

ま
っ
た
く
別
の
様
相
が
生
じ
る
。
申
立
人
組

合
に
と
っ
て
、
不
当
労
働
行
為
事
件
と
し
て

係
争
す
る
こ
と
自
体
が
、
主
要
な
闘
争
手
段

で
あ
り
、
存
立
基
盤
に
さ
え
な
る
。
使
用
者

側
に
と
っ
て
も
、
調
査
審
問
の
場
は
一
定
の

秩
序
を
保
ち
つ
つ
労
働
組
合
と
の
意
思
疎
通

を
図
る
場
で
あ
り
、
良
好
な
関
係
を
育
成
す

る
た
め
の
絶
好
の
場
と
な
る
こ
と
も
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
場
合
、
労
使
当
事
者
が
必
ず
し

も
迅
速
な
「
解
決
」
を
望
ん
で
い
な
い
こ
と

も
少
な
く
な
い
。
時
間
を
か
け
て
付
き
合
い
、

労
使
の
対
話
と
説
得
の
場
を
提
供
す
る
の
も
、

不
当
労
働
行
為
制
度
の
重
要
な
役
割
で
あ
る
。 

 

各
地
労
委
の
置
か
れ
た
事
情
に
よ
っ
て
、

た
し
か
に
認
識
や
危
機
感
に
相
違
が
あ
る
で

あ
ろ
う
、
し
か
し
、
「
迅
速
化
」
の
た
め
の

制
度
構
築
は
、
そ
れ
自
体
を
自
己
目
的
化
す

る
の
で
は
な
く
、
事
件
の
タ
イ
プ
ご
と
に
メ

リ
ハ
リ
を
つ
け
た
議
論
が
必
要
で
あ
り
、
そ

れ
を
前
提
に
大
胆
な
改
革
を
お
願
い
し
た
い
。 

  

野
田
　
進
（
の
だ
・
す
す
む
） 

 

九
州
大
学
大
学
院
法
学
研
究
院
教
授
、
労

働
法
専
攻
。
主
な
著
書
に『
労
働
法
の
世
界

（
第
五
版
）』（
共
著
、
二
〇
〇
三
年
）
な
ど
。 
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私　の　こ　の　一　冊 

『現代のヨーロッパ哲學』 

P r o f i l e

鈴木俊男 
（すずき・としお） 
日本経団連国際協力センター専務理事 
（ＩＬＯ使用者側理事） 

J . M .ボヘンスキー著　桝田啓三郎訳  
岩波現代叢書　（1956年発行） 

1935年、東京生まれ。大学卒業後ドイツ留学を経て、63年アジア生産性機構（APO）に
入職。79年に日本経営者団体連盟に転じ、国際部長、国際協力センター所長などを歴任、
94年の財団法人日経連国際協力センター発足にともない現職。94年からILO使用者側理事
を務める。 

 

「
私
の
こ
の
一
冊
」
の
題
か
ら
、
実

は
「
私
に
と
っ
て
の
こ
の
一
冊
」
は
ど

れ
か
な
と
迷
っ
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
迷

い
の
原
因
に
、
中
学
一
年
の
と
き
の
経

験
が
あ
る
。
全
校
挙
げ
て
「
読
書
は
多

読
か
、
精
読
か
」
の
丸
一
日
を
か
け
て

の
討
論
会
が
あ
り
、
私
は
「
多
読
派
」

の
弁
士
に
選
ば
れ
た
。
一
年
生
か
ら
三

年
生
ま
で
各
学
年
三
名
づ
つ
各
派
そ
れ

ぞ
れ
九
名
。
「
多
読
派
の
弁
論
」
に
加

わ
っ
た
一
年
生
の
私
は
、
未
だ
子
供
じ

み
た
準
備
し
か
出
来
な
か
っ
た
。
終
戦

（
小
学
校
四
年
の
時
）
直
後
で
、
墨
で

黒
く
塗
ら
れ
た
教
科
書
し
か
な
か
っ
た
。

東
京
の
実
家
も
空
襲
で
焼
け
て
し
ま
い
、

本
ら
し
い
本
は
家
に
も
無
く
、
「
本
に

飢
え
て
い
た
」
私
は
当
時
ア
プ
リ
オ
リ

に
多
読
派
で
あ
っ
た
。 

　
こ
の
経
験
は
自
己
形
成
に
少
な
か
ら

ず
影
響
を
与
え
た
。
多
読
を
旨
と
し
て
、

少
年
期
、
思
春
期
に
は
小
説
、
伝
記
、

歴
史
物
等
、
実
に
多
く
の
本
を
読
み
漁

っ
た
。 

　
今
で
も
心
に
残
る
も
の
に
『
聖
書
』

が
あ
る
。
ま
だ
戦
後
の
厳
し
い
生
活
が

続
い
て
い
る
頃
、
夏
休
み
に
医
学
生
の

兄
が
疎
開
先
の
実
家
に
戻
っ
て
来
た
。

そ
の
時
、
「
お
茶
ノ
水
の
駅
前
で
貰
っ

た
」
と
言
っ
て
、
大
き
な
リ
ュ
ッ
ク
サ

ッ
ク
か
ら
出
し
て
私
に
く
れ
た
本
で
あ

る
。
兄
に
貰
っ
た
本
と
思
い
、
大
切
に

し
な
が
ら
読
ん
だ
が
、
難
解
で
あ
っ
た
。

神
の
子
と
し
て
の
キ
リ
ス
ト
の
言
行
一

致
に
心
を
引
か
れ
た
。
「
不
思
議
な
人

が
居
た
も
の
だ
」
と
思
っ
て
い
た
。
し

か
し
、
教
会
が
そ
れ
を
継
承
し
て
今
日

に
至
る
と
い
う
こ
と
は
、
そ
の
頃
知
る

由
も
な
か
っ
た
し
、
教
会
に
行
く
と
い

う
行
動
に
は
駆
り
立
て
ら
れ
な
か
っ
た
。 

　
行
動
に
走
ら
せ
た
本
に
巡
り
会
っ
た

の
は
高
校
二
年
生
の
と
き
で
あ
る
。
そ

れ
は
岩
波
文
庫
の
『
ト
ム
・
ブ
ラ
ウ
ン

の
学
校
生
活
』
だ
。
イ
ギ
リ
ス
の
パ
ブ

リ
ッ
ク
・
ス
ク
ー
ル
の
名
門
ラ
グ
ビ
ー

校
で
の
寮
生
活
か
ら
「
紳
士
」
が
形
成

さ
れ
、
同
時
に
サ
ッ
カ
ー
・
フ
ッ
ト
ボ

ー
ル
の
試
合
の
中
か
ら
「
ラ
グ
ビ
ー
・

フ
ッ
ト
ボ
ー
ル
」
が
発
生
し
て
い
っ
た

過
程
の
記
述
が
あ
る
。
紳
士
に
憧
れ
を

覚
え
た
私
は
担
任
の
先
生
の
反
対
を
押

し
切
っ
て
、
ラ
グ
ビ
ー
部
に
入
部
し
た
。

ラ
グ
ビ
ー
生
活
を
エ
ン
ジ
ョ
イ
し
た
の

も
、
「
英
国
紳
士
と
は
」
と
い
う
こ
と

に
つ
い
て
仲
間
と
語
り
合
え
た
か
ら
で

あ
っ
た
。 

　
と
こ
ろ
が
、
大
学
受
験
に
失
敗
し
、

個
の
確
立
に
焦
る
よ
う
に
な
っ
て
い
っ

た
。
そ
の
頃
に
巡
り
会
っ
た
本
が
、『
現

代
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
哲
学
』（
岩
波
現
代
叢

書
）
で
あ
る
。
知
識
欲
は
充
分
満
足
さ

せ
て
も
ら
っ
た
が
、
そ
れ
よ
り
も
重
大

な
こ
と
は
神
の
存
在
と
、
人
は
ス
ピ
リ

チ
ュ
ア
ル
な
存
在
だ
と
強
調
す
る
大
切

さ
に
気
付
か
さ
れ
た
。
落
ち
着
き
を
求

め
て
、
カ
ト
リ
ッ
ク
生
活
を
選
択
す
る

に
至
っ
た
の
で
あ
る
。 

　
「
私
の
こ
の
一
冊
」
と
は
変
化
す
る

自
己
生
成
過
程
で
多
様
な
本
が
各
論
を

構
成
す
る
大
き
な
本
か
ら
成
り
立
っ
て

い
る
様
な
気
が
し
て
な
ら
な
い
。 
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BOOK新刊ピックアップ・労働図書館／資料センター受け入れ図書 

 BOOK新刊ピックアップ 

『変わる働き方とキャリア・デザイン』 
東京大学教授／佐藤博樹 編著 
（勁草書房、本体2,600円） 

 

『現場発  スローな働き方と出会う』 
都留文化大学教員／田中夏子 

 ワーカーズコープアスラン／杉村和美 著 
（岩波書店、本体2,000円） 

『ニッポンの課長』 
作家／重松  清 著 

（日経ＢＰ社、本体1,500円） 

　90年代以降、いわゆる非典型的な働き方
が増加しているという。過去にも、臨時工、
社外工や家族従業者、内職など多様な働き
方は存在していた。しかし、今日の問題は、
典型に対する非典型の割合の増大だという。
もし、その増大が、可能な選択肢の中から
自発的に選びとった結果であれば望ましい
ことであろう。だが、現在の社会経済体制上、
やむをえず選ばざるをえないものが相当数
を占めるのであれば、大きな政策課題である。
本書は、綿密なアンケート調査に基づき非
典型労働の現状を分析し、就業形態にかか
わる多くの政策課題を析出している。 

　小説家が労働を哲学的に考察するノンフ
ィクションの著作は以前にも散見された。
しかし、書斎の中で思索を深めるのではなく、
プロの表現者として、労働などの社会問題
をルポルタージュする著作は、小説家の新
しい活躍の場を開くものであろう（村上春
樹『アンダーグラウンド』、村上龍『13歳の
ハローワーク』など）。本書も、家族小説の
第一人者である著者による多様な業界のニ
ッポンの課長21人の列伝である。著者のま
えがきのとおり、おのおのの持ち場で一途
に努力する課長の姿にホロリとさせられる
とともに、明日の活力も湧かせてもらえる
作品となっている。 

　多くの人間にとって、働くことが生きる
ことの主要部分を占めている現在、多くの
人が生きにくさを感じている、その原因は
まず働き方に求めなければならない。世界
規模の大競争の時代、効率（早さ）が最優
先される中で、仕事の質へのこだわり、地
域や職場の人とのつながりなどを切り捨て
ざるをえないとすれば、生きることそれ自
体の質も、大きく損なわれることになるで
あろう。市場や効率一辺倒でないもうひと
つの働き方を労働者事業体や農村、ワーカ
ーズコレクティブなどの現場に求めている
本書は、仕事の質の再興に大きなヒントを
与えている。 

労働図書館／資料センター受け入れ図書 
（200４年３月に当機構資料センターが収蔵したおもな図書） 

平成１４年産業労働事情調査結果報告書／厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課（厚生労働省大臣官房統計情報部） 
平成１５年就労条件総合調査報告／厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課（厚生労働省大臣官房統計情報部） 
平成１４雇用動向調査報告／厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課（厚生労働省大臣官房統計情報部） 
退職・転職を考えたらこの１冊［改訂版］／岡田良則（自由国民社・本体価格1,500円） 
変わる働き方とキャリア・デザイン／佐藤博樹（勁草書房・本体価格2,600円） 
神戸港強制連行の記録／神戸港における戦時下朝鮮人・中国人強制連行を調査する会（明石書店・本体価格4,500円） 
大学生の就職と採用／永野仁（中央経済社・本体価格2,600円） 
労働市場の規制緩和を検証する／G.エスピン＝アンデルセン・マリーノ＝レジーニ（青木書店・本体価格4,800円） 
国際労働移動のマクロ経済学分析／島田章（五絃舎・本体価格2,400円） 
21世紀の評価制度／廣石忠司・福谷正信・八代充史（社会経済生産性本部生産性労働情報センター・本体価格2,000円） 
人事マネジメントハンドブック／人事マネジメントハンドブック制作委員会（日本労務研究会・本体価格35,000円） 
海外人的資源管理の理論と実際／大泉常長（文眞堂・本体価格2,800円） 
日本型成果主義の基盤　職能資格制度［改訂５版］／楠田丘（経営書院・本体価格2,300円） 
「最強の管理者」ならこう考える／笠巻勝利（ＰＨＰ研究所・本体価格1,300円） 
ＥＳＯＰ-株価資本主義の克服／本山美彦（シュプリンガー・フェアラーク東京・本体価格2,400円） 
安全衛生年鑑　平成１５年版／中央労働災害防止協会（中央労働災害防止協会・本体価格4,000円） 
労働組合・非営利団体の会計と税金Ｑ＆Ａ／坂根利幸・根本守（大月書店・本体価格1,800円） 
リストラ・倒産対応マニュアル／全日本金属情報機器労働組合（学習の友社・本体価格1,524円） 
介護福祉士になろう／ＡＳＴＲＡ医療福祉研究グループ（オーエス出版・本体価格1,300円） 
転職生活／白梅紅子（グラフ社・本体価格1,000円） 
ニッポンの課長／重松清（日経ＢＰ社・本体価格1,500円） 
会社経営と取締役の責任／亀山孟司（成文堂・本体価格4,500円） 
労働紛争解決実務講義／河本毅（日本法令・本体価格3,810円） 
民事訴訟法［第３版］／伊藤眞（有斐閣・本体価格5,000円） 
Ｑ＆Ａ新仲裁法解説／出井直樹・宮岡孝之（三省堂・本体価格2,000円） 
就業規則からみた労働法／大内伸哉（日本法令・本体価格2,667円） 
改正　労働基準法　実務解説／労働法令研究会（労働法令協会・本体価格1,524円） 
地方公務員制度［第７次改訂版］／坂弘ニ（学陽書房・本体価格1,500円） 

アジアのソーシャル・セーフティネット／一橋大学経済研究所経済制度研究センター（勁草書房・本体価格4,000円） 
社会保障法［第２版］／加藤智章・菊池馨実・倉田聡・前田雅子（有斐閣・本体価格2,000円） 
介護をこえて／浜田きよ子（日本放送出版協会・本体価格870円） 
高齢者福祉の基本体系／井村圭壯・相澤譲治（勁草書房・本体価格2,400円） 
2004年版福祉の仕事ガイドブック／川村匡由（中央法規出版・本体価格1,600円） 
家族介護と高齢者虐待／山田祐子（一橋出版・本体価格1,100円） 
第一線の介護職員がみた､ふれた、感じたスウェーデン高齢者ヘルスケア事情／湖山泰成（日本医学出版・本体価格2,500円） 
私はソーシャルワーカー／杉本貴代栄・須藤八千代（学陽書房・本体価格2,300円） 
変革期の企業年金／山上賢一・土屋明洋（丸善京都出版サービスセンター・本体価格839円） 
地域産業創生と創造的中小企業／中村良平・江島由裕（大学教育出版・本体価格3,000円） 
欧州モデルの経営革新／織畑基一・織畑涼子（プレジデント社・本体価格1,800円） 
GOODNESS／日本プラントメンテナンス協会（日本プラントメンテナンス協会・本体価格1,800円） 
企業家精神と地域経済／井口富夫（日本評論社・本体価格4,800円） 
経済学思考の技術／飯田泰之（ダイヤモンド社・本体価格2,000円） 
マクドナルド化と日本／ジョージ＝リッツァ（ミネルヴァ書房・本体価格3,500円） 
［新訳］新しい現実／P.F.ドラッカー（ダイヤモンド社・本体価格1,700円） 
インセンティブ設計の経済学／伊藤秀史・小佐野広（勁草書房・本体価格3,800円） 
隅谷三喜男著作集　第８巻／隅谷三喜男（岩波書店・本体価格7,000円） 
〈節度の経済学〉の時代／内橋克人（朝日新聞社・本体価格1,400円） 
私のなかのアジア／渡辺利夫（中央公論新社・本体価格2,200円） 
ゆとり教育から個性浪費社会へ／岩木秀夫（筑摩書房・本体価格720円） 
経済学という教養／稲葉振一郎（東洋経済新報社・本体価格2,000円） 
スティグリッツ　公共経済学（下）／J.E.スティグリッツ（東洋経済新報社・本体価格4,300円） 
東アジアの現状と展望／日中経済社会国際シンポジウム実行委員会（九州大学出版会・本体価格3,800円） 
ロンドン金融街で学んだイギリス式仕事と人生の絶妙な知恵／渡辺幸一（河出書房新社・本体価格1,500円） 
ジャック・ウェルチに学んだ　仕事の流儀／ロザンヌ＝バドゥスキー／ロジャー＝ギティンズ（サンマーク出版・本体価格1,900円） 
社会科学のリサーチ・デザイン／Ｇ．キング・Ｒ．Ｏ．コヘイン・Ｓ．ヴァーバ（勁草書房・本体価格3,800円） 
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編集後記 

　前号で特集した「春闘」で労働側が目標としてい

たのは、「ヨーロッパなみ賃金」。それをほぼ達成

した認識が背後にあってか、一律○○％といった横

並び要求は影をひそめた。 

 賃金水準には遅れたが、労働時間も先進的な独・

仏レベルには及ばないものの、米・英とほぼ肩を並

べる年間総実労働時間１９００時間台まで低下。働き過

ぎが膨大な貿易黒字を生み出しているとの批判も耳

にしなくなった。 

 こうしたキャッチアップは、日本経済が成熟した

証左かもしれないが、好ましくないものとして、欧

米の仲間入りをしてしまったのが「失業」だ。 

 １０年ほど前まで、わが国は低失業国家として欧米

諸国にとつて羨望の的だった。９４年の失業率はかろ

うじて２％台（２.９％）にとどまっていたが、低い方

でも米国が６.１％と２倍以上で、フランスに至って

は１２.３％と４倍もの格差があった。 

 ところが、これ以降、年々日本の失業率が右上が

りの傾斜を強めていく一方、欧米諸国の失業率のカ

ーブは下降曲線を描き出し、９９年には日米が逆転。

失業率もついにキャッチアップしてしまった。 

 昨年平均の完全失業率が １３年ぶりに前年を下回る

など、景気回復の明るい日差しが雇用面にも及びつ

つある。しかし、１５～２４歳の「若年失業率」と「１

年以上の長期失業」の増加に歯止めがかかる兆候は

みえない。１９９０年代後半から、欧米の若年失業率が

減少傾向にあるが、雇用のミスマッチ拡大からわが

国の若年失業率は１０％を超え、傾斜はゆるくなって

いるものの、右肩上がりを続けている。また、１年

以上の長期失業者に占める割合は６５歳以上の約５割

を筆頭に、４５歳以上の中高年層が大多数を占める。 

 欧州の雇用戦略において失業対策のメイン・ター

ゲットにされてきた「若年と長期」の失業は、いま

やわが国の最大課題となった。労働市場の違いはあ

れ、欧米の政策では技能と知識を高める政策のウエ

イトが高いことが、今回の特集でも明らかだ。低失

業国家から離陸してしまったわが国にとって、欧米

の経験は示唆に富む。 

（NO） 
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労働政策研究報告書サマリー 

「勤労意識のゆくえ－『勤労生活に関する調査（1999、2000、2001年）』」サマリー 
１　研究の目的 

【調査研究の目的】　 

 本報告書は、旧日本労働研究機構において、1999年 、

2000年、2001年の３回にわたって実施した『勤労生活

に関する調査』のまとめである。この調査は、勤労生

活の実態とその変化について、人びとの意識の側面に

焦点を当て、明らかにすることを目的としている。具

体的には、勤労に関する価値、関心、評価、意図、態

度など意識の諸相に着目し、時系列の調査を行なうこ

とによってその変化を捉え、仕事（職業）およびそれ

を包摂する生活領域一般のベースラインおよび趨勢を

把握することを通して、勤労者の生活実態の測定・評

価を行い、併せて、政策立案のための基礎データを得

ることを目指している。 

　今日、労働、雇用の分野においてさまざまな制度疲

労が露見しており、雇用ルールの変革は焦眉の急とな

っている。勤労生活を支えてきた諸制度の大転換が迫

られる中で、勤労者の生活や意識は混迷を極めている

と言っても過言ではない。以下、分析結果から読み取

れる勤労意識の諸相について、その要点を解説する。 

  

【調査研究の方法】 

　【形式】全国調査の実施（1999年度より2001年まで

毎年実施）。 

　【内容】勤労生活の基本的枠組みの把握にあたって

は、人びとの関心（意識）とその動向に焦

点をあてる。勤労観、勤労と他の生活領域

との関係、勤労を中核とする制度やルール

についての意識等、勤労意識の多様な諸側

面についてアプローチする。 

　【構成】基本項目として毎年共通の固定様式で実施

する項目（質問の８割程度）と各回固有の

スペシャル・トピックスとして実施する項

目（質問の２割程度）の２部構成になって

いる。質問項目は、下記のとおりである。

基本項目と失業関連項目は第1回調査（1999

年）から、職業能力開発とフリーター観は

第2回調査（2000年）から継続して取り上

げている。また、第３回調査では、インタ

ーネットを中心とする情報化についての現

状と意識をスペシャル・トピックとして取

り上げた。 

 　　　　1）基本項目（働き方についての意識、社

会についての意識、生活についての意識） 

 　　　　2）失業関連項目（リストラのルール、失

業のイメージ、失業への対応） 

 　　　　3）職業能力開発（自己能力評価、能力開

発の方法） 

 　　　　4）フリーター観（自由で多様な働き方、

生活を不安定にする働き方） 

 　　　　5）情報化関連項目（インターネット利用

の現状、情報化についての意識） 

　【調査方法】調査対象　全国20歳以上の男女4000人

（なお、対象者には有職者だけでなく

無職者も含まれる。） 

　　　　　　　調査法　　層化２段抽出法　調査員に

よる面接調査 

　　　　　　　回収率　1999年　68.１％（2724人） 

 　　　　　　　　　　2000年　69.5％（2778人） 

 　　　　　　　　　　2001年　68.8％（2751人） 

 　　　　　　調査時期　1999年3月・2000年2月・

2001年3月 

 

 

〈資料〉 
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２　研究結果の要旨 

　これからの勤労生活は「組織との一体感」・「努力

原理」・「脱物質主義」が基軸に 

　「勤労生活に関する調査」の第１回調査（1999年）

において、人びとの勤労意識は二つの層を形成してい

ることが明らかになった。本報告書の目的は、この二

つの層に焦点を当て、1999年から2001年までの勤労意

識の動向を明らかにすること、そして、今後の勤労生

活についての政策的インプリケーションを導き出すこ

とにある。 

 1999年調査で明らかになった二つの層は、次のよう

な特徴をもっていた。第一の層は、雇用について終身

雇用・年功賃金を支持し、分配原理について努力原理、

必要原理、平等原理を支持し、自己肯定が低く現状維

持的な生活意識をもつ。これに対して、第二の層は、

雇用について自己啓発型能力開発を支持し、分配原理

については実績原理を支持し、脱物質主義的、脱地位

志向的、自己肯定的な生活意識をもつ。 

　今回2001年までのデータを分析した結果でも、二つ

の層は維持されている。そして、二つの層のいずれも

が、雇用における「組織との一体感」、分配原理にお

ける「努力原理」、生活意識における「脱物質主義」

を重視していることが明らかにされた。さらに、「組

織との一体感」と「脱物質主義」は、「仕事（やりが

い）満足度」及び「生活満足度」を高めるうえでも重

要であることが明らかとなった。以上のことから、こ

の三つの原理が、第一の層と第二の層を繋ぐルールと

して重要であること、つまり、この二つの層への政策

的支援（アプローチ）の基本枠組みになることが示唆

されるとともに、今後の勤労社会の再編においてこう

した原理が基軸になることが示唆されているといえる。 

 分析結果の要点は以下のとおりである 。 

1. 日本型雇用慣行への評価 

 ―「終身雇用」・「年功賃金」支持層も「自己啓発

型能力開発」支持層も「組織との一体感」を重視 

● 全体の傾向 

　日本型雇用慣行の評価については、「終身雇用」・

「組織との一体感」への支持と、組織や企業にたよら

ず自分で能力を磨いて自分で道を切り開いていくべき

とする「自己啓発型能力開発」への支持がともに70％

以上と高い。つまり、日本型雇用慣行は維持と変革の

両方が期待されている。特に「組織との一体感」と「自

己啓発型能力開発」は年々増加している。 

● 属性による規定 

　「終身雇用」は女性ほど、年齢が高いほど、学歴が

低いほど支持されている。「年功賃金」も女性ほど、

学歴が低いほど支持されている。これに対して、「自

己啓発型能力開発」は男性ほど支持されている。また

「組織との一体感」も男性ほど支持されている。有職

者においては、正規従業員ほど「年功賃金」を支持し

ているのに対して、「自己啓発型能力開発」は正規従

業員ほど支持していない。 

● 雇用意識の相関関係 

　1999年の分析結果では、「終身雇用」と「年功賃金」

に強い正の相関があり、「自己啓発型能力開発」は「終

身雇用」・「年功賃金」と負の相関があった。その後、

「終身雇用」・「年功賃金」と「自己啓発型能力開発」

との負の相関は弱まっているが、二つの層の構造は維

持されている。このとき、「終身雇用」・「年功賃金」

も「自己啓発型能力開発」も「組織との一体感」と正

の相関がある。つまり、日本型雇用慣行の維持を望む

層も改革を望む層も「組織との一体感」を重視してい

る。 

2. 望ましい分配原理 

 ―「必要原理」・「平等原理」支持層も「実績原理」

支持層も「努力原理」を支持 

● 全体の傾向 

　努力した人ほど多く得るのが望ましいとする「努力

原理」への支持が3年とも80％を超えており、最も高い。

また実績をあげた人ほど多く得るのが望ましいとする
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「実績原理」への支持も75％を超えており高い。特に

「実績原理」は2001年に増加しており、「努力原理」

と同水準になっている。これに対して、必要としてい

る人が多く得るのが望ましいとする「必要原理」と、

誰でもが同じくらいに得るのが望ましいとする「平等

原理」への支持は低い。 

● 属性による規定 

 「実績原理」は男性ほど支持されている。「努力原

理」は年齢が高いほど、学歴が低いほど支持されてい

る。「平等原理」は学歴が低いほど支持されている。

また2000年と2001年では収入が低いほど「必要原理」

が支持されている。有職者においては、技能工・労務

職に比べて営業・販売職ほど「平等原理」を支持して

おらず、1999年と2001年では事務職も技能工・労務職

に比べて「平等原理」を支持していない。 

● 分配原理の相関関係 

　1999年の分析結果では、「努力原理」と「実績原理」

に高い正の相関があり、「必要原理」と「平等原理」

に高い正の相関があった。しかし、「実績原理」は「平

等原理」と負に相関するのに対して、「努力原理」は

「平等原理」とも正の相関があった。2000年以後にお

いても「実績原理」と「努力原理」の正の相関は強ま

っている。これに対し、「実績原理」と「必要原理」

の正の相関は弱まり、「平等原理」と「実績原理」の

負の相関が強まっている。つまり、「実績原理」と「必

要原理」・「平等原理」は二極化傾向にある。このと

き、「努力原理」は「実績原理」とも「必要原理」と

も正の相関がある。ここから「努力原理」は両者を架

橋する原理と位置づけることができる。 

3. 生活意識 

 ―「自己肯定」層も「現状維持」層も、「脱物質主

義」を肯定 

● 全体の傾向 

　物質的な豊かさよりも心の豊かさやゆとりのある生

活を重視する「脱物質主義」と、多くの富や地位より

自分の納得のいく生活を求める「脱地位志向」が約80

％と高い。これに対し、他人に追い越されそうな不安

を感じる「地位競争不安」は約30％で、自分が獲得し

たものを失ってしまいそうな不安を感じる「地位喪失

不安」も約20％と低い。つまり、産業主義的な物質的

な豊かさや社会的地位へのこだわりよりも、精神的ゆ

とりや自分自身が納得できる生活を求める意識が今日

の主流になっている。しかし「地位競争不安」が徐々

に高まる傾向もある。 

● 属性による規定 

 男性ほど、年齢が低いほど「地位競争不安」が高い 。

逆に「脱物質主義」は、女性ほど、年齢が高いほど高

く、学歴が高いほど高い効果もある。「現状維持」は、

女性ほど、年齢が高いほど、学歴が低いほど、収入が

低いほど高い。これに対して、「自己肯定」は学歴が

高いほど、収入が高いほど高い。有職者においては、

2000年と2001年で勤続年数が長いほど「地位競争不安」

が高い。また「現状維持」は、技能工・労務職に比べ

て、管理職ほど、事務職ほど低い。 

● 生活意識の相関関係 

　1999年の分析結果では、「脱物質主義」と「脱地位

志向」の正の相関が強かった。そして、「脱物質主義」

も「脱地位志向」も「脱他人志向」・「自己肯定」・

「現状維持」と正の相関があった。他方、「地位競争

不安」と「地位喪失不安」の正の相関が強く、「現状

維持」は「地位競争不安」・「地位喪失不安」とも正

の相関があった。その後、「脱物質主義」と「自己肯

定」との相関が2001年に最も強まっているのに対し、

「脱物質主義」と「現状維持」との相関は2001年で弱

まっており、「現状維持」と「地位競争不安」との正

の相関が強まっている。「現状維持」と「地位競争不

安」との相関はとりわけ男性において顕著である。こ

うした変化はあるが、基本的な構造は3年とも安定し

ている。 

4. 雇用・分配・生活意識の相関関係 
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 ―第一の層も第二の層も「組織との一体感」・「努

力原理」・「脱物質主義」を重視 

● 雇用意識と分配原理の相関関係 

　1999年において、「終身雇用」・「年功賃金」は「努

力原理」と正の相関があり、「実績原理」は「自己啓

発型能力開発」と正の相関があった。しかし、2001年

において、「実績原理」は「組織との一体感」ともっ

とも強い正の相関があり、「終身雇用」との正の相関

も「自己啓発型能力開発」と同じくらい強い。また「努

力原理」は「終身雇用」・「年功賃金」だけでなく、

「組織との一体感」・「自己啓発型能力開発」とも正

に相関するようになっている。 

● 雇用意識と生活意識の相関関係 

 1999年において、「終身雇用」と「年功賃金」は「現

状維持」と正の相関があり、「自己肯定」と負の相関

があった。他方、「自己啓発型能力開発」は、「脱地

位志向」・「自己肯定」・「脱物質主義」と正の相関

があった。しかし、2001年において、「脱物質主義」

は「組織との一体感」との正の相関がもっとも強く、

「自己啓発型能力開発」との相関よりも「終身雇用」

との正の相関の方が強くなっている。 

● まとめ 

　雇用における「組織との一体感」、分配原理におけ

る「努力原理」、生活意識における「脱物質主義」は、

終身雇用・年功賃金と必要原理・平等原理を支持し現

状維持的な第一の層にも、自己啓発型能力開発と実績

原理を支持し自己肯定的な第二の層にも重視されてい

る。したがって、この三つの原理から第一の層と第二

の層の両方にアプローチすることができる。 

5. 仕事（やりがい）満足度 

 ―「組織との一体感」・「脱物質主義」が高いほど

満足度は高い。 

● 全体の傾向 

　責任を任されている範囲が広い「責任の次元」が約

60％でもっとも高い。また、自分の能力が十分に発揮

できる「能力の次元」の満足度も同じように約60％あ

る。努力に見合った待遇が得られる「努力の次元」と、

仕事に新しいチャレンジ（刺激）がある「仕事の次元」

は約50％で相対的に低い。 

● 属性による規定 
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 どの次元についても収入が高いほど満足度が高い。

また、「努力の次元」は正規従業員でないほど、技能

工・労務職に比べて管理職ほど高い。「能力の次元」

は年齢が高いほど、2001年においては正規従業員でな

いほど高い。「仕事の次元」は技能工・労務職に比べ

て管理職ほど高い。 

● 雇用・分配・生活意識との相関関係 

　どの次元の満足度も「組織との一体感」及び「脱物

質主義」と正の相関がある（表1）。ここから、「組

織との一体感」と「脱物質主義」は仕事（やりがい）

満足度を高めるうえでも重要と言える。この傾向はと

りわけ男性において顕著である。 

6. 生活満足度 

 ―「組織との一体感」・「脱物質主義」が高いほど

生活満足度は高い。 

● 全体の傾向 

　全体の約65％が今の生活に満足しており、全体的な

満足度は高い。 

● 属性による規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女性ほど、年齢が高いほど、学歴が高いほど、収入

が高いほど、独身に比べて専業主婦世帯ほど満足度が

高い。特に性別と年齢の効果が大きい。有職者では、

転職回数が少ないほど満足度が高い。 

● 雇用・分配・生活意識との相関関係 

　男女を問わず「地位競争不安」・「地位喪失不安」

と負の相関がある。つまり、地位不安がないことが生

活の満足の重要な条件になっている。そして、生活満

足度は「脱物質主義」及び「組織との一体感」と正の

相関がある（表2）。仕事の満足度だけでなく、生活

満足度を高めるうえでも「脱物質主義」と「組織との

一体感」は重要であると言える。 

  

報告書本体の目次 

　まえがき 

概要　「勤労生活に関する調査」1999年、2000年、

2001年　　 

序章　調査の概要    

 １．研究課題　　　 
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 ２．中期的視座　　 

 ３．意識調査　　　 

 ４．勤労意識の３つの枠組み　 

 ５．調査計画　　  

 ６．データと分析方法 

 ７．各章の要旨　 

 ８．おわりに　  

第1章　勤労意識の二つの層 

 　はじめに　 

 第1節 日本型雇用慣行の評価 

 第2節 望ましい分配原理 

 第3節 生活意識 

 第4節 勤労意識の二つの層の行方 

 まとめ 

第2章　仕事についての意識 

 第1節 仕事（やりがい）満足度 

 第2節 職業キャリア  

第3章　失業についての意識 

 第1節 失業のイメージ  

 第2節 失業への対応 

 第3節 失業の事後対応 

 第4節 リストラのルール 

 第5節 セーフティネット 

 まとめ 

第4章　社会についての意識 

 第1節 階層帰属意識（中意識） 

 第2節 不公平感  

 第3節 日本が目指す社会 

第5章　生活についての意識 

 第1節 生活重視度 

 第2節 生活充実感 

 第3節 生活不安 

 第4節 新しい仕事観 

 第5節 生活満足度 

 まとめ 

第6章　仕事（やりがい）満足度と生活満足度・生活

充実感・不公平感 

資料：調査票 
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ビジネス・レーバー・トレンド　Business Labor Trend　〈6月号特集予告〉 
 

長時間労働の影響―雇用・生産性・メンタルヘルス 
■特集内容 
〈論　文〉  「公式統計から見た不払い労働時間の傾向」　小倉一哉副主任研究員 
〈現場は今〉「労働相談窓口で増える労働時間の案件」「長時間労働の改善事例」 
　　　　　  「サービス残業に対する労組の対応」などを予定 
〈対　談〉「長時間労働がメンタルへルスに与える影響と課題」 
　　　　　社会経済生産性本部メンタルヘルス研究所・主任研究員　今井保次氏 
　　　　　日立健康管理センター主任医長・林剛司氏 

4月号●春闘はどこへ向かうのか―終焉か？再構築か？ 
　失われた10年・春闘はどう変貌したか　調査部 
 〈データ解説〉失われた10年で賃金はどう変化したか　統計解析課 
 〈座談会〉「春闘の将来像―労使が求めるもの」 
　　　　　　　　團野久茂・金属労協事務局長、紀陸孝・日本経団連常務理事 
 有識者8人 に聞く「春闘のあり方と機能」 
 労働組合 の不況対策―組合効果の計測とその課題　研究員　原ひろみ 
 
3月号●パートタイム労働の国際比較―均衡処遇の現状と将来像 
　パートタイム・日米欧のトレンド　日本女子大学教授　大沢真知子 
 パートに関する18の疑問―諸外国はどうなっているの　国際研究部 
 〈対談〉均等か均衡か―パート政策の針路を探る　早稲田大学教授　島田陽一 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 同志社大学教授　土田道夫 
 
2月号●職場の若年正社員―「余裕喪失」から「やる気創出」へ 
　第1回ビジネス・レーバー・モニター調査結果から―「新規採用抑制で負担が増大」 
 企業 の活性化と魅力ある仕事　主任研究員　松本真作 
 若年者 の採用戦略と雇用管理の課題　副主任研究員　大木栄一 
 企業組織 と職場の変化に対する正社員の意識　連合総研研究員　千頭洋一 
 サービス残業撲滅に向けたUIゼンセン同盟の取り組み　政策局副部長　谷津正信 
 
1月号●育児と仕事―共働き世帯の現実 
 共働 きと育児の調和を求めて　統括研究員　今田幸子 
 ＪＩＬ調査「仕事と育児の両立に関する調査」 
 国際比較 －仕事と家庭の調和に向けて　立命館大学助教授　前田信彦 
 中小企業 の育児支援・就業継続支援策　法政大学社会学部教授　上林千恵子 
 座談会 「企業の育児支援――次世代育成支援対策推進法がもたらすもの」 
 
2003年12月号●基幹化する非正社員―多様化とその行方 

バックナンバー 

※2003年11月創刊号「フリーター・若年無業からの脱出」は残部僅少です。 
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〈総合解説総合解説〉 

共働共働きと育児の調和育児の調和を求め求めて 
〈座談会座談会〉 

企業の育児支援企業の育児支援 
―次世代育成支援対策推進法―次世代育成支援対策推進法がもたらすもの 

〈データ解説解説〉 

仕事仕事と育児の両立育児の両立に関する調査る調査 
女性の仕事女性の仕事と家庭生活家庭生活に関する調査結果る調査結果 
〈保育現場は保育現場はいま〉 

マツダ 日立製作所立製作所 
新宿歌舞伎町新宿歌舞伎町で２４時間保育時間保育 

〈総合解説〉 

共働きと育児の調和を求めて 
〈座談会〉 

企業の育児支援 
―次世代育成支援対策推進法がもたらすもの 

〈データ解説〉 

仕事と育児の両立に関する調査 
女性の仕事と家庭生活に関する調査結果 
〈保育現場はいま〉 

マツダ 日立製作所 
新宿歌舞伎町で２４時間保育 
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〈第1回ビジネス・レーバー・モニター調査結果〉 

新規採用抑制で負担が増大 
〈5社のヒアリング調査〉 

現場で技能継承が問題に 
〈研究論文〉 

企業の活性化と魅力ある仕事 
若年者の採用戦略と雇用管理の課題 
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〈総合解説〉 

パートタイム・日米欧のトレンド 
パートに関する18の疑問―諸外国はどうなっているの 
〈対談〉 

均等か均衡か―パート政策の針路を探る 

第1回 地域シンクタンク・モニター結果から 

平成１６年３月２５日発行（毎月２５日発行）通巻３４９号 
昭和５３年８月１日第３種郵便物認可　ISSN1348-785X

4 
April 2004

春
闘
は
ど
こ
へ
向
か
う
の
か 

　
　
―
―
終
焉
か
？
再
構
築
か
？ 

〈総合解説〉 

失われた１０年・春闘はどう変貌したか 
〈データ解説〉 

失われた１０年で賃金はどう変化したか―水準・格差・構造 
〈座談会〉 

春闘の将来像―労使が求めるもの 
〈アンケート〉 

有識者8人に聞く「春闘のあり方と機能」 
〈研究論文〉 

労働組合と不況対策―組合効果の計測とその課題 
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